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●資源循環
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－オランダの事例から－
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ステップガーデン（アクロス山）の30年
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●年頭のごあいさつ

米倉 誠一郎   JFMA会長

第20回 日本ファシリティマネジメント大賞
JFMA賞

●2025年度 認定ファシリティマネジャー資格試験
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東京都知事登録旅行業：第3-8330号
一般社団法人
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　新年おめでとうございます。会員の皆さま、そして日頃よりファ

シリティマネジメント（FM）の発展にご尽力いただいている関係

者の皆さまに、心より感謝申し上げます。2026年の幕開けにあたり、

日本ファシリティマネジメント協会を代表してご挨拶申し上げます。

　振り返れば2025年、社会はかつてないスピードで変化しました。

気候変動の深刻化、エネルギー構造の転換、そして生成AIを

はじめとするデジタル技術の進展。これらは施設のあり方を根底

から問い直す契機となり、FMの重要性を一層高めました。

　一方で、日本の政治は大衆迎合的な流れに揺れ動き、私たち

が本来持つ「苦労を惜しまず創意工夫を重ねる」という特質が

十分に活かされていないようにも見えます。

　世界に目をやれば日本の物価は決して高くありません。ニュー

ヨークの地下鉄初乗りは450円、パリ450円、ロンドンでは580

円もするのです。ガソリン代にしても電気代にしても限定税廃止

前でドイツ・フランスの半額、イギリスの3分の２という水準です。

しかも、廃止されたガソリン税は道路・インフラ整備や災害対策

を目的としたものでした。50 年以上が経過した日本のインフラ再

整備費や災害対策費用は増えることはあっても減ることはありませ

ん。一方、「頭脳」という資源しかない日本にとって、天然資源

制約こそイノベーションの源泉なのです。大切な資源や環境保全

を持続的成長可能性の中で考える、まさにFM的発想が求めら

れているのです。

　協会ではこのような背景をもとに「FMを社会に広める」をコン

セプトに、認定ファシリティマネジャーの資格制度改革を実施しま

した。論述試験や経験年数要件の廃止、試験期間の見直しなど、

受験機会を拡充した結果、2025 年の受験者は1800 人を超え、

合格者は約 1,000 名と、共に前年の倍増を記録しました。1997

年の制度創設以来、累計合格者は17,600 人を突破しています。

法人会員は210 社以上、公共特別会員は270 団体を超え、個

人会員も800 名以上に達し、FMが社会に広がりつつあることを

実感しています。

　FMは施設の「つくる」「使う」「壊す」までのライフサイクル

全体を見据え、都市や地域づくりに決定的な役割を果たします。

単なる施設管理を超え、持続可能な社会を構築する戦略的手法

として位置づけられるべきものです。コロナ禍を経て働き方やワー

クプレイスのあり方が大きく変化した今、FMは柔軟で創造的な空

間づくりを支える存在としても再評価されています。さらにFMは、

脱炭素社会への貢献、AI・デジタル技術との融合、地域社会と

の連携、そして多様な働き方を支える未来志向の環境づくりを通じ

て、社会課題の解決に寄与していくものに変貌しつつあります。

　今回で20年目を迎えるファシリティマネジメントフォーラムは、過

去を振り返りつつ、未来を展望する場として開催します。テーマは

「これからのFMについて語ろう―20 年目に考えるファシリティマ

ネジメントの現在・過去・未来」です。オンデマンド配信では約

1カ月にわたり70を超える講演を提供し、基調講演・対談、シン

ポジウム、ネットワーキングパーティ、さらにはライブイベントなどリア

ルでの出会いの機会も拡充します。皆さまと直接「未来について」

語り合えることを心より楽しみにしております。

　最後に申し上げます。FMは社会を変え日本の競争力を増強

する力を持っています。本年がFMのさらなる飛躍の年となるよ

う、協会として全力を尽くす決意です。国内にFMの概念をさら

に浸透させ、未来を切り拓くためには、会員一人ひとりの協力と

挑戦が不可欠です。どうか引き続きのご支援と積極的な参画を

お願い申し上げます。

�                  
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第20回 日本ファシリティマネジメント大賞-J
ジ ャ フ マ

FMA賞
〈表記凡例〉

ԠืλΠτϧ�
'.࣮ફஂମ
αʔϏεఏऀڙ

 ● 最優秀ファシリティマネジメント賞（鵜澤賞）

美土代クリエイティブ特区
まちにひらいた自主・自立の活動拠点

株式会社安井建築設計事務所

ॅ঎ϏϧϚωδϝϯτࣜגձࣾ
ձࣾάϥϯυϨϕϧࣜג

講評：本事例は、築60 年のオフィスビルを、地域に開かれた自社

オフィスとして再生した先進的な取り組みである。社内コンペで選

ばれた最優秀案をもとに、ワークショップを通じて社員の主体性と

創造性を引き出し、「美土代クリエイティブ特区」というコンセプト

を具現化したプロセスも特筆に値する。単なるオフィス改修に留

まらず、 1 階を開放的なガラス張り空間とし、地域住民や来訪者

が自然に立ち寄れる場を創出した点が評価された。オーナーの想

いと歴史を継承しつつ、建築のエイジングを肯定的に捉え、環境

課題であるエンボディドカーボン削減、自社の人的資本向上に寄

与している点、地域との新たな関係性を構築した点は、FM が様々

な分野に貢献しうる可能性を明確に示す、極めて優れた実践事例

である。最優秀と認め、優秀FM 賞（鵜沢賞）を授与する。

　第20回という節目を迎えた本年は、コロナ禍を経て働き方
や組織運営が大きく変化し、ファシリティマネジメント（FM）
の役割が一層広がったことを実感する審査となりました。
　FM は単なる施設管理にとどまらず、経営の本質に迫るコ
アコンピタンスに影響を与える経営資源として認められ始め
ています。人的資本の向上、AI の実装への対応、SDGs への
取り組みなど、社会的課題に応える力が期待されていること
も明らかになりました。

日本ファシリティマネジメント大賞ʢJFMA賞ʣ͸、日本ࠃ಺ʹ͓͚Δ
FMのීٴɾൃ లʹ͢ࢿΔ と͜Λ໨తʹFM ʹؔ͢Δ༏Εͨۀ੷౳Λදজ͢Δ੍౓Ͱ͢ɻ
202�೥�2݄��日ʹ第20回 日本ファシリティマネジメント大賞͕ൃද͞Ε·しͨɻ

　また、自社施設に限らず地域との共創や、官民が対等な関
係で協力する事例も見られ、少子高齢化の進展を踏まえた
官民共創の重要性が浮かび上がっています。
　日本ファシリティマネジメント大賞（JFMA賞）は、大企業の
みならず中小企業、ベンチャー、地方公共団体など多様な取
り組みを表彰し、FMの未来を切り拓く活動を広く顕彰してま
いります。

日本フΝγϦティϚネジϝンτ大৆৹査委員会 委員長   

๺઒ ਖ਼ګ 　���� ೥�� �݄� 日

総評
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● ༏लファシリティマネジメント賞 

● ༏लファシリティマネジメント賞

人的資本最大化に貢献する
オフィス

会ࣾ4)*F5ࣜג

%3"'T
�ձࣾ)iUF � $oࣜג

講評： 本事例は、FM を単なる施設管理にとどめず、人的資本経

営の中核に位置づけた点に大きな先進性がある。社員LTV(Life 
Time Value) 最大化という経営指標とFM 戦略を直結させ、さら
にFM の財務効果3.7 億円、LTV 向上効果を定量的に可視化し
た点は、FM の投資対効果を実証的に示した極めて画期的な取
り組みである。「ハレ」と「ケ」を明確に区分した拠点戦略は、イ
ベントによる非日常と日常業務の両立を図りながら、社員の一

Workcation House U

会ࣾจ঵ಊࣜג

体感を維持する合理的な設計思想として高く評価される。また、
独自の人事評価制度「ひとログ」のもとで障がい者を含む多様
な人材の能力発揮を促す姿勢も評価に値する。急成長を見据
えつつ、エンゲージメント向上とコスト適正化を同時に実現した
SHIFT のFM 戦略は、ワークプレイスの新たな可能性を示す転
換点として高く評価できる。 

第20回  日本ファシリティマネジメント大賞�JFMA賞

ձۭࣾؒฤूࣷࣜג
αΩΞϯσβΠϯ
ॴڀݚ࡞ங૑ݐ
຿ళ޻ձࣾͤΓ͟Θ͚ͨࣜ͠ג
༗ݶձࣾੜҪۀڵ
ࣾܳ޻ձࣾαϊࣜג
ձࣾ໦Լ঎ձࣜג
ձࣾGiY6ࣜג
ձࣾ1IoUosZOUIࣜג

講評：「Workcation House U」は、小田原市の民間提案制度

により築約70 年の旧支所を再生した地域共創型ワーケーショ
ン施設である。都心から1 時間強を要するアクセスという条件
下で、無人運営と有人対応を組み合わせた低コスト運営、会員
制・婚礼・宿泊などの事業多角化により黒字化を達成した。都
市部ワーカーと地域住民の交流拠点として機能し、クオリティの
高い環境の提供を行っていること、持続可能なFM 体制を確立

している点などを高く評価するものである。遊休公共施設の持続
的利活用モデルとして、他の地域への展開も期待される優れた先
進事例である。
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● ༏秀ファシリティマネジメント賞 

● ༏लファシリティマネジメント賞

射水市の公共FMの
取り組みについて

෋ࣹݝࢁਫ市
೔ຊࣜגࡒ؅ձࣾ

講評： 本事例は、射水市が公共施設105 施設・866 業務を対

象に包括管理業務委託を導入し、FM の高度化と職員のコア業
務集中を同時に実現した点に大きな先進性がある。包括管理と
民間提案制度を組み合わせることで、職員負担の軽減と財政支
出の抑制、さらには脱炭素化や施設価値向上までを一体的に推
進している点は高く評価される。能登半島地震時にも有効に機
能したという実績は、制度の実効性と強靭性を示すものである。

新たな価値を創造し豊かな未来を切り開く
最先端ワークプレイス戦略

ネットワンシステムズ株式会社

ձࣾΠϯλʔΞʔϜݶձࣾϓϥϯςοΫ   ༗ࣜג
ձࣾࣜגձࣾΦΧϜϥ         ίΫϤࣜג
ձࣾΠτʔΩࣜג

講評：本事例は、ネットワンシステムズが長年にわたり取り組ん

できた働き方改革とワークプレイス戦略を、「netone valley」と
いう独創的な拠点として結実させた点に大きな価値がある。新
築倉庫を大胆に転用し、オフィスと物流機能を融合させた空間
は、既存の枠にとらわれない先進的な試みであり、ICT とFM を
融合した実証と発信の場として高い完成度を有している。本社、
netone valley、在宅勤務の三位一体による「ON とOFF を融合
したワークプレイス戦略」は、コロナ後の多様な働き方に対する

一つの最適解を示している。FM を単
なる管理機能ではなく、企業のコアコ
ンピタンスとして位置づけ、顧客への
価値提案にも直結させている点は特
筆に値する。加えて、ファシリティコス
ト( 主に賃料・動力費・償却費を対象
としている) を売上高の 2％以下に抑
える明確な経営規律のもと、継続的な
アップデートを前提とした姿勢は極め
て実践的であり、完成度の高いFM の
好事例として高く評価できる。

市長の強いリ ーダーシップのもと、担当職員が中心となり、庁内
調整と民間パートナーとの信頼関係を築きながら、現実的かつ
高度なFM アウトソーシングを実装したプロセスは、小規模自治
体にとって極めて示唆に富む。射水市の取り組みは、今後の公共
施設マネジメントの有力なモデルとして高く評価できる。

�
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● ༏लファシリティマネジメント賞 

ファシリティマネジメントを活用した
事業推進への挑戦

ۀ࢈会ؙࣾఱࣜג
ձࣾώτΧϥϝσΟΞࣜג
ହ ౻ࠤ ࢣߨ େֶେֶӃཱࢢ԰ݹ໊
ܭ෼ઃࠃձࣾࣜג
"RVB %FsiHO 8oSLs

講評：本事例は、自社オフィスを起点に「働き方と働く空間のデザインで新

しい未来をつくる企業」へと進化させた、中小企業による極めて先進的なFM 
実践である。社長自らが先頭に立ってFM 資格を取得し、全社的に資格取得
を推進した結果、社員の約35％が有資格者となっている点は、FM を経営の
基盤に据える本気度を雄弁に物語っている。新社屋移転を契機に、働き方改
革と空間づくりを一体で進め、社員の幸福と持続的経営の両立を追求する姿
勢は、理念と実践が高度に統合された好事例である。子連れ出勤の実践や人
事制度の見直しを通じた企業文化の変革は、離職率の大幅低下や採用力の

向上にも結実している。今後、HR を含めた
働き方モデルとして地域へ波及させていく
ことも視野に入れており、社会課題の解決
に資するFM の先進事例として高く評価で
きる。

● ಛ ผ 賞

遊休施設を活用した
子どもの居場所創設

株式会社三井住友銀行

ձࣾΠτʔΩࣜג
ձࣾి௨ࣜג
ಛఆඇӦར׆ಈ๏ਓ์՝10/ޙΞϑλʔεΫʔϧ
ձࣾਤॻؗྲྀ௨ηϯλʔࣜג

講評：本事例は、金融機関の出張所という役割を終えた施設を、

子ども支援施設として再生した極めて社会性の高い取り組みで
ある。約4,000 冊の蔵書を備えたライブラリーや子ども食堂を備
え、学びと交流を複合的に支える拠点として再構築した点は、単
なる建物転用を超えた価値創出といえる。SMBC グループの「社
会的価値の創造」という理念のもと、体験格差の解消という明確
な社会課題に長期的視点で向き合い、初期投資・運営の両面で

本格的に資源を投入している点も高く評価される。さらに、地域
住民やシニア世代が「市民先生」として参画する仕組みは、世
代間交流と地域コミュニティの活性化にも大きく寄与している。
本事例は、FM の枠組みを基盤としながらも、それを超えて社会
的価値の創出に正面から挑戦した取り組みであり、優秀FM 賞
に値する高い水準の成果を示している。その意義を踏まえ、ここ
に特別賞を授与する。

�              
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● ಛ ผ 賞

病院DXで実現する
働き方改革とFM革新

社会医療法人石川記念会

ձ̣̩ࣾࣜג υ̩ίϞϏδωε
ձࣾιϑτ΢ΣΞɾαʔϏεࣜג
೔ຊϚΠΫϩιϑτࣜגձࣾ
$BSF/FcUࣜגձࣾ

講評：本事例は、医療の質向上、業務効率化、組織変革を同時

に実現することを目的に、ICT とFM を一体的に推進した先進的
な取り組みである。理事長の強いリーダーシップのもと、全職員
への業務用スマートフォン配備と多職種協働セルケアシステム
の導入により、縦割り組織を超えた迅速な情報共有と意思決定
を可能とし、看護師の年間残業時間6,000 時間削減という顕著
な成果を上げている。スマートフォンアプリを活用した医師・医
療スタ ッフ間の連携強化は、業務効率の飛躍的向上のみなら

ペリメータゾーンの課題を解決する
次世代内窓「トロポス」

会ࣾσόΠεࣜג

● ٕ ज़ 賞 

講評： 本技術は、建物の快適性と省エネルギー性の両立が難しいとされる外周部のペリ
メータゾーンの課題に対し、断熱性能、施工性、意匠性、大開口対応力といった複数の要
素を高次元で統合した、バランスの取れたシステムとして完成している点が高く評価され
る。技術そのものが突出した単体の新規技術というわけではないが、居ながら施工が可能
で、既存建築の意匠性を損なうことなく導入できる点は、既存ビルの断熱改修という難題
に対する現実的かつ有効な解といえる。とりわけ、外皮性能の向上が喫緊の課題となる中、

「トロポス」はオーナー、ユーザー、設計者のいずれにも受け入れられやすく、実装可能性
の高い省エネルギー技術として大きな価値を有している。対象建物や法規面等での課題
は残るものの、環境負荷低減という社会的要請に応える技術として、今後の普及と波及効
果に期待し、技術賞を授与する。

ず、患者と向き合う時間の確保や患者満足度の向上にも直結し
ている。文書上ではFM に関する説明がやや不足していたもの
の、実地確認では施設運営、動線設計、ICT 環境整備など、FM 
視点での工夫が随所に見られた。本事例は、FM の枠組みを基
盤としながらも、それを超えて医療の質と組織変革という本質的
価値の創出に大きく踏み込んだ取り組みであり、優秀FM 賞に
値する水準の成果を示している。その意義を踏まえ、ここに特別
賞を授与する。 

�0
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● ޭ ੷ 賞

● ޭ ੷ 賞

公共施設マネジメントにおける
合意形成に関する研究

（博士論文）

七野 司
ʢେࡕ෎֋௩ࢢʣ

日韓の代表的なFM推進非営利団体である
JFMAとKFMAの協力関係の社会的貢献

Korea Facility Management Association 

講評：本功績は、公共施設マネジメントにおける最大の課題の

一つである「合意形成」を、数多くの事例調査と分析から理論的
に整理・体系化し、FM 分野の博士論文として提示した点にある。
実務経験に根差した課題意識と、学術的検証を丁寧に重ねた研
究姿勢により、自治体職員や関係者にとって示唆に富む枠組みを
提示している。公共FM は制度・財政・住民意識が複雑に絡み合
う領域であるが、本研究はその意思決定プロセスの構造を可視

講評：本 功績は、日韓 両 国を代 表するFM 推 進 団 体である

JFMA とKFMA の30 年間にわたる協力関係を通じて、アジア圏
におけるファシリティマネジメントの普及と高度化に多大な貢献
を果たしてきた点にある。制度・文化・組織など環境の異なる両
国において、継続的な人的交流、情報共有、人材育成を重ねてき
た意義は極めて大きい。また、韓国企業のFM 部門・FM 会社と
日本側の交流を推進してきたことも両国のFM の発展において
重要な役割を果し、日本のFM 実践者にとっても、大きな刺激と

化し、今後の実務改善につながる理論的基盤を与えるものといえ
る。講演や啓発活動を通じて知見の社会還元にも積極的に取り組
んでおり、実務と学術を架橋する取り組みとして、今後の展開に大
いに期待したい。

示唆をもたらしてきた。さらに、KFMA は学術研究と実務の橋渡し
にも積極的に取り組み、合意形成や公共FM に関する知見を社会
へ還元してきた。その国際的かつ公益性の高い貢献は、功績賞に
ふさわしいものである。

��
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● ঑ ྭ 賞 

社員100人・大阪から世界へ発信
好循環を生むライブオフィス
μΠϏϧࣜג会ࣾ
株式会社日建設ܭ

講評： 本事例は、ライブオフィスとしての活用と情報発信を前提
に自社オフィスをリニューアルした取り組みであり、オフィスデザ
インとしての完成度は非常に高く、人が「行きたくなるオフィス」
というコンセプトの具現化は高く評価される。若手社員を中心に
チームを結成した点、また完成後も若手主体で「生きた施設」と
して育てながら2,000 名超の見学者を迎えている点は、将来性
の高い取り組みである。一方で、トップを含めた組織全体として

のFM への関与という点ではやや物足りなさが残り、移転前後
における財務指標、社員満足度、生産性などの定量的データ
が十分に取得されておらず、FM として成果の検証・評価を体
系的に行えていない点は今後の課題である。若手の熱量と創
意を循環的改善につなげることへの期待を込め、本事例には
奨励賞を授与する。

● ޭ ੷ 賞

データサイエンスによる
ワークプレイスプランニング革命

（博士論文）

熊谷 比斗史
ʢࣜגձࣾϑΝγϦςΠϝϯτڀݚॴʣ

講評：本功績は、FM 分野の博士論文として、データサイエン

スをワークプレイスプランニングの中核に位置づけ、人の行
動・働き方・空間利用を定量的に捉える新たな方法論を提示
した点にある。従来は経験則や感覚に頼りがちであったワーク
プレイス設計に対し、行動ログや利用データの分析を通じて客
観的な意思決定を可能にした意義は大きい。ハイブリッドワー
クが進展する中で、働き方改革、生産性向上、ウェルビーイング
向上といった課題に対し、科学的根拠に基づく検討基盤を与え

ている点も高く評価される。実用化・実装については今後の展
開に委ねられる部分もあるが、実務と学術を架橋しながらFM・
ワークプレイス分野を新たなフェーズへ導こうとする先導的な
研究成果として、本功績は高く評価できる。
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審査委員会委員 ʢ委員ҎԼ ��Իॱɺܟশུʣ 　����೥��݄��日ࡏݱ

委 員 長     北川  正恭      ૣҴా大学 ໊༪ڭत

副委員長  深尾  精一　     ट౎大学౦ژ ໊ ༪ڭत

委員　    安達  功　         株式会社日ܦB1 ૯߹研究ॴ フェロー

伊藤  裕美　    ۀ࢈ࡁܦল ੡଄ہۀ࢈ ੜ׆੡඼՝ اը׭

猪股  篤雄          ਆಸ઒ݝ ੓ࡦਪਐ୲౰ ඇৗސۈ໰

佐藤  由美          ࠃ౔ަ௨ল大ਉ׭๪ ׭ிӦસ෦長

タライエ ファラ　/eX/orN%esiHn  FoVnder�%esiHner SVstainabiMity consVMtant

仲  隆介                /aka Lab.୅ද・ژ౎ۀ޻ણҡ大学 ໊༪ڭत

長澤  泰    　        ౦ژ大学・޻学Ӄ大学 ໊ ༪ڭत 
　                                一般ࡒ団法人ϋϐネスライフࡒ団 理ࣄ長

村田  博文         株式会社ࡒք研究ॴ ୅දऔక໾
　　　　　　　  ૯߹ビジネスࢽʮࡒքʯओװ

成田  一郎         ެ ӹ社団法人 日本フΝγϦティϚネジϝンτ協会 ઐ຿理ࣄ

● JFMA賞ड賞者ʹΑΔड賞ߨԋ
オンデマンド配信  事前登録制 （無料）

配信期間：2026年1月29日(木)～ 2月27日(金) 

● 第20回JFMA賞 त賞ࣜ  （無料） 
2026年2月18日（水）11：00 ～ 13：00 
会場：御茶ノ水ソラシティカンファレンスセンター

● ड賞ॕլ会�ネοトϫʔΩンάύʔティʔ  事前申し込み制（有料）

2026年2月18日（水）  17：30 ～ 19：00 
会場：御茶ノ水ソラシティカンファレンスセンター

https://www.jfma.or.jp/FORUM/

講評　審査委員会委員長  北川 正恭

講評： 本技術は、デジタルツインとIoT を融合させ、現場の状況
を仮想空間上でリアルタイムに可視化し、遠隔から的確な判断と
指示を可能とする、施設管理分野における極めて先進的な取り組
みである。点検・監視・保全とい った従来は人手と経験に大きく
依存してきた業務を高度に効率化し、生産性の向上と属人性の
低減、さらに作業安全性の向上にまで貢献する点は高く評価され
る。導入の容易さやコスト面での優位性から、中小規模施設や公
共施設への普及可能性も高く、人手不足や技能継承といった社

デジタルツインで革新する
施設管理の省力化

会ࣾࣜג 48/

● ঑ ྭ 賞 

会的課題に対する実効性の高い解決策となるポテンシャルを有
している。一方、導入実績はこれからの段階であることから、本
件は奨励賞にとどまった。FM と現場マネジメントを切り拓く可
能性を備えた技術として、今後の社会実装と飛躍的な展開に大
いに期待したい。
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຿ͱਂͭ͘ͳ͕͍ͬͯΔͨΊɺ෯͔ͤ׆͘޿Δ಺༰Ͱ͋

Δͱͨ͡ײɻޙࠓ΋ֶΜͩࢹ఺Λࣄ࢓ʹऔΓೖΕɺΑΓ

Α͍৬৔ͮ͘Γʹ໾ཱ͍͖͍ͯͯͨɻ

ɹࢲ͸ෆಈ࢈ചങؔ࿈ۀ຿Λओͱ͢ΔӦۀ෦໳ʹೖࣾ͠ɺ

ܞʹ຿ۀใ޿ը΍اӦܦը෦ͱ͍͏෦໳Ͱا߹͸૯ࡏݱ

Θ͍ͬͯΔɻ

ɹ���� ೥ʹຊࣾҠసͨ͜͠ͱΛ͖͔͚ͬʹɺշదͳΦ

ϑΟεͱ͸Կ͔Λ͑ߟΔΑ͏ʹͳͬͨɻҠసۀ຿ʹ͸௚

઀ؔΘ͍ͬͯͳ͔͕ͬͨɺ޿ใͷҰ؀Ͱ୲౰ऀʹΠϯλ

Ϗϡʔ͢Δػձ͕͋Γɺۭௐ΍র໌ɺಈઢͷͭ͘Γํͳ

Ͳɺීஈ͋ͨΓ·͑ʹڥ؀͍ͨͯ͡ײʹ͸ɺଟ͘ͷ޻෉ɺ

ͩ͜ΘΓ͕͋Δͱ஌ͬͨɻ

ɹͦΜͳ࣌ɺ૯຿෦ͷํ͔ΒϑΝγϦςΟϚωδϟʔࢼ

΂Δ಺༰Ͱֶ͘޿૊ΈΛ࢓ΊΒΕͨɻΦϑΟεͷקΛݧ

ֶΜͩࢹ఺を、
よりよい৬৔ͮ͘ りに໾立てたい

大໦ ཧࣿࢠ
おお͖ Γ͜͞

૬ॅޓ୐株式会社 ૯߹اը෦

祝 2025年度 認定ファシリティマネジャー資格試験合格者の声

֎Δ͜ͱΛܾΊͨɻւ͢ݧɺड͡ײ΂Δͱֶ͍ͯͭʹܥ

຿ͱཱ྆ͯ͠Ռͨͯ͠߹֨Ͱ͖Δͷ͔ෆ҆͸େۀ஍ͷݱ

͖͔͕ͬͨɺษڧΛਐΊΔ΄Ͳʹɺࠓ·Ͱᯤ͕͔͍ͬͯ

ͨʮ౷ׅ؅ཧͱ͸ʯɺʮ͓٬͞·ͷ՝୊ɾχʔζͷ͋Γ༷ʯ

౳ͷྠֲ͕࣍ୈʹΫϦΞʹͳͬͯ͘ΔͷΛͨ͡ײɻಉ࣌

ʹɺ஍ڥ؀ٿͷมԽ΍ *$5 ౳ɺऔΓࢹ͘ר఺ͷ෯͞޿ɺ

ଟ༷͞ʹվΊ͍ͯͨڻɻݧࢼ౰೔͸ɺਖ਼௚ͳͱ͜Ζʮࠓ

೥͸μϝͩʯͱఘΊ͔͚͕ͨɺ� Χ݄ؒҰॹʹษͯ͠ڧ

͖ͨಉ྅ͨͪͷإΛ͍ࢥग़͠ɺޙ࠷·ͰఘΊͣʹ߹֨͢

Δ ͱ͕͜Ͱ͖ͨɻ

ɹձࣾʹԸฦ͕͠Ͱ͖ΔΑ͏ʹɺࠓճशಘͨ͠ '. ͷ෯޿

͍஌ݟͱɺࣗ෼ࣗ਎͕มԽͰ͖ͨݧܦΛ͔͠׆ɺΞδΞશ

Ҭʹ͓͚Δڥ؀Ձ஋ͷ૑଄Λ໨ͯ͠ࢦɺ͜Ε͔Β΋ᬏਐͯ͠

͍͖͍ͨɻ

ɹ౰ࣾ͸ɺ'. άϧʔϓۀاͱͯ͠ɺ���� ೥ �� ݄ʹ૑ཱ

�� प೥Λܴ͑ɺࡏݱ͸೔ຊɾதࠃɾΞηΞϯ஍Ҭʹ͓͍ͯɺ

Δ͞·͟·ͳιϦϡʔγϣϯΛఏؔ͢ʹڥઃ͓Αͼपล؀ࢪ

͸ࢲΔɻ͍ͯ͠ڙ ���� ೥ʹ .�" ίϯαϧςΟϯά͔ۀا

Β౰ࣾʹస৬͠ɺ���� ೥ΑΓΞηΞϯۀࣄͱͯ͠ϚϨʔγ

Ξʹறࡏɺ���� ೥ΑΓ"&0/ %&-*()5 	."-":4*"
 4%/�

#)%� ʹॴଐ͠ɺࣾ௕ࣨɺ಺෦౷੍ɺ಺෦؂ࠪΛ୲౰ͯ͠

͍ΔɻΞηΞϯ֤ࠃͷ೤ྔΛݱ஍ͰݧܦͰ͖͍ͯΔ ͱ͜͸ɺ

ࣗ਎ʹͱ͔͚͕ͬͯ͑ͷͳ͍࢈ࡒʹͳΔͱ͍ͯ͡ײΔɻҰํ

Ͱɺલ৬ͱ͸શ ാ͘ҧ͍ͷۀքʹඈͼࠐΜͩͨΊɺ೔ʑͷ

ɺʮ෼͔ΔΑ͏͡ײքΛݶ຿ͷԆ௕Ͱͷ஌ࣝशಘʹ͸ۀ Ͱ෼

͔Βͳ͍ʯͱ͍͏͕ࣃΏ͞ʹ೰ΜͰ͍ͨɻ

ɹͦͷંʹɺձ͔ࣾΒຊݧࢼͷҊ಺͕͋ΓɺࢲͷΑ͏ͳ

࣮຿͕ݧܦͳཱ͍৔Ͱ΋डݧͰ͖ɺ͔ͭแׅతʹ '. ମ

アジア/P��の
環ڥՁ஋૑଄ا業を໨ࢦして ஑ᖒ ಸึ

͍͚͟Θ ͳ΄

イオンディライτ・ϚϨーγΞ
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͢Δ '. ͷࢹ఺͸ʮΦϑΟεͷΠΰίνϝΠΩϯάʯʹ

͔ܽͤͳ͍ཁૉͱ֬৴͠ɺࣾޙࠓ಺֎΁͘޿఻ಓ͍ͯ͠

͘ॴଘͰ͋Δɻ

ɹࠓճͷडݧʹ͋ͨͬͯ͸ಉ࣌ظʹऔಘΛ໨͢ࢦಉ྅

ͷଘ͕ࡏେ͖͘ɺ্࢘ࢍಉͷ΋ͱఆظతͳ෦಺ษڧձ

Λ։͠࠵ɺ͓͍ޓͷۤख෼໺Λࠀ෰ͨ͠ɻ֨ࢿऔಘͱ

ҙཉʹҲΕΔ஥ؒͱίϛϡχݙߩ௨໨తΛ࣋ͪɺڞ͏͍

έʔγϣϯΛਤͬͨ੒ՌͰ͋Δɻ͕ࢲ෦Λ୅දͯ͠ߘد

͍͍͕ͤͯͨͩͨ͞ɺ͜ͷ৔ΛआΓ্ͯ࢘ͱಉ྅΁ँײ

ͷͪ࣋ؾΛ·Δ͝ͱ఻͍͑ͨɻ

ʮˎイΰίνϝイΩングʯͱ͸ɺ家具΍ۭ͕ؒ༩͑Δ෺理తͳ৺地Α͞ʹՃ͑ɺ
人΍৔ͱのؔΘΓͰಘΒΕΔ社会తͳ৺地Α͞·Ͱ੔͑Δオフィスͮ Γ͘の

Ͱ͢ɻํ͑ߟ

ɹֶशʹͯ͠ࡍ͸ɺ࣮຿Ͱ௚໘͖ͯͨ͠՝୊ͱ '. ཧ࿦

ΛরΒ͠߹Θͤɺ஌ࣝΛ੔ཧ͠ͳ͕ΒཧղΛਂΊΔ͜ͱ

Λॏͨ͠ࢹɻ౰෦ʹ͓͚Δ֨ࢿऔಘऀ͸ࠓճͷ߹֨ऀ

Λ߹ΘͤΔͱ൒਺ʹ·Ͱ૿͑ɺ೔ৗۀ຿Ͱͷڞ௨ޠݴ

Խ͕ਤΕͨ͜ͱ͸༗ӹͰ͋ͬͨɻ

ɹޙࠓ͸ɺ֨ࢿऔಘͰಘͨ஌ݟΛ͔͠׆ɺۀࣄԽͷૣ

Γఴ͏൐دʹӡӦۀࣄͷ·ɻ͓٬͍ͨ͞͠ࢦΛ໨ݱ࣮ظ

૸ऀͱͯ͠ɺ౷߹ '. αʔϏεͷߏஙͱఏڙՁ஋ͷ্޲

Δɻ͍ͯ͑ߟ༩͍͖͍ͯͨ͠ͱدʹ

ɹ౰ࣾ͸ɺΦϑΟεՈ۩ϝʔΧʔͱͯ͠Ո۩ͷ੡଄ɾൢ

ച͚ͩͰ͸ͳ͘ɺ ͳͭʹ্޲һΤϯήʔδϝϯτۀै

͕ΔʮΦϑΟεͷΠΰίνϝΠΩϯάʯΛఏҊ͍ͯ͠Δɻ

ਪਐ෦Ͱ͸ɺΠΰίνͷΑ͞Λ۩ମۀॴଐ͢ΔӦ͕ࢲ

Խ͢ΔͨΊͷࡦࢪΛؔ܎෦໳ͱ࿈͓ͯ͠ߦ࣮͠ܞΓɺ͜

Ε·Ͱ΋ɺ؅޻ࢪཧٕ࢜ͷऔಘΛ௨ͯ͡ɺ஌ࣝ΍ݧܦ

ʹཪ෇͚͞ΕͨΦϑΟεͮ Γ͘Λਪਐ͖ͯͨ͠ɻ؅޻ࢪ

ཧ͸ '. Ͱ͑ݴ͹ϓϩδΣΫτͷ࣮ࢪஈ֊ʹ͋ͨΔ͕ɺ

ਤ໘௨Γʹɺނࣄͳ͘ɺظ޻Λ९क͢Δ͜ͱ͸౰વͱ͠

ͯɺ౰͕ࣾखֻ͚ͨ৽͍͠ΦϑΟεͰ͓٬͞·ͷຬ଍౓

͕ͲΕ্͚ͩͨ͠޲ͷ͔ɺ͞ΒͳΔվળͷ༨஍͸ͳ͍ͷ

͔ɻͦ͏ͨ͑ߟઌʹ͍͖ͨͭߦͷ͕ೝఆϑΝγϦςΟϚ

ωδϟʔͷ֨ࢿऔಘͰ͋ͬͨɻ1%$" αΠΫϧΛத৺ͱ

ɹ͕ࢲೝఆϑΝγϦςΟϚωδϟʔ֨ࢿऔಘΛ໨ͨ͠ࢦ

͖͔͚ͬ͸ɺ౷߹̢̛αʔϏεΛ৽ۀࣄنͱ্ཱͯͪ͠

͛Δ 0�. Ϗδωεਪਐ෦ʹࡢ೥ �� ݄ʹ഑ଐ͞Εͨ͜

ͱͰ͋Δɻ౰෦͕͑ߟΔ౷߹ '. αʔϏε͸ɺ٬ސͱ௕

తɾ೔ৗతͳ઀఺Λ࣋ͪɺϑΝγϦςΟશൠʹର͠େظ

੒ݐઃάϧʔϓ͕֤࣋ͭछαʔϏεΛ૊Έ߹Θͤͯί

ετͱ඼࣭ͷόϥϯεΛ͑ݟΔԽɾ࠷దԽ͢Δ͜ͱͰ͋

Δɻθωίϯͱͯ͠౷߹ '. αʔϏεʹऔΓ૊Ήҙٛ͸ɺ

Δʯ͚ͩͰͳͯ͘ݐ෺Λʮݐ෺ɾઃඋͷઐ໳Ոͱͯ͠ݐ

ʮੜ֔ʹΘͨΓ͍࢖ଓ͚Δʯ͜ͱΛࢧԉ͢Δ͜ͱʹ͋Δɻ

ͦͷҰཌྷΛ୲͏΂͘ମܥతͳ஌ࣝशಘ͕ඞཁͰ͋Δͱߟ

͑ͨ͜ͱ͕डݧͷಈػͰ͋Δɻ

FMࢹ఺で実現する
「オフィスのイΰコチメイキンάˎ」

θネコンがఏڙする
౷߹FMサーϏスのߏஙを໨ࢦして

大઒಺ ༤հ
おお͜͏ち Ώ͏͚͢

プラス株式会社
フΝχνϟーΧンύχーӦۀ本෦ Ӧۀਪਐ෦ 

Ӧاۀը՝ ୲౰՝長

খࡔ ਸ೭
͔͜͞ ͔ͨΏ͖

大੒建設株式会社
Ӧۀਪਐ・ιϦϡーγϣン本෦

0&M ビジネスਪਐ෦

2025年度認定ファシリティマネジャー資格試験に合格された全国のみなさんに、
資格取得をめざした理由やこれからの抱負について語っていただきました。
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祝 2025年度 認定ファシリティマネジャー資格試験合格者の声

ɹֶशํ๏͸ɺ ౰͕ࣾ $'.+ Λॏཁ֨ࢿͱҐஔ͚ͮɺ

ࣾ಺ʹݧࢼର͕࠲ߨࡦઃ͚ΒΕɺͦ͜Ͱաڈͷग़୊಺

༰Λ೺Ѳͭͭ͠ɺh ެࣜΨΠυ ϑΝγϦςΟϚωδϝϯτʱ

Λ܁Γฦ͠ಡΈͳ͕ΒɺϙΠϯτΛॻ͖ग़͍ͯͬͨ͠ɻ

ಉࣾ͡಺ͷडऀߨͱ΋ྭ·͍͋͠ͳ͕Βɺ࣌ؒͷऔΕΔ

೔ʹ·ͱΊֶͯशͨ͠ɻٳ

ɹޙࠓ͸ɺ%9 ΍ "*ɺϩϘοτͳͲͷٕज़ͷਐల΍ڥ؀

՝୊΁ͷରࡦͳͲෆ࣮֬ੑͷ͍࣌ߴ୅ʹ͓͚Δ͓٬༷

ͷܦӦʹରͯ͠ɺ౰ࣾϏδϣϯͰ͋Δʮ࣋ଓՄೳͳՁ஋

Λڞ૑͢Δڥ؀ιϦϡʔγϣϯύʔτφʔʯͱͯ͠ɺ͜ͷ

Ұ౮Λఏ͛ͯ৽࣌୅ͷ '. Λ੾Γ୓͖ɺϦʔυ͍͖ͯ͠

͍ͨͱ͍ͯ͑ߟΔɻ

お٬༷の
環ڥιリューシϣンパートφーとして
新࣌୅のFMを੾り୓͘

ɹࢲ͸ɺ࠭ߴ೤ֶۀ޻άϧʔϓͷத֩ۀاͰɺ͓٬༷

ͷϑΝγϦςΟʹ͓͍ͯৗறܕͷӡӦҡ࣋ۀ຿ͷϚωδ

ϝϯτʹ௕͘ܞΘ͖ͬͯͨɻলΤωରࡦ΍ -$ ̢ͷ࠷ద

ԽͳͲ͓٬༷ͱڠಇͯͦ͠ͷܦӦʹݙߩͰ͖ΔΑ͏౒Ί

͖ͯͨɻաڈʹ͸͓٬༷ͷ '. ʹ౰ࣾάϧʔϓͰ͞ྗڠ

͍͖ͤͯͨͩɺ+'." ৆ͷ༏ल৆Λड৆͢Δػձʹ΋ܙ

·ΕͨɻͦͷͨΊӡӦҡ࣋ʹ͍ͭͯͷ࣮຿͸ཧղ͍ͯ͠

͕ͨɺ͞Βʹ '. શମΛମܥతʹֶͼ͍ͨͱৗʑͯ͑ߟ

͍ͨɻ͔͠͠ɺଟ๩ͷͨΊֶश͕Ͱ͖ͳ͍Ͱ͍ͨɻࡏݱɺ

Ϛωδϟʔͱͯ͠ଟ͘ͷ͓٬༷ͱަবΛ͍ͯ͘͠ͳ͔Ͱվ

Ίͯ '. ͷ஌ࣝ͸ඞਢͰ͋Δͱ͍͏͘ڧ͕͍ࢥͳΓɺड

Λܾҙͨ͠ɻݧ

খྛ ਖ਼Ұ
͜͹΍  ͠͠ ΐ͏ ͍ち

TM&S 株式会社
෦長ۀࣄୈ一ژ本෦ ౦ۀࣄ

ຊͱͨ͠ɻͦͷࡍɺ୯ʹ༻ޠΛ҉͢هΔͷͰ͸ͳ͘ɺ

۩ମతͳΠϝʔδΛ΋ͭ͜ͱʹ஫ྗͨ͠ɻςΩετʹ

ग़ͯ͘Δઐ໳༻ޠ΍֓೦ΛɺࣗࣾͷΦϑΟε΍ݟฉ͖

ͨ͠ଞࣾͷྫࣄͳͲɺ࣮ࡍͷγνϡΤʔγϣϯʹஔ͖

γϛϡϨʔγϣϯͯ͠ΈΔͷͰ͋Δɻ͜͏ͯͯ͑͠׵

ந৅తͳݴ༿Λ۩ମతͳ෩ܠͱͯ͠ఆணͤ͞ΔΑ͏޻

෉ͯ͠Έͨ͜ͱ͕ɺ߹֨ʹͭͳ͕ͬͨͱ͍ͯ͡ײΔɻ

ɹޙࠓ͸ɺֶΜͩ஌ࣝΛ೔ʑͷۀ຿ʹՄೳͳݶΓੜ͔

͍ͯͭ͘͠΋Γͩɻͨͱ͑ؒ઀తͳؔΘΓͰ͋ͬͯ΋ɺ

ΛੜΉ৔ྗ׆ઃ͕ͦ͜Ͱա͢͝ʮਓʯʹྗΛ༩͑ɺࢪ

ͱͳΔΑ͏͍ͨ͠ݙߩɻ'. ͱ͍͏ࢹ఺Λৗʹ΋ͪɺ

ΑΓΑ͍ͮ͘ڥ؀Γʹਚྗ͍֮ͯ͘͠ޛͰ͋Δɻ

ポートフΥリオのઌに る͋
「ਓ」をݟਾえて

ɹࢲ͸೔ৗతʹݐ෺ͷमસ΍؅ཧͱ͍ͬͨ௚઀తͳ

'. ΔΘ͚Ͱ͸ͳ͍ɻීஈ͸ओʹෆ͍ͯ͠ࣄैʹ຿ۀ

ಈ࢈ϙʔτϑΥϦΦʢอ༗࢈ࢿͷߏ੒΍૊Έ߹Θͤʣ

ͷߏங΍؅ཧʹܞΘ͍ͬͯΔɻ਺஋্ͷ࢈ࢿՁ஋Λ௥

෺ͱݐΔॠ͕ؒ͋ͬͨɻ·ࢭΔͳ͔Ͱɺ;ͱཱͪ͢ٻ

͍͏ʮശʯΛ࠷ऴతʹར༻͢Δͷ͸ʮਓʯͰ͋Γɺͦ

͜ʹ͸ඞͣ೔ʑͷӡ༻͕ൃੜ͢Δͱ͍͏࣮ࣄͰ͋Δɻ

ͱͯ͠ͷՁ஋ͱɺར༻ऀͷշదੑ͸੾Γ཭ͤͳ͍ɻ࢈ࢿ

͜ͷӡ༻໘Λମܥతʹཧղ͠ɺ஌ࣝͱͯ͠΋͔ͬ͠Γ

ͱ΋͓͖͍ͬͯͨͱͨ͑ߟͷ͕ɺࠓճͷडݧͷಈػͰ

͋Δɻ

ɹֶशʹ͓͍ͯ͸ɺެࣜςΩετͱաڈ໰ͷ൓෮Λج

ӳক ڮ∁
͔ͨ͸͠ ͻͰΏ͖

株式会社 LI9IL
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ɹɹɹ

2025年度認定ファシリティマネジャー資格試験に合格された全国のみなさんに、
資格取得をめざした理由やこれからの抱負について語っていただきました。

Δɻ͍ͯ͠ࣄैʹ຿ۀ

ɹϫʔΫϓϨΠεΛऔΓࣾ͘רձڥ؀͸େ͖͘มԽ͓ͯ͠

ΓɺϫʔΫϓϨΠε͸ۀاՁ஋Λ্ͤ͞޲ΔͨΊͷܦӦ

຿͸ۀΔɻϑΝγϦςΟ͍ͯͬ·ߴͱͯ͠ॏཁ౓͕ݯࢿ

௚݁͢Δॏཁͳ໾ׂΛʹ্޲ੑ࢈Ӧઓུ΍ੜܦͷۀا

୲͍ͬͯΔ ͱ͜ΛɺվΊͯ͘ڧೝࣝͨ͠ɻ

ɹޙࠓ͸ɺ͜ͷ֨ࢿΛ͔͠׆ɺۀاͷ࣋ଓత੒௕ʹߩ

Ͱ͖ΔϑΝγϦςΟϚωδϟʔͱͯ͠ɺਓʑ͕ϫʔΫϓݙ

ϨΠεʹຬ଍͠ɺ૑଄ੑൃشΛࢧԉ͠ੜߴ͕ੑ࢈·Δ

ͮڥ؀ Γ͘Λ௨ͯ͡ɺࣗΒͷ৬੹ΛՌ͍͖͍ͨͯͨ͠ͱ

Δɻ͍ͯ͑ߟ

ファシリティマネジメントの
ఏҊ・活用により、
新たな未来をデβインする

ɹ͕ࢲೝఆϑΝγϦςΟϚωδϟʔͷडݧΛܾҙͨ͠ͷ͸ɺ

ෆಈ࢈औҾʢ௞ିआɺऔಘɺച٫౳ʣ΍ΦϑΟεɾ঎ࢪۀ

ઃͷ؅ཧɾӡӦʹܞΘΔதͰɺϑΝγϦςΟϚωδϝϯτΛ

ମܥతʹֶͿ ͱ͜Ͱࣗ਎ͷ஌ࣝΛਂΊɺΑΓ෇ՃՁ஋ͷߴ

͍ఏҊೳྗΛ਎ʹண͚͍ͨͱͨͨ͑ߟΊͰ͋Δɻ

ɹ֨ࢿऔಘʹֶ͚ͨ޲शͰ͸ɺʮݧࢼ֨ࢿର࠲ߨࡦʯͷ

ड͓ߨΑͼʰެࣜΨΠυ ϑΝγϦςΟϚωδϝϯτʱΛख़

ಡ͠ɺաڈ໰ԋशΛ܁Γฦͨ͠ɻʮݧࢼ֨ࢿର࠲ߨࡦʯ

Λडͨ͜͠ߨͱͰɺݧࢼ߹֨ʹͭͳ͕͚ͬͨͩͰͳ͘ɺ

࣮຿ཧղʹ΋େ͍ʹ໾ཱͬͨͱ͍ͯ͡ײΔɻ

ɹࡏݱɺࢲ͸ਓࣄ૯຿෦ʹҟಈ͠ɺ౰ࣾͷϑΝγϦςΟ

ງా ࿨༟
΄Γͨ ͔ͣͻΖ

౎市։ൃ株式会社࢈Ҫ෺ࡾ
人ࣄ૯຿෦ ݉ ۀ຿෦

 ෦長୅理

աڈ໰୊ͷ൓෮Λத৺ͱͨ͠ɻެࣜͷաڈ໰୊Λ֤Պ

໨ � प΄Ͳ܁Γฦ͠ɺؒҧ͑ͨՕॴ΍ؔ࿈஌ࣝΛͦͷ

౎౓ਂ۷Γ͢Δํ๏Λͱͬͨɻਖ਼౴཰͕ � ׂΛ௒͑Δ

·ͰԋशΛॏͶΔ͜ͱͰɺʮྔΛ͜ͳ࣭ͯ͠ʹͭͳ͛Δʯ

͜ͱ͕Ͱ͖ͨͱ࣮͍ͯ͠ײΔɻ

ɹ ݐ ங ֶ ͷ ஌ ࣝ ʹ '. ͷ ࢹ ఺ ͕ Ճ ΘΓɺ ࣾ ձ ΍ ࢪ ઃ

ʢϑΝγϦςΟʣΛΈΔղ૾౓͕ߴ·ͬͨɻ͜ͷ͕֨ࢿ

কདྷͷۀ຿ʹͲ͏௚݁͢Δ͔͸ະ஌਺͕ͩɺۭؒͮ Γ͘

ճͷ߹֨Λେ͖ͳ஄Έͱ͍ͨ͠ɻࠓΘΔऀͱͯ͠ɺܞʹ

׆ͷࣾձਓੜޙࠓ఺͸ɺࢹΛ௨ͯ͡ಘͨଟ֯తͳݧࢼ

ʹ͓͍ͯେ͖ͳྐͱͳΔ͸ͣͰ͋Δɻ

ೝఆファシリティマネジャー
資֨ݧࢼ߹ と֨͜ Ε Β͔の๊ෛ

ɹࢲ͸ࡏݱɺ౎಺ͷେֶʹ௨͏ݐஙֶՊͷ � ೥ੜͰ͋

Δɻଔޙۀ͸ɺۀاͷۭؒઃܭ෦໳΁ͷब৬͕ܾ·ͬ

͍ͯΔɻ༮গ͔ظΒݐஙʹ਌͠ΜͰ͖͕ͨɺίϩφՒΛ

ڞɺਓͱਓ͕ࠓಇ͘৔ॴͷ͋Γํ͕େ͖͘มԽ͢Δͯܦ

ʹաۭؒ͢͝ͷྗΛ࠷େݶʹҾ͖ग़͢ʹ͸ɺϑΝγϦ

ςΟϚωδϝϯτʢ'.ʣͷࢹ఺͕ෆՄܽͩͱ͑ߟɺड

ɻͨ͠ݧ

ɹֶशʹ͓͍ͯ͸ɺ੍ݧࢼ౓͕ม͞ߋΕͨॳ೥౓Ͱ͋ͬ

ͯ΋༉அͤͣɺ஌ࣝΛਂ͘ཧղ͢Δ͜ͱʹ౒Ίͨɻ'.

ғͷ஌͕ࣝඞཁͰ͋ͬͨͨΊɺςΩετൣ͍޿͸ݧࢼ

Λ࠷ॳ͔ΒಡΈࠐΉͱதͩΔΈ͢Δͱ൑அ͠ɺపఈͨ͠

ాத ࠫथ
ͨͳ͔ ͖͞

大学建ங学Պ̐೥
ʢ౎内ʣ



�� JFMA J063/A-       202� ● 8*/5&3

祝 2025年度 認定ファシリティマネジャー資格試験合格者の声

ͨ͠ɻݐ෺ઃඋͷҡ࣋؅ཧ͚ͩͰͳ͘ܦӦݯࢿΛ༗ޮ

ෛՙܰڥͱɺ؀͜͢ࢦదΛ໨࠷ઃ໘ͷશମࢪͯ͠༺׆

ೳతͳ؀ػͱ௕ण໋Խͷେ੾͞ɺར༻ऀͷշద͔ͭݮ

Λ͓͜ͳ͏͜ͱɺ஍Ҭͱௐ࿨ڙଓతͳఏܧΓͱͮ͘ڥ

ࣾ͠ձత੹೚ΛՌͨ͢͜ͱͳͲ෯ۀ͍޿຿಺༰͕͋Δ

͜ͱΛ஌Γ·ͨ͠ɻ͜Ε͔ΒɺଟذʹΘͨΔۀ຿ͷத

Ͱ༏ઌॱҐΛܾΊ 1%$" εύΠϥϧΞοϓΛ͠ͳ͕Β

ࣗ෼ࣗ਎΋೔ʑਐԽ্͠޲ɺݐ෺Λ௨ͯ͡ۀاՁ஋Λ

͍͖͍ͨͯ͠ݙߩʹΊɺར༻ऀɾձࣾɾࣾձͷͨΊߴ

ͱ͍ࢥ·͢ɻ

施設؅ཧ業຿のߏங

ɹࢲ͸෺ྲྀձࣾͷਓࣄ૯຿෦ʹͯۀ຿Λ͓ͯ͠Γ·͠

ͨɻಉۀछͷ਌ձࣾ΁ͷస੶ͱࢪઃ؅ཧۀ຿ʹҟಈͱ

ͳΓɺະݧܦɺ஌͕ࣝͳ͍ঢ়ଶͰ೰ΜͰ͍Δதɺηϛ

φʔ΍ֶ΂Δ৔͕ͳ͍͔ͱ୳͍ͯͨ͠ͱ͖ೝఆϑΝγ

ϦςΟϚωδϟʔͷ͕͋֨ࢿΔ͜ͱΛ஌Γɺऔಘ͢Δ

͜ͱΛܾҙ͠·ͨ͠ɻh ެࣜΨΠυ ϑΝγϦςΟϚω

δϝϯτʱͷςΩετΛߪೖ͠ษڧΛελʔτ͠·͠

͕ͨɺઐ໳༻͕ޠଟ͘ཧղ͕Ͱ͖ͣݧࢼ֨ࢿର࠲ߨࡦ

Λਃ͠ࠐΈɺࢣߨͷ࿩ΛԿ౓΋Կ౓΋ฉ͖ɺաڈ໰Λ

ղ͖Θ͔Βͳ͍಺༰͸ςΩετͰͷ֬ೝΛ܁Γฦ͠·

খྛ ݈Ұ
͜͹΍͠ ͚ん͍ち

μイηーエϒϦーೋे࢛株式会社

εਪਐڠձͷΦϯϥΠϯ࠲ߨͰ͸ɺࢣߨͷஸೡͳղઆ

ͱܹྭʹ༐͚ͮؾΒΕɺཧղ͕ਂ·ͬͨɻࢣߨͷ༧૝

໰୊͕తதͨ͠ͱ͖͸ɺݧࢼதʹࢥΘͣखΛ߹Θͤͨɻ

ɹֶͼΛ௨ͯͨ͡͡ײͷ͸ɺ'. ͷຊ࣭͸୯ͳΔࢪઃ

؅ཧͰ͸ͳ͘ɺಇ͘ਓ΍ֶੜɾੜె͕҆৺͠ɺͤ޾

Λ͡ײΒΕΔڥ؀Λͭ͘Δ͜ͱʹ͋Δͱ͍͏఺Ͱ͋

ΔɻগྸߴࢠԽ͕ਐΉதɺͦͷॏཁੑ͸͞ޙࠓΒʹ

ɻΩϟϯύεͮ͘ΓΛ௨ͯ͡ɺ૊৫ͱ͍ͯͬ͘·ߴ

ਓͷະདྷʹݙߩͰ͖ΔΑ͏ɺ͜Ε͔Β΋ֶͼଓ͚ͯ

͍͖͍ͨɻ

ಇ͘ ਓを幸せにする
ファシリティマネジメント

ɹֶԂ૑ཱ ��� प೥ʹ͚޲ɺཧࣄ௕ͷҰ੠ͰܦӦվ

ળλεΫϑΥʔε͕ൃ଍͠ɺࣄ຿ہͱͯ͠Ωϟϯύε

Ϛελʔϓϥϯͮ͘ΓʹؔΘΔ͜ͱʹͳͬͨɻ૯຿ɾ

ࢪ఺Ͱࢹ͍޿຿Λ௕͘୲౰͖͕ͯͨ͠ɺΑΓۀ຿ͷࡒ

ઃΛ͔͠׆ɺকདྷΛݟਾ͑ͨӡӦʹ͍ͨ͠ݙߩͱ͑ߟ

͍ͯͨɻͦͷͱ͖ग़ձͬͨͷ͕ೝఆϑΝγϦςΟϚω

δϟʔ֨ࢿͰ͋Δɻ

ɹॳֶऀͷࢲ͸ɺެࣜςΩετͷް͞ʹҰॠͨ͡Ζ͍

͕ͩɺʮແཧͤͣɺίπίπɺָ͠ΉʯΛ৺͕͚ɺա

໰୊Λத৺ʹֶशͨ͠ɻҰൠࣾஂ๏ਓχϡʔΦϑΟڈ

ҏߒެ ࣏ࠤ
͍͞͡ ͖ΈͻΖ

学ߍ法人த෦大学 
理ࣄ長ࣨ長・૯຿෦長
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2025年度認定ファシリティマネジャー資格試験に合格された全国のみなさんに、
資格取得をめざした理由やこれからの抱負について語っていただきました。

ɹʮϑΝγϦςΟϚωδϟʔ͸ɺࢪઃΛ௨ͯ͠ۀاͱͯ͠

ͷ඼֨ΛͲͷΑ͏ʹද͢ݱΔ͔Λ͑ߟΔ໾໨͕͋Γɺ੡

඼ɾαʔϏεɺͦ͜Ͱಇ͘ਓʑͷจԽͳͲΛؚΊͨϒϥ

ϯυߏஙͷҰ؀ͱͯ͠ϑΝγϦςΟΛද͠ݱɺͦͷۀاͷ

඼֨ͱࣾձతՁ஋ʹد༩͢Δʯ	 ൈਮతʹҾ༻ 


ɹ͜Ε͕ͦ͜ '. ͷ՝୊ͦͯ͠୉ޣຯͰ͋Γɺ͕͜ࢲͷ

ಓΛͨ͠ࢤಈػΛత֬ʹޠݴԽͨ͠΋ͷͩͱ௚ͨ͠ײɻ

Πϝʔδ΍ࣾһͷΤϯήʔδϝۀاճͷֶͼΛྐʹɺࠓ

ϯτدʹ্޲༩͢ΔΑ͏ͳϑΝγϦςΟΛͻͨΉ͖ʹ୳ٻ

͍͖͍ͯͨ͠ɻ

�� ෼Ͱ΋ษ͢ڧΔΑ͏ʹ౒ྗͨ͠ɻݧࢼରࡦ͸ɺ� ݄

Լ०͔Β࢝ΊͨͨΊɺ͕࣌ؒͳ͘যΔ͜ͱ΋͕͋ͬͨɺ

ؒҧ͑ͨ໰୊ͷΈΛ܁Γฦ͠෮श͢Δ͜ͱͰɺ গͣ͠

ͭղ͚Δ໰୊Λ૿΍͢͜ͱ͕Ͱ͖ͨɻݧࢼ౰೔͸ۓு

͕ͨ͠ɺ ա ڈ ໰Λ Γฦ͠ղ܁ ܦ͍ͨ ݧ ͕ࣗ৴ ʹͭ ͳ

͕ͬͨɻ

ɹ߹֨ޙ͸ɺࢪઃ੔උͷ࣮຿ΛਐΊΔ্Ͱ΋ݕ౼ྗ͕

ܦΔɻ୯ͳΔٕज़ऀʹͱͲ·Βͣɺ͍ͯ͡ײͱͨͬ·ߴ

Ӧతࢹ఺Λ࣋ͬͯࢪઃ੔උΛ͜͏ߦͱ͕ɺ͜Ε͔Β͸ෆ

ՄܽͰ͋Δͱ͑ߟΔɻ'. ΘΔํʹ͸ɺ࣮຿ʹ௚݁ܞʹ

͢Δ஌͕ࣝಘΒΕΔ͜ͷ֨ࢿͷऔಘΛק͘ڧΊ͍ͨɻ

を಺֎に向けて「業ا」
ମ現するFMを໨ࢦす

施設のよりྑߍֶ い
マネジメントを໨ࢦして

ɹલ৬Ͱ૯຿৬һͱͯ͠ɺϑΝγϦςΟ؅ཧ΋ؚΉ૯຿

શൠͷۀ຿ʹܞΘΔதɺ͋Δ͔࣌ΒϑΝγϦςΟؔ࿈ʹ

ಛԽ͍ͨ͠ئ๬͕ժੜ͑ݱ৬ʹస৬͠ɺͦ͜Ͱ౰ݧࢼΛ

஌ͬͨɻӡ༻΍ҡ࣋อશͳͲͷ࠷લઢͰඞཁͱͳΔ஌ࣝ

ʹ͍ͭͯ͸ɺ͜ Ε·Ͱͷ͔ݧܦΒҰఆͷࣗ৴͸͕͋ͬͨɺ

౷ׅϚωδϝϯτͳͲͷઓུతͳࢹ఺ͷෆ଍Λ͡ײɺड

४උͱͯ͠͸hݧࢼΛܾΊͨɻݧ ެࣜΨΠυ ϑΝγϦςΟ

ϚωδϝϯτʱΛຖ೔গྔͷੵΈॏͶͰಡഁͨ͠ͷͪɺ

ཧղ͕ෆे෼ͳՕॴΛෳ਺ճ൓෮ֶͯ͠शͨ͠ɻ

ɹެࣜΨΠυͷதͰɺҹ৅ਂ͍هड़͕͋Δɻ

ɹࢲ͸ɺֶߍ๏ਓͷ৬һͱͯ͠ڭҭࢪઃͷ੔උʹܞΘΔ

தͰɺΑΓઐ໳తͳ஌ࣝͱϚωδϝϯτྗΛ਎ʹ͚͍ͭͨ

ͱ͑ߟɺೝఆϑΝγϦςΟϚωδϟʔͷडݧΛܾҙͨ͠ɻ

ɹൣݧࢼғ͸ݐஙɾઃඋɾ๏نɾܦӦͳͲଟذʹΘͨ

ΓɺೃછΈͷͳ͍෼໺΋গͳ͘ͳ͔͕ͬͨɺެࣜςΩε

τͱաڈ໰୊ूΛத৺ʹɺ࣮຿ͱ݁ͼ͚ͭͳ͕ΒֶशΛ

ਐΊͨɻಛʹɺࢪઃͷϥΠϑαΠΫϧϚωδϝϯτ΍҆શɾ

շదੑͷ֬อʹؔ͢Δ಺༰͸ɺ೔ʑͷۀ຿ͱ௚͓݁ͯ͠

Γɺཧղ͕ਂ·ͬͨɻ

ɹࣄ࢓ͱཱ྆͠ͳ͕Βͷษڧ͸༰қͰ͸ͳ͔͕ͬͨɺ

௨࣌ۈʹిंʹ৐͍ͬͯΔ࣌ؒΛ༗ޮʹ׆༻͠ɺຖ೔

൧ా ༤޾
͍͍ͩ ͔ͭΏ͖

γスϝοクス株式会社
૯຿・法຿本෦ ࢪ設管理෦

಺ 大հࢁ
΍·͏ち ͍͚ͩ͢

学ߍ法人໋ཱؗ
՝ࡒ຿෦管ࡒ
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ɹֶशΛ࢝ΊΔͱɺ಺༰͕૝૾͍ͯͨ͠Ҏ্ʹԞਂ͘໘

ന͍ͱ͡ײɺָ͠Έͳ͕ΒֶशΛܧଓ͢Δ͜ͱ͕Ͱ͖ͨɻ

ֶश͢ΔதͰಛʹͨ͡ײͷ͸ɺैۀһ͕ಇ͘৔ॴΛັ

ྗతͰɺͦΕͧΕͷύϑΥʔϚϯεΛ࠷େشൃݶͰ͖Δ

৔ॴʹ͢Δ͜ͱͰɺैۀһͷ৺਎ͷ݈߁ʹͭͳ͕Δͱͱ

΋ʹɺॴଐ͢Δ૊৫΁ͷؼଐҙࣝͷߴ·Γ΍ۀ੷ͷ޲

্ʹ΋ͭͳ͕Δͱ͍͏͜ͱͰ͋ΔɻͲͷΑ͏ʹͯ͠ັྗత

ͳ৔Λఏ͢ڙΔ͜ͱ͕Ͱ͖Δ͔͸ϑΝγϦςΟϚωδϟʔ

ͷ࿹ͷͤݟॴͰ͋Δͱͨ͏ࢥΊɺ͜Ε͔Β΋ֶशΛܧଓ

͢Δ͜ͱʹΑΓɺਓͷՁ஋Λ࠷େԽͤ͞Δ͜ͱͷͰ͖Δ

ϑΝγϦςΟϚωδϟʔͱͯࣾ͠ձʹ͍͖͍ͨͯ͠ݙߩɻ

ɹݱ୅ͷࣾձʹ͓͍ͯɺ͕ࢲಛʹ͘ڧඞཁͰ͋Δͱ͡ײ

͍ͯΔͷ͸ਓ΁ͷ౤ࢿͰ͋Δɻ

ɹࠓࡢͰ͸ܦӦʹ͓͍ͯɺਓࡐΛʮࢿຊʯͱͯ͠ଊ͑ɺ

ͦͷՁ஋Λ࠷େݶʹҾ͖ग़͢͜ͱͰɺத௕ظతͳۀا

Ձ஋্޲ʹͭͳ͛ΔʮਓతࢿຊܦӦʯͱ͍͏֓೦΋޿

͘஫໨Λ͞ΕΔΑ͏ʹͳ͖͍ͬͯͯΔΑ͏ʹ͏ࢥɻී͕ࢲ

ஈͷࣄ࢓ͰऔΓ૊ΜͰ͍Δͷ͸ݐ෺ͷՁ஋Λ࠷େԽ͞

ͤΔ͜ͱͰ͋Δ͕ɺೝఆϑΝγϦςΟϚωδϟʔ͸ਓͷՁ

஋΋࠷େݶҾ͖ग़͢͜ͱ͕Ͱ͖Δ໾ׂΛ୲͏͜ͱ͕Ͱ͖ɺ

ʮਓతࢿຊܦӦʯʹ͢ࢿΔ಺༰Λֶश͢Δ͜ͱ͕Ͱ͖Δ

ͱ͍ࢥɺड͢ݧΔ͜ͱΛܾҙͨ͠ɻ

ਓのՁ஋を
最େݶҾきग़せる
ファシリティマネジャー΁

௕ඌ ྕฏ
ͳ͕お Γΐ͏΁͍

株式会社ライフステージ � φνϡラルϋ΢ス
一ڃ建ங࢜ࣄ຿ॴ ඼࣭管理෦

祝 2025年度 認定ファシリティマネジャー資格試験合格者の声

ͷɺ�� ݄ � ೔ ͷ $#5 ࢼ ݧ ͸ ੜ ֔ ॳ Ί ͯ ͷ ܦ ɻݧ ࿝

ͷ໨Ͱࢹཚࢹۙ؟ 1$ ͷը໘͕ಡΈऔΕΔ͔ͱडݧ੮

ʹண͍͕ͨɺճ౴࣌ؒΛϑϧʹݟ͍࢖௚͠ΛॏͶͨ

݁Ռɺ߹֨ɻݧࢼͷޙ͸ୡ੒ײΛຯΘ͍ͳ͕Βϥϯ

νλΠϜʢগ͚ͩ͠Ϗʔϧʣɻ
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大ଜ ࣿ༑ཧ
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I,&A Japan 株式会社
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設管理՝ ՝長୅理ࢪ

2025年度認定ファシリティマネジャー資格試験に合格された全国のみなさんに、
資格取得をめざした理由やこれからの抱負について語っていただきました。
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ɹࣾձのサステφϏリティ実現に向けて、ا業͸ࡍࠃతな࿮組みのதͰީؾมಈ、ਫストレス、ੜ෺

ଟ༷ੑ΍資源循環なͲに取り組Ή と͕͜求められて͍·͢ɻ

ɹલ߸Ͱ͸、ީؾมಈのେ な͖ཁҼͰ͋るೋࢎԽ୸ૉ（$02）なͲのԹࣨޮՌガスΛ͢ݮ࡟るた

めのファシリティマネジメントの໾ׂΛಛूし·したɻࠓ߸Ͱ͸、資源循環とੜ෺ଟ༷ੑに͍ͭてߟ

͑て͍͖ ·͢ɻ

ɹ೔ຊͰ͸、͜れ·Ͱ΋3FEVDF（リデュースɿ͝ みΛݮら͢）、3FVTF（リϢースɿ܁りฦし͏࢖）、

3FDZDMF（リサイクϧɿ࠶ੜར༻͢る）と͍ 、͏ഇغ෺のݮ࡟と資源の༗ޮ׆༻Λ໨͢ࢦ 3 ͭのߦಈ

「33」͕ ਪਐ͞れて͖ ·したɻͦれにରし、資源循環経済（サーキュラーエコノミー）͸、「ഇغ෺Λ

ग़ な͍͞ と͜Λલఏに資源Λ循環ͤ͞、経済成長΋໨͢ࢦแׅతなシステϜɾ経済Ϟデϧ」Λߏஙし、

࣋ଓՄೳなࣾձΛ໨͢ࢦ΋のͰ͢ɻ

ɹੜ෺ଟ༷ੑに͍ͭて΋、͜ れ·Ͱ΋ࣗ વ環ڥΛอશし、ଟ༷なੜ෺のੜଶܥΛอશ、ճ෮して͍͘

ಈ͕ਐめられて͖׆ ·したɻͦれにରし、ࣗ વڵ࠶（ネイチャーポジティブ）͸、ࣾ ձ経済׆ಈશମͰ

ੜଶܥΛอશ、ճ෮ͤ͞、Αり๛͔なࣗવΛ૑଄し、ࣗ વとڞੜ͢るࣾձΛ૑ると͍ Ͱ͢ɻํ͑ߟ͏

ɹ͜れ·Ͱ͸Ͳ ら͔ͪと͍ ͑͹、ا業のࣾձతݙߩとしてҐஔͮけられて͍た と͕͜、経済׆ಈとし

てੵۃతに取り組ΜͰ͍͘ と͍ ͏ൃ૝のస͕׵求められて͍·͢ɻ

ɹ資源循環΍ࣗવڵ࠶͸୤୸ૉ（ΧーϘンχュートラϧ）とと΋にファシリティマネジメントのେ な͖

テーマにな て͍͖ͬ ·͢ɻ3 ͭ͸૬ޓにؔ࿈して り͓、૯合తな؍点Ͱ取り組Ή と͜Ͱ、૬৐తなޮ

Ռ΋ظ଴Ͱ͖ ·͢ɻ資源循環΍ࣗવڵ࠶のຊ格తなਪਐ͸、·ͩ͸͡ ·ͬ た͹ り͔Ͱ、ޙࠓ ·͟͞ ·

なٕज़։ൃ΍ධՁख๏͕確立͞れて͍͘ と͜になり·͢ɻ経Ӧج൫Ͱ͋るファシリティマネジメントに

΋͜ れらの視点Λ取りೖれ、戦略తに取り組Ή と͜Ͱ、ا業Ձ஋向্΍サステφブϧなࣾձの実現

΁の͕ݙߩՄೳになり·͢ɻ

22 JFMA J063/A-       202� ● 8*/5&3

FACILITY  MANAGEMENT
$JSDVMBS &DPOPNZ/BUVSF   1PTJUJWF



CONTENTS

● ૯࿦

ファシリティマネジメントと
サーキュラーエコノミー、ネイチャーポジティブ 
࿕  JFMA 調査研究委員会 委員長ࢤ ಺ࣅ 12�

ಛूᶗ�資源循環 ʢαʔΩϡラʔΤίϊϛʔʣ

● ੓ࡦ

成長戦略としての資源循環経済の確立に向けて 
ল  GX グループ 資源循環経済課ۀ࢈ࡁܦ 12�

● ϫʔΫϓϨΠε

資源循環とワークプレイスの未来
－オランダの事例から－ 

ᜊ౻ ರࢠ  JFMA フェロー 1�2

● ΦフィεՈ۩

サーキュラーエコノミー実現に向けた
オフィス家具業界の取り組み 
؏໊ ӳҰ  一般社団法人日本オフィス家具協会 1��

ಛूᶘ�自然再興 ʢωʔνϟʔϙδςΟϒʣ

● ੓ࡦ

「ネイチャーポジティブ経済」の実現に向けて 
ল 自然環境局 自然環境計画課ڥ؀ 1�0

● ྘Խݐங

ステップガーデン（アクロス山）の30年
஛ྛ ஌थ  株式会社Takebayashi Landscape Architects

ೳ੎ ࠼ඒ  内山緑地建設株式会社

ਿ խจ      エイ・エフ・ビル管理株式会社 1��

ファシリティマネジメントに求められる新たな視点

 ●ಛू

2�8*/5&3 ● 202� 　JFMA J063/A-

FACILITY  MANAGEMENT
/BUVSF   1PTJUJWF



͸͡ Ί �ʹ�αεςφϏϦςΟͰมΘΔ'.
　2021年発刊のJFMA SDGsタスクフォースレポート2021

『SDGs で変わるファシリティマネジメント』において、FM
が目指すべき究極の目標として、「環境負荷の最小化（E
課題の解決）」と「ウェルビーイングの最大化（S 課題の
解決）」という二本柱が提言された。この目標は、地球環境

（E）、社会（S）を健全に保つ上に人間の経済行為が成
立するという考えに基づいている。環境（親亀）、社会（子
亀）、経済（孫亀）という喩えで理解されるように、経済の
長期的繁栄を考えるならば、その基盤である環境と社会の
健全性が不可欠という自明の事実に基づいている。
　世界の動きから遅れつつも、日本でも 2020 年 10 月の

「脱炭素 2050」宣言以降、グリーン変革（GX）が本格化し、
2050 年や 2030 年のカーボンニュートラル（CN）目標か
ら逆算し、「今、何をすべきか」を導き出すバックキャスティ
ングの思考が求められた。また、従来の CSR（企業の社
会貢献活動）から、事業（本業）そのものが環境や社会
へ貢献する CSV（共有価値の創造）へと企業も人々も意識
を変えつつある。政治的なバックラッシュも見られるが、環
境問題が解決していないという事実から目を背けることは
できない。

ຊபͱ͠ࡾ ͷͯ$/
�$&
�/1
　これまで力を入れてきた脱炭素（カーボンニュートラル：
CN）への取り組みに加え、資源の消費と廃棄を抜本的に
見直す資源循環経済（サーキュラーエコノミー：CE）、そ
して人類の経済活動の基盤である自然資本を保全・回復さ
せる自然共生（ネイチャーポジティブ：NP）というアジェン
ダが注目を集めているが、これらは CNと同等か、それ以
上に深刻かつ本質的な課題でもある。言うまでもなくCN, 
CE, NP は、地球の限界の露呈を背景に、国際社会が設定
した緊急性の高いアジェンダである。
CN は気候変動対策の中核であり、日本を含む 140 〜
150 カ国がネットゼロ目標を表明している。CE は 1972 年
のローマクラブ「成長の限界」の警告通り、人口増加や資
源採掘の継続が地球のキャパシティを超えつつある現状に
対応するもので、資源採掘と廃棄を最小化し、資源を経済
システム内で持続的に循環させるための産業構造の抜本的
変革を目指すものである。NP は生物多様性の危機に対応
するもので、2022 年 12 月に開催された生物多様性条約
第 15 回締約国会議（COP15）において、「昆明・モント
リオール生物多様性枠組」が採択され、「生物多様性の損
失を止め反転させる（自然再興）」の達成が 2030 年ミッショ
ンとして掲げられる。
　注意すべきは、CN, CE, NP 相互のシナジーとトレードオ
フがあり、複合的課題として統合的に扱う必要があることだ。
例えば、建物の長寿命化は、解体や新築に伴うマテリアル
由来の GHG 排出（エンボディードカーボン）削減に直結し、
サーキュラーエコノミー（CE）にも寄与する。建築の木造
化・木質化も、エンボディードカーボン削減（CN）、サーキュ
ラーエコノミー（CE）、持続可能な森林管理と生物多様性
保全（NP）に貢献しうる。一方で、例えばバイオマス発電
導入、太陽光発電パネル設置（CN）は土地利用条件によっ
ては、生物多様性（NP）に悪影響を及ぼす可能性があり
うるなど、総合的配慮が求められるのである。

ϑΝγϦςΟϚωδϝϯτͱ
αʔΩϡϥʔΤίϊϛʔɺ
ωΠνϟʔϙδςΟϒ

˔૯࿦

࿕ࢤ ಺ࣅ
にたないしろう

JFMA 理事・フェロー 
JFMA 調査研究委員会 委員長
ファシリティデザインラボ代表

認定ファシリティマネジャー

図表１　環境（親亀）、社会（子亀）、経済（孫亀）
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಺֎ͷைྲྀࠃʢ$&ʣͷࡁܦ॥؀ݯࢿ
　いま、世界の経済・産業構造は「大量生産・大量消費・
大量廃棄」という直線型の経済（リニアエコノミー）から、「資
源の再利用と循環を前提とする経済」（サーキュラーエコノ
ミー）へと転換しつつある。この動きは欧州が先行してお
り、EU は 2015 年に「循環経済行動計画」を採択、さら
に 2020 年には「新循環経済行動計画（CEAP）」を発表
している。そこでは、建築・建設、バッテリー・自動車、
プラスチック、繊維、電子機器、食品などを重点分野とし、
製品設計から廃棄後の再資源化までの一連のサイクルを制
度的に管理する方向が明示された。
　建築・不動産分野では、建設廃棄物の最小化、既存建
物の長寿命化、資材の再利用やリユース市場の整備が進め
られている。オランダ・アムステルダム市は、2050 年まで
に完全なサーキュラーシティを目指す都市戦略を掲げ、建物
の「解体」でなく「解体を前提とした再利用設計（Design 
for Disassembly）」を義務づける試みも始まっている。
　日本でも経済産業省・環境省を中心に、循環経済への
移行を産業政策の中核に据える動きが加速している。経産
省の「循環経済ビジョン 2020」や「GXリーグ基本構想」
では、製造・物流・建設を横断する資源循環の促進が掲
げられ、2022 年には関係府省連名による「循環経済移行
ロードマップ」が策定された。そこでは、資源の利用効率
向上と同時にカーボンニュートラルと整合的な経済モデル
の実現が重視されている。また、内閣府 SDGs タスクフォー
スレポート（2023）では、循環型経済は「地域資源の再生・

再投資による経済的好循環」として位置づけられ、自治体・
企業・市民の連携が不可欠とされている。
　こうした国際潮流を踏まえると、FM 領域はもはや「施設
の効率的運用」にとどまらず、「資源循環を実装する社会
的基盤」としての役割が求められている。本誌の斎藤敦子
氏によるオランダ事例報告のトリオドス銀行本社ビルでは、
BIM を活用したマテリアル・パスポートにより、将来の部
材再利用までを見据えた分解可能な建築が実装されてい
る。FM は、建物・設備・家具・什器・消耗品などのライ
フサイクルを横断的に管理する立場にあるため、資源の投
入から廃棄までの流れを可視化し、再資源化や再利用の
仕組みを組み込む上で中心的なプレイヤーとなる。

'.ʹΑΔ$&՝୊ղܾͷՄೳੑͱ࣮ྫ
　日本では経済産業省や環境省による循環経済移行ロード
マップ策定がなされている。経済産業省では資源循環と成
長を両立する「成長志向型の資源自律経済」を目指し、資
源有効利用促進法などの制度改正を中核に据えた政策を加
速させている。具体的には、資源循環経済小委員会で動静
脈連携の課題を議論し、2025 年に「脱炭素成長型経済構
造移行法等の改正法」が成立した。施策の柱は、①再生
資源利用計画の義務化、②環境配慮設計の促進、③再資
源化の促進、④ CE コマース推進である。また、支援策とし
て、技術開発や実証への投資支援を 2025 年度から 3 年
間で、100 億円規模で実施するとしている。これらの施策
により、設計から廃棄までライフサイクル全体の資源循環

図表2　サステナビリティ時代のFM
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を実現し、日本企業の国際競争力強化と持続可能な社会
の構築を図っているのである。
　FM 分野でも、日本オフィス家具協会（JOIFA）が推進
するグリーン購入法対応やカーボンフットプリント表示が進
展している。椅子や机、収納什器などのライフサイクル管
理を行うことで、調達・使用・再利用・廃棄のプロセスに
環境配慮が組み込まれる。家具リユース・リサイクルの標
準化は、ワークプレイスの循環設計を支える重要な仕組み
となる。三菱地所が丸の内エリアで進める「サーキュラー
シティ丸の内」プロジェクトでは、オフィスから排出される
紙・プラスチック・食品などの廃棄物を一括して可視化し、
リサイクルループの最適化を図っている。オフィス入居者、
清掃業者、リサイクル事業者が一体となり、排出物を資源
として再投入するスキームを形成している点は、FM による
資源循環実践の先駆的事例といえる。
　これらの取り組みに共通するのは、「FM が循環経済のプ
ラットフォームとして機能しうる」という点である。資源循
環経済の実現において、FM は「資源の入口と出口を統合
的につなぐハブ」として重要な位置を占める。設備保全・
エネルギー管理の枠を超え、資源の流れそのものを設計・
最適化する視点が、これからの FM に求められる。

ࣗવڞੜʢ/1ʣͷࠃ಺֎ͷைྲྀ
　「ネイチャーポジティブ（Nature Positive）」とは、生物
多様性の損失を止め、自然を再生・回復させる方向へ経
済社会を転換させることを意味する。2022 年の生物多様

性条約第 15 回締約国会議（COP15）で採択された「昆
明・モントリオール生物多様性枠組」により、2030 年まで
に「生物多様性の損失を止め、反転させる」ことが世界共
通の目標となった。これを受け、日本政府は 2023 年に「生
物多様性国家戦略 2023-2030」を策定し、「ネイチャーポ
ジティブ経営」方針では、企業が自然資本を自社の価値創
造プロセスに組み込み、リスク回避と新たな成長機会を両
立させることを求めている。
　自然資本の劣化は、気候変動や資源制約と同様に、企
業経営にとっての重大なリスクであり、土地利用、建設、
エネルギー、物流など幅広い分野に影響を及ぼす。環境
省は、こうした自然資本リスクを企業価値と直結する経営
課題として捉え、「ネイチャーポジティブ経済への移行」
を国家戦略として推進している。IPBES によれば、世界
の陸地の 75％、海洋の 66％が人為的影響下にあり、生
物種の約 25％が絶滅の危機にあるとされる。こうした認
識の下、TNFD 開示や「自然共生サイト」登録制度など、
企業と金融を巻き込んだネイチャーポジティブ経営の制
度基盤が本格的に整備されつつある。今後、FM 領域に
おいても、施設運用や開発計画に「生態系保全」「緑地ネッ
トワーク」「生物多様性指標」などの視点を取り込むこと
が不可欠となるだろう。

'.ʹΑΔ/1՝୊ղܾͷՄೳੑͱ࣮ྫ

　自然共生の実装という点でも、FM の関与はすでに現場
レベルでも始まっている。その象徴的事例が、1995 年開

図表3　エレンマッカーサー財団のバタフライ図
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業のアクロス福岡である。建物の南側全面を階段状の屋上
緑化が覆い、隣接する天神中央公園と一体化したランドス
ケープを形成している。開業当初に比べて植栽は大きく成
長し、鳥や昆虫が定着する都市のビオトープとして機能し
ている。FM の視点から見ると、この 30 年間にわたり植栽
管理と地域連携を継続してきたことが、自然共生の持続性
を裏づけている。
　また、東急不動産が展開する「東京ポートシティ竹芝」「九
段会館テラス」「日比谷パークフロント」は、2023 年に環
境省の「自然共生サイト」認証を取得した。オフィスビル
としての認定は全国でも稀であり、都市ビルが生物多様性
保全地域として認定されたことは象徴的である。この事実
を踏まえると、自然共生ビルの普及は今後加速が期待され
る。また、三井不動産が手掛ける「柏の葉スマートシティ」
では、公園・水辺・生態系ネットワークを統合し、都市開
発と自然共生を両立させている。FM 視点での運用・モニ
タリングが街区単位で実施され、都市自然の再生を促進し、
都市における FM が “ 緑の維持管理 ” から“ 自然との共生 ”
へと進化していることを示している。
　さらに海外では、オフィスやキャンパス内に生態系再生を
組み込む「ネイチャーポジティブデザイン」が進みつつある。
英国の The Eden Project やシンガポールの CapitaSpring な
どは、施設全体を「生きた生態系」として設計し、運用段
階でのモニタリングを FM が担っている。英国組織設計事
務所の PLP アーキテクチャでは「LIFE CENTRIC・生命中心」
のまちづくりを世界の各都市で取り組んでおり、そのチャレ

ンジが注目を浴びている。わが国でも日比谷公園と一体化
した巨大な緑地空間を持つ開発「PARK CROSS TOKYO 構
想」などが進行中であるが、データによる生物多様性のマ
ネジメントも、今後の FM の新たな領域となるだろう。

·ͱΊɹ'.ͷ໾ׂ
　カーボンニュートラル（CN）、サーキュラーエコノミー

（CE）、ネイチャーポジティブ（NP）は個別のテーマでは
なく、相互に補完し合う「サステナビリティの主要な三本柱」
といってよい。CN はエネルギーの持続的循環を、CE は
物質・資源の持続的循環を、NP は生命・生態系の持続
的循環を対象とするが、それらを現実の場で統合的にマネ
ジメントするのが FM の使命であると言える。FM は、施設
のライフサイクル全体を俯瞰し、エネルギー・資源・自然
環境のフローを管理する「サステナビリティ・プラットフォー
ム」とも言えよう。都市・インフラ・建築・設備・ランドスケー
プ・内装・家具・廃棄物など、あらゆるモノ・コトが循環
する仕組みをデザインし、実践する力が求められている。
　今後は、データ基盤の整備、サプライチェーン連携、グ
リーン調達、グリーン認証、ESG 評価指標など、FM が経
営と環境をつなぐ中核的機能を担うことになるだろう。サス
テナビリティとは「持続可能な運用」であると同時に、「新
しい価値を生み出す創造的行為」でもある。FM はその最
前線に立ち、脱炭素・循環・共生を統合する社会システム
の実践者として、未来の環境経営を支える存在へと進化し
ていくことが期待される。◀

図表4　ネイチャーポジティブ原則
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図表 1　資源循環経済政策の変遷（１R → ３R → CE）

�ɽ αーΩϡϥーΤίϊϛーਪਐのഎܠ
ɹわが国は、1991 年に制定した「再生資源の利用の
促進に関する法律（リサイクル法）」を皮切りに、世界
に先駆けて循環型社会への移行に取り組んできた。 当
時は最終処分場の逼迫や大量廃棄、不法投棄が深刻な
社会課題であり、2001 年に「資源の有効な利用の促
進に関する法律（3R 法）」を施行するなど、政府全体
で「3R（リデュース、リユース、リサイクル）」を推
進した。3R 政策の総合的な推進により、国内の最終処
分量は減少し、容器包装リサイクル法や家電リサイク
ル法などの個別リサイクル法の下でリサイクル率は大
きく向上した。 
　一方で、近年ではグローバルな経済社会の変化とし
て、ロシア・ウクライナ危機等を背景とした資源制約・
リスクの高まり、途上国での廃棄物問題、地球温暖化
や海洋プラスチックごみ問題といった環境問題が顕在

化している。こうした状況を踏まえ、廃棄物の適正処
理にとどまらず、国内で資源を循環させる仕組みづく
りが求められている。そのため、廃棄物になる前段階
で資源を市場の中で循環させるべく、循環経済（サー
キュラーエコノミー）の取り組みを進めている。
 
2ɽ  ೔ຊʹ͓͚Δ
      αーΩϡϥーΤίϊϛーの՝୊
　日本がサーキュラーエコノミーを推進する上で直面
している課題は、「資源制約」、「環境制約」、「経済成長
との両立」の 3 つに整理できる。 
　第一に資源制約である。世界全体の資源需要が高まっ
ている一方、資源供給が追いつかない状況が予見され
ており、加えて、一部の資源の供給が特定国に集中し
ているため、地政学的リスクが顕在化している。中国
やインドネシアなどの国では、レアアースをはじめと

੒௕ઓུͱ͠ ͯͷ
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図表 2 　サーキュラーエコノミー推進に向けた取り組み

する資源の輸出規制が始まっており、資源の囲い込み
が進んでいる。それに対応するように、海外ではすで
にサーキュラーエコノミーへの移行に向けた動きが加
速化しており、例えば欧州では、欧州委員会主導によ
る強制力のあるサーキュラーエコノミー関連規制が進
んでいる。世界的な資源争奪戦に取り残されれば、調
達コストの高騰や供給不安定化に直面することが予想
されるため、国内での資源循環を強化し、再生材の安
定供給体制を構築することが不可欠である。 
　第二に環境制約である。最終処分場の逼迫や廃棄物
の越境移動への規制など、廃棄物処理の困難性が増し
ていることに加え、海洋プラスチック問題や途上国で
の廃棄物不適正処理の問題が深刻化している。また、
カーボンニュートラル実現の観点からは、化石資源の
３割強がマテリアルの製造に利用されていることを踏
まえ、二酸化炭素の排出が少ない再生材の利用促進
が急務となっている。環境問題の解決に向けて、今後
は３R の徹底とともに、長期利用やモノのサービス化

（Product as a Service）を通じて、廃棄物を減らし、二
酸化炭素のさらなる排出削減を目指す必要がある。再
生材の利活用や環境に配慮した製品設計を重視しつつ、
資源循環を前提としたビジネスモデルへの変革が重要
である。 
　第三に経済成長との両立である。資源を国内で循環
させずに輸入に依存すれば、国富の流出や国内物価上

昇のリスクが増大しかねない。欧州では一定比率の再
生材利用を求める市場創造型の規制の導入が進み、グ
ローバル企業もブランド価値向上の観点から再生材利
用を加速している。世界の環境変化に迅速に対応でき
なければ、国際市場やサプライチェーンから取り残さ
れ、再生材調達や廃棄物処理も海外依存になる可能性
がある。

�ɽ αーΩϡϥーΤίϊϛーの࣮͚ͨ޲ʹݱ
ɹ  ۀ࢈ࡁܦলのऔΓ૊Έ
　これらの課題に対応するため、経済産業省では、成
長志向型の資源自律経済の確立を目指し、資源有効利
用促進法の改正を含む「ルール・制度の整備」、「産官
学の連携」、および「投資支援」を三位一体で推し進め
ている。 
　「ルール・制度の整備」では、資源循環経済小委員会
において、動静脈連携の加速に向けた制度整備に関す
る議論を 2023 年秋より実施し、2025 年２月に制度
見直しに関する取りまとめを行 った。この取りまとめ
内容を踏まえて、再生材の利用拡大や環境配慮設計の
可視化・価値化等を促進していくため、第 217 回通常
国会に「脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進
に関する法律及び資源の有効な利用の促進に関する法
律の一部を改正する法律案」を提出し、2025 年 5 月
28 日に成立した。改正法の主な改正事項は①再生資源

औΓ૊Έ
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の利用計画策定・定期報告、②環境配慮設計の促進、
③ GX に必要な原材料等の再資源化の促進、④ CE（サー
キュラーエコノミー）コマースの推進である。

①再生資源の利用計画策定・定期報告については、脱
炭素化を促進するために利用することが特に必要な
再生資源（脱炭素化再生資源）を原材料として利用
することが特に必要な製品（指定脱炭素化再生資源
利用促進製品）を指定し、当該製品の生産量又は販
売量が一定以上の製造事業者等に対して、計画の作
成及び定期報告を求める。これにより、再生資源の
利用をモニタリングする仕組みを構築し、必要に応
じて再生資源利用の改善を促していくことで、再生
資源の利用拡大を促していく。具体的には、脱炭素
化再生資源として再生プラスチック、指定脱炭素化
再生資源利用促進製品として自動車、家電 4 品目、
容器包装（食品（飲料 PET ボトル除く）や医薬品を
除く）を指定する予定である。

②環境配慮設計の促進については、ライフサイクル全
体を見据えた環境配慮設計が特に優れた製品設計の
認定制度を創設することで、環境配慮設計の全体レ
ベルの底上げを図る。認定製品については、国によ
る公表と周知、グリーン購入法における国の調達の
基本方針における配慮等を行う。

③ GX に必要な原材料等の再資源化の促進については、

現制度ではリチウム蓄電池やその使用製品のメー
カー等に、リチウム蓄電池の回収・再資源化を求め
ているが、回収率が依然として低い。その理由とし
て、回収再資源化の実施状況をモニタリングする仕
組みとなっていない点や、広域回収には個別の自治
体の許可が必要で回収スキームが構築しにくい点、
小型リチウム蓄電池を取り外せない一体型製品が増
加している点などが挙げられる。さらに近年、リサ
イクル・廃棄物処理の現場で小型リチウム蓄電池起
因の発火事故が増加しており、社会問題となってい
る。こうした背景から、メーカー等による回収率の
向上を促進するために、高い回収目標等を掲げ、認
定を受けたメーカー等に廃棄物処理法の特例（適正
処理の遵守を前提として業許可不要）を講じる。さ
らに、自主回収・再資源化の対象製品として、発火
リスクの観点から、リチウム蓄電池と一体型製品で
ある電源装置、携帯電話用装置、加熱式たばこデバ
イスを新たに追加指定し、その回収率向上を図る予
定である。

④ CE コマースの推進については、シェアリングやサ
ブスクリプション、リユース等の CE コマ ースの健
全な発展と活性化を目的に、CE コマース事業者の
類型を新たに位置づけ、資源の有効活用や消費者の
安全といった観点から満たすべき CE コマースビジ
ネスの基準を設定する。

図表 3   資源有効利用促進法（資源法）改正のポイント
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　「産官学の連携」では、サーキュラーエコノミーへ
の非連続なトランジションの実現に当たっては、個社
ごとの取り組みだけでは経済合理性を確保できないこ
とから、関係主体の連携による協調領域の拡張が必須
である。持続的かつ継続的な活動のためには、ビジネ
スとしての経済合理性と、回収・リサイクルの段階に
おける地域の協力などが不可欠であることから、経済
産業省・環境省では、経済団体、企業、自治体、大学
等が参加するサーキュラーパートナーズ（略称：CPs）
を立ち上げ、2025 年９月末時点で、約 750 者の参画
を得ている。CPs では、わが国におけるサーキュラー
エコノミーの実現に必要となる施策について検討を進
めており、具体的には、2030 年、2050 年を見据え
た日本全体や製品・素材ごとのビジョンや中長期ロー
ドマップ、サーキュラーエコノミー情報流通プラット
フォームの構築、地域の特性などを踏まえた地域循環
モデルの検討を行っている。さらに、国際標準化・国
際連携についても今年度検討の枠組みを新たに立ち上
げ、サーキュラーエコノミーの国際的なルール形成に
も取り組む。
　「投資支援」については、2023 年 12 月に公表した 
GX 実現に向けた投資促進策を具体化する 「分野別投資
戦略」において、資源循環分野では 10 年間で官民あ
わせて 2 兆円超の規模の投資の実現を目指すこととし

ている。GX 経済移行債を活用し、再生材利用や長寿命
化、再資源化の容易性確保につながる「環境配慮型も
のづくり」や、CE コマースビジネス発展のための技術
開発、実証及び商用化に係る設備投資支援を行ってお
り、CPs を活用し 2025 年度からの３年間で 100 億円
の支援を実施している。

�ɽ ޙ࠷ʹ
　近年では、世界的な資源需要と地政学的なリスクの
高まりによる資源制約、廃棄物問題や気候変動問題等
の環境制約、そして経済成長の観点から、サーキュラー
エコノミーへの移行が喫緊の課題となってきている。
わが国においても、これまで主に廃棄物処理や 3R の
観点で進めてきた資源循環を経済活動として進めてい
く意義が一層高まっている。 
　サーキュラーエコノミーの実現に向けては、他社・
他産業との連携が不可欠であり、産官学が有機的に連
携することが重要である。資源循環の観点から、設計・
製造段階、販売・利用段階、回収・リサイクルといっ
たライフサイクル全体を見直すことで、新たなビジネ
スチャンスが生まれ、日本が国際的な競争力を獲得す
ることを期待している。経済産業省では、関係主体の
協力を得ながら、引き続き資源循環経済政策を促進し
ていく。◀



�2 JFMA J063/A-       202� ● A656M/

ಛूᶗ
SpeciaM IssVe

資源循環 ʢαʔΩϡラʔΤίϊϛʔʣ
$JSDVMBS &DPOPNZ

աڈͱະདྷΛつͳ͙資源循環
　九州と同じくらいの国土面積で、その 4 分の 1 が海
抜ゼロメートルというオランダは、資源を捨てずに大
切に使い続ける文化としくみがある。オランダといえ
ば、フードテックなどテクノロジーを活用した最先端
のイノベーションにも積極的だが、常に先端を追い続
けるだけではなく、古いものも活かすという智慧に長
けた国である。今あるものをどう活かすか、これから
作るものを将来どうやって使い続けるか、という過去・
未来の観点もいれて、現在の街づくりや建築プロジェ
クトを行っている。これはハードに限ったことではな
く、プロジェクトの過程や、最終的に使われるマテリ
アルや什器備品まで一貫しているようである。
　筆者は 2010 年頃から、フューチャーセンターやリ
ビングラボの調査研究でオランダを何度か訪れている
が、将来に向けた構想力と実行力を支えている独特の
市民感覚のようなものがある。それぞれの地域にある
歴史と文化をリスペクトしながら将来の構想を市民目

線で描き（フューチャーセンター）、企業がもつソリュー
ション、大学がもつ客観的評価などを掛け合わせて社
会実装していく（リビングラボ）。このような動きは世
界にも広がっており、特に循環型経済のような大きな
社会システムの移行が伴う場合、生活者自身が「資源
循環をなんのためにやるのか」という意識をもちなが
らも、無理なく続けられるしくみが欠かせない。オラ
ンダのフューチャーセンターでは、さまざまな立場の
人たちが対話を通して学び、ワークショップなどで体
感し、デザインで解決策を描き実装するまでを行って
いる。市民と研究者とデザイナーが一緒になって進め
ているプロジェクトも多い。
　また、オランダは貿易で発展してきた国であり、船、
家、家具、機械など、さまざまな物を修繕しながら新
たな発明につなげてきた。今もその文化は根付いてお
り、日常的にリユースやリサイクル、アップサイクル
が行われている。筆者が訪問したアムステルダムの照
明器具に特化したアップサイクルの会社は、ヨーロッ

写真 1 　温⽔プールをリノベーションしたワークプレイス「ブルー・シティ」 写真2　サーキュラーエコノミーのスタートアップの拠点

॥؀ͱݯࢿ
ϫʔΫϓϨΠεͷະདྷ 
−Φϥϯμͷ͔ྫࣄΒ−

˔ϫʔΫϓϨΠε

ᜊ౻ ರ⼦
さいとう あつこ

JFMA フェロー 
コクヨ株式会社
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パのさまざまな地域から、さまざまな時代の古い照明
器具を集め、新しいデザインの製品を生み出している。
オランダはパリやベルギーに近く、ロンドンとも英仏
海峡トンネルでつながっている。各地から集めた照明
をパーツごとに丁寧に分解し、それらをマテリアルと
して新しいデザインの照明器具として再生する。日本
人も働いており、手仕事の丁寧さや器用さ、発想の豊
かさが一緒に働くオランダ人にとってよいパートナー
だと聞く。海外のインテリアデザイナーからの注文も
多く、マテリアル自体の魅力、デザインの力、そして
職人技により、新たなビジネスを生み出している。

ԹਫϓーϧΛελーτΞοϓΦフィε΁
　このように、さまざまな物をリユース、リサイクル、
アップサイクルするオランダでは、建築のリノベーショ
ン・プロジェクトも多い。日本ではまだ課題が多く実
現に至っていないが、オランダは世界に先駆けて、取
り壊す、または改修する建物で不要になった建材をマ
テリアルとして再利用するマテリアル・バンクが運用
されている。日本でも大阪万博のミャク市のような実
験的なプロジェクトはあるが、通常のビルでマテリア
ル・バンクを実現するにはまだ課題も多い。
　循環型経済のスタートアップ拠点として世界的に
有名なブルー・シティは、ロッテルダムにある市民
のための温水プールをリノベーションしたインキュ
ベーション施設である。サーキュラーに関係する 55
社（2025 年現在）の企業が入居し、ユニークなビジ
ネスを展開している。この温水プール「トロピカーナ」
は 1988 年に開業、地元の人に愛されていたが、時間
とともに利用者が減り、高い運営費用を賄えなくなり
2010 年に閉鎖された。その後、取り壊し案が出るた
びに市民に反対され、廃墟となっていた。オランダで
は 1994 年にスクワッド法が制定されており、廃墟の
まま放置しておくことはビル所有者にとってリスクが
高い。なぜなら、スクワッド法とは、1 年以上使われ
ていない建物を、その所有者が建物をすぐに利用する
計画を提示できなければ、外から来たスクワッター（不
法占拠者）がそこに住んでよいというものだからであ
る。温水プールの持ち主は、このスクワッターを防ぐ
ために入居者を探したところ、循環型経済にかかわる
起業を目指していた 2 人の起業家がここを拠点として

写真 3 　古い窓枠を再利⽤したジグザクの通路

ビジネスを興すことになる。常に気温を一定に保つこ
とができる元温水プールの地下で、コーヒーがらから
キノコを育てるビジネスを立上げ、その後、ブルー・
シティへと発展していく。ブルー・シティとはグンター・
パウリの著書「ブルーエコノミーに変えよう」から着
想を得ている。この 2 人の起業家はこの本に共感し、
また共感した他の起業家たちが、このブルー・シティ
に集まってきた。パウリが定義するブルーエコノミー
とは、海洋や沿岸、淡水などの生態系を保全しながら、
資源を循環させて無駄をなくし、経済的にも持続可能
な発展を目指す経済モデルである。ビジネスとしても
成長分野であり、微生物や菌を使うため、培養に適し
た施設が必要となる。ロッテルダムの沿岸部に立つ温
水プールは、機能的にもブルーエコノミーのインキュ
ベーション施設として最適であった。2015 年に起業
家たちがこのビルを買い取り、ブルー・シティという
共同体となっている。循環させるためには「つながり」
が重要で、さまざまな領域で起業をしかける人たちが
コミュニケーションを密にし連携している。
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　現在はオランダの国策でもある循環型経済のメッカ
として認知され、世界中から視察者が訪れる。温水プー
ルだった場所はそのままイベント会場として利用され、
日々、さまざまなイベントが開催されている。１階は
メンバー向けのフリーワークスペース、個人の専用デ
スク、地下は培養ができる環境が整ったラボスペース、
フードハブなどがある。通路はガラス張りでメンバー
同士のコミュニケーションがとりやすい環境になって
いる。1 階のワークスペースは別の建物で使われなく
なった窓枠を再利用しており、サイズが合わないため
ジグザクの通路となったが、防音性が高く、空間のリ
ズムも生まれている。ブルー・シティのリニューアル
は約 9 割が再利用された資材を使用している。

資源循環Λମ͢ݱΔΦフィεϏϧ 
　将来、マテリアルとして再生可能な新築ビルとして
は、ユトレヒト州のドリーベルゲン＝レイセンブルグ
にあるトリオドス銀行のオフィスビルがある。設計し
たのは大阪・関西万博のオランダパビリオンを担当し
た RAU Architects である。同銀行は、社会と地球をよ
り豊かにする「インパクト」に投資を行うソーシャル・
バンクとして知られており、再生可能エネルギー、生
物多様性の回復など、社会や環境に配慮した事業への
投資を専門としている。2017 年に竣工したオフィス
ビルは、同銀行の思想が反映されるとともに、それま
で事例のなかった BIM ベースのマテリアルパスポート

を作成している。マテリアルパスポートは、すべての
原材料、製品、部品に加えて、それらの供給源とリサ
イクルの可否などの情報が一元化されており、将来、
簡単に部品レベルで再利用ができる。実際にはメーカー
やその下請け会社から、BIM で使う品質のデータを収
集することは容易ではなかったそうだ。だが、オラン
ダが大切にしているパートナーシップや対話から、こ
の難しいプロジェクトが実現に至ったと聞く。ユトレ
ヒト州はオランダの中央に位置しており、アムステル
ダムからも 45km ほどの近距離である。筆者がこのビ
ルを訪れたのは真冬の 1 月だったが、駐車場から小道
を歩いてオフィスビルのほうへ向かうと、林の中にい
る鳥がさえずり、その林を抜けると有機的なフォルム
のオフィスビルが姿を現した。建物はガラスファサー
ドの木質建築で、マテリアルパスポートと特殊工法に
より部品としての分解を可能にした。1 階はカフェテ
リアとオープンなロビー空間、2 階以上がオフィスと
なっている。カフェテリアはオーガニックでバリエー
ションのある豊かな食事が提供されるが、アレルギー
対応、環境負荷低減、地産地消として小さな野菜工場
もある。また、1 階から上階へ移動するエレベーター
の前にコーヒースタンドがあり、オフィスに出入りす
る従業員同士の立ち話スポットにもなっている。1 階
は誰でも自由に出入りができ、社会と地球をより豊か
にするプロジェクトの紹介やアート作品などが展示さ
れている。1 階には従業員だけではなく地元の人や従

写真4 　⽣物多様性の回復を⽬指したトリオドス銀⾏ 写真5　 トリオドス銀⾏の本社ビルは、BIM でマテリアル情報が⼀元化されている
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業員の子どもなども訪れ、カジュアルなコミュニケー
ションの姿がみられた。
　他にもオランダ国内にはサステナブルレストラン（廃
棄物を出さない、地産地消、障害がある人をスタッフ
として雇用するなど）や、仮設的なコンテナ建築など、
社会課題の解決を目指すユニークで実験的なプロジェ
クトが多い。冒頭述べたように、国土の 4 分の 1 が海
抜ゼロメートルという地理的なリスクを抱えるなかで、
多様な人たちとの連携や共創を大事にしてきた文化が
これらのプロジェクトの背景にあるように感じ取れる。
 
ϫーΫϓϨΠεのະདྷ
　これまで紹介してきたワークプレイスは、今は特殊
解かもしれないが、オランダで生まれたアクティビ
ティ・ベースド・ワーキング（ABW）が日本にも浸透
したように、循環型経済というテーマに対してワーク
プレイス、オフィスビルにも今後、抜本的なチャレン
ジが求められるかもしれない。日本でも建築のリサイ
クル率は高まっているが、建築だけではなくオフィス
を構成する家具や情報機器、毎日発生するごみなど、
さまざまな観点から資源循環を考えていく必要がある。
また、オランダはワークシェアリングの先進国でもあ
り、自律的に自分らしく働くことを大事にしてきた。
シェアするからこそ余裕や新しい発想が生まれ、シェ
アするのは空間やナレッジだけではなく、思想や将来
ビジョンも含まれる。

　今、私たちの働き方は大きく変わりつつある。情報
化が進み、AI の汎用化などで仕事／ビジネスにおけ
る人の価値が問われている。循環型経済は地球環境へ
の配慮だけではなく、その名の通り、経済や社会を豊
かにしていくものである。エネルギーやゴミなど個々
の問題解決は簡単ではないが、オランダの事例のよう
に、人・組織がリーダーシップをもって、未来に係る
問題に少しずつ取り組むことはできる。日本でも例え
ば、徳島県の上勝町は人口減少という課題を抱えなが
らも、ゼロウェイストの町として未来の価値を世界に
発信している。循環するサイクルを最初は小さくまわ
しながら、周辺の共感を得ながら大きくしていくこと
もできる。
　今は日本でも、モノとしてのワークプレイスから、
コトとしてのワークプレイスへと進化している。組織
が将来にわたって社会（顧客）に提供したい価値をワー
クプレイスで表現することで、従業員のモチベーショ
ンアップやエンゲージメントにもつながる。ブルー・
シティとトリオドス銀行は、社会と地球をより豊かに
するという方向では重なり、それぞれのデザイン手法
は異なるが、有機的で予定調和ではないワークプレイ
スのように感じられた。資源循環や生物多様性につい
ては、日本の都市開発や建設プロジェクトでもコンセ
プトに掲げられることが多く、ソリューションに加え
て、思想やその建物を通して体験できるコトのデザイ
ンも今後重要になるだろう。◀

写真7　1階は誰でも自由に出入りできる写真 6　 カフェテリアでは、敷地内の野菜工場で栽培された有機野菜など、豊かな
食事が提供される
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図表 1　オフィス家具等の特定調達品目

図表 2　JOIFA グリーンマーク

̍ɽ ͸͡Ίʹ
ɹ地球温暖化に対する社会の関心は年々高まってい
る。数年前には SDGs という言葉を知る人も少なかっ
たが、猛暑や異常気象が繰り返され、サステナビリティ

（持続可能性）は身近な課題となった。そして、その解
決策としてサーキュラーエコノミーが注目されてきた。
一般社団法人日本オフィス家具協会（JOIFA）では社会
のニーズに呼応して、これまで環境問題への対応を行っ
てきた。その代表的なものは、グリーン購入法や資源
有効利用促進法への対応、使用済み家具の処理、カー
ボンフットプリントの算定などである。ここではその
活動を振り返りながら、最近の話題を紹介する。

2ɽ άリーϯߪೖ๏
　グリーン購入法は、正式名称は「国等による環境物
品等の調達の推進等に関する法律」として 2000 年に
制定された。その目的は、持続可能な社会の構築であ
り、そのために国等の調達において環境負荷の低減に
資する製品やサービスを優先的に利用することを推進
している。この法律は国家機関には義務、地方公共団
体に対しては努力義務、民間に対しては推奨で強制力
はない。そのため実際の適用は、国家機関以外では政
令指定都市などの大都市に留まっている。
　対象となる製品やサービスは毎年見直しが行われて
いて、2025 年 1 月現在では 22 分野 288 品目が対象
となっている。グリーン購入法では、国等は適合製品
の調達実績を品目ごとに取りまとめ、公表することが
義務付けられている。そして、製品を提供する事業者
にも環境情報の提供が求められる。
　オフィス家具は当初から 10 品目が対象とされてき
たが、2023 年に「個室ブース」、「ディスプレイスタンド」
が追加され 12 品目となった（図表 1）。グリーン購入

法への適合の判断基準は、素材を金属、プラスチック、
木材などに区分けして、詳細かつ厳格に定められてい
る。例えば、プラスチックでは再生材が重量比 10％以
上、木質材料では合法伐採された原木を使用する、と
いうように細かく具体的に定められている。

　最近付加された判断基準としては、「グリーンスチー
ルの使用」、配慮事項として「製品のカーボンフット
プリントの開示」、「カーボンオフセットされた製品」
等がある。これらの新たな基準については、具体的な
運用方法については現在協議中である。
　オフィス家具のグリーン調達を推進するために、
JOIFA では、以下の 3 点を実施している。
ᶃ J0*FA άリʔンマʔΫの੍ఆ

　オフィス家具の調達は、各社のカタログから選定する
ことが多い。そこで、「JOIFA グリーンマーク」を定め、
JOIFA 会員企業がカタログ上で適合製品に表示することで、
ユーザーが適合製品を容易に選定できるようにしている。

ᶄʮάリʔンߪೖ๏のखҾ͖ʯのൃߦ

　購入法の品目と適合基準は厳格に定められているが、

αʔΩϡϥʔΤίϊϛʔ
͚ͨ޲ʹݱ࣮
ΦϑΟεՈ۩ۀքͷऔΓ૊Έ ؏໊ ӳҰ

ぬきな えいいち

一般社団法人日本オフィス家具協会
専務理事
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解釈が難しい場合もある。そのため、家具メーカーが
正しい判断が行えるように、用語や適合事例の解説を
まとめて、「グリーン購入法の手引き」を作成している。
この手引きは、グリーン購入法の改定に合わせて随時
見直しを行っており、最新版は JOIFA の Web サイト
で会員以外にも公開している。
ᶅप஌׆ಈ

　グリーン購入法は、国や地方自治体を対象としてお
り、民間での認知度は低い。そのため、民間企業への
普及を目指して、JOIFA では案内チラシを作成し、ユー
ザーへの周知に努めている。

　以上のような活動により、グリーン購入法はオフィ
ス家具業界では広く認知され運用されている。この
制度では、適合の可否はメーカーが自主的に判断し
公表することになっている。そのため、各メーカー
は責任を持って運用し信頼を維持することが求めら
れている。

�ɽ ΧーϘϯフοτϓリϯτࢉ定のऔΓ૊Έ
　カーボンフットプリント（CFP）は、製品の原材料
調達、生産、流通・販売、使用・維持管理、廃棄・リ
サイクルまでのライフサイクルでの温室効果ガスの排
出量を CO2 排出量に換算したものである。CFP を把握、
分析することで環境面での改善を定量的に把握するこ
とができる。また、近年はグリーン調達への対応など
でユーザーから開示を求められるようになってきた。
しかし、CFP の算定方法については解釈にある程度の
幅があり、公平な算定のためには、製品別に算定ルー
ルを定める必要がある。
　オフィス家具の CFP 算定ルールとして、JOIFA では
2024 年に「製品別 CFP 算定ルール：オフィス家具」
を策定し、一般に公開した。また、その内容を補足す
るために JOIFA 会員企業向けには「製品別 CFP 算定の
手引き」を作成している。これらにより、オフィス家
具の CFP 算定は可能になった。しかし、各社によりプ
ロセスや入手可能なデータの精度は同一ではないので、
異なる企業の製品を単純に数値比較することは意味を
なさない。CFP の目的は、同一企業での新旧製品の比
較やプロセス改善の可視化であることを認識すること
が重要である。

�ɽ ΦフィεՈ۩のഇغ
　使用済みとなったオフィス家具の廃棄は、本来はユー
ザーの責任であるが、廃棄物処理法による産業廃棄物
としての処理は不慣れなユーザーには負担となってい
る。そのため、新規の家具の納入時にメーカーが古い
家具を引き取る行為は「下取り」という商慣習として
認められている。その際には、不法投棄を防ぎ、適正
な処理によりリサイクルや廃棄を行うことが重要であ
る。そのために、JOIFA では「使用済みオフィス家具
の適正な処理のためのガイドライン」を定めて、業界
関係者に周知徹底している。

5ɽ 資源༗ޮར༻ଅਐ๏΁のରԠ
　2001 年に施行された「資源の有効な利用の促進に
関する法律」（資源有効利用促進法）では、資源循環の
指定品目として、金属製家具 4 品目が対象となった。
それは、①事務用机、②回転イス、③収納家具、④棚
である。これら指定 4 品目には、設計の段階からリ
デュース配慮設計・リサイクル配慮設計に努め、製品
の省資源化・長寿命化、リサイクル推進に努力するこ
とが義務づけられている。同法施行から 20 年以上が
経過し、国産メーカーの製品の多くでは、材質の表示
や分解が容易な構造の配慮が実施されている。

�ɽ αーΩϡϥーΤίϊϛーのಈ͖
　これまで紹介してきたオフィス家具業界の取り組み
は、それぞれが独立したものではなく、相互に関連性
を持っている。近年は、それらを俯瞰して対応してい
く必要性が増しており、その視点がサーキュラーエコ
ノミー（CE）であると考える。
　図表 3 に JOIFA が考える CE の模式図を示す。大きく
は、生産フェイズと利用フェイズに分かれるが、サーキュ
ラー全体を回していくためのボトルネックが随所に存在
する。JOIFA では CE 検討ワーキングを 2023 年から立
ち上げて議論を進めている。そこでは、特に、使用済み
家具の引き取りからリユース・リサイクルに移行するプ
ロセスに課題があるということが認識されている。
　販売されたオフィス家具製品のうち、当業界で下取り
されているのは2～３割程度で、その約3分の１はリユー
スされ、残りがリサイクル、廃棄となる。下取りされな
かった家具の多くは、産業廃棄物として廃棄されている
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ものと推定する。中には鉄スクラップとして資源化され
るものもあるが、プラスチックや木材は大部分が埋立か
焼却となっているであろう。これらの廃棄物を資源とし
て再生できるどうかが、大きな課題となっている。
　使用済み家具のリサイクルでの課題は、大きく 3 点
に分類できる。それは、①技術的課題、②コスト課題、
③法的課題である。
　技術的課題は、使用済み家具を素材に分別して、再
資源化するための、マテリアルリサイクル、ケミカル
リサイクルの方法である。特に、プラスチックは多種
多様なものが使用されているため、分別、再資源化の
難易度は高い。近年ではセンサーに AI を組み合わせて
自動選別する技術も開発が進められている。
　コスト課題としては、再生材の方が新規材料より
高価格になってしまうことである。先に述べた通り、
オフィス家具は資源有効利用促進法で分解容易な構
造になっている。しかし、製品やメーカーによって
分解方法が異なり、しかも分解するのが手作業とい

うことで、実際の廃棄物処理の現場では有効に活用
されていない。このように、設計上は分別が可能でも、
コストが合わないために廃棄されているのが実情で
ある。
　法的課題は、廃棄物処理法との関連である。廃棄物
処理法では、使用済み家具の回収は廃棄物処理の認可
を受けた専門業者が行うことが原則である。家具メー
カーがユーザーから直接引き取るのは、前述の「下取り」
に該当する場合に限定される。したがって、業界として、
下取り以外の使用済み家具の回収スキームを構築して
いく必要がある。
　家具のリサイクルについては、オフィス家具だけで
なく、家庭用家具や業務用家具でも大きな課題である。
その対応の一例として、家具インテリア リサイクル＆
リニュー協議会（R ＆ R 協議会）の活動を紹介する。
　R&R 協議会には、木製家具とベッドの製造・販売企
業が参加しており、家具の修理と使用済み家具のリサイ
クルを業界各社が共同で行う事業を試行している。その

図表 3　家具業界のサーキュラーエコノミー
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中から先行して、ベッド用マットレスの回収、再資源化
を行うために、一般社団法人家具インテリアリサイクル
協会（FIRA）が 2024 年に設立された。FIRA では 2025
年に一般廃棄物の広域認定を取得し、引き続き産業廃棄
物の認定も取得を進めている。（2025 年 11 月現在申請
中）このような活動が、家具業界全体に広がれば、製造、
販売から回収、再資源化までが業界内で完結し、真の意
味でのサーキュラーエコノミーが実現できる。

�ɽ ΦフィεՈ۩ۀքʹؔ࿈͢Δ֎෦のಈ͖
　CE の将来を展望するには、海外の動きにも注目する
必要がある。特に欧州（EU）では先進的な制度が次々
と施行されている。EU で 2024 年に施行された「持
続可能な製品のためのエコデザイン規則（ESPR）」は、
製品の環境持続可能性を大幅に向上させることを目的
としている。
　ESPR では、多くの工業製品を適用対象としている。
そこでは、①多岐にわたるエコデザイン要件、②売れ
残り製品の廃棄禁止、③デジタル製品パスポート（DPP）
の導入が規定されている。
　さらに 2025 年には、その導入を優先的に検討する
製品グループとして、繊維製品、家具、タイヤ、マッ
トレスの 4 品目が定められた。この中で、家具には
2028 年から適用が予定され、欧州の家具業界ではそ
の対応策に追われている。
　CE への日本政府の動きとしては、経済産業省の資源
循環経済小委員会が 2025 年に作成した「成長志向型
の資源自律経済戦略の実現に向けた制度見直しに関す
る取りまとめ」で、多くの提言がされている。その中で、
今後の制度的対応の方向性として、①再生材利用の拡
大、②環境配慮設計の促進、③再資源化の促進、④ CE
コマースの促進が示されている。①～③については、
従来から進められてきたことであるが、CE コマースが
新たな指針として追加された。

　CE コマースに関する国の支援制度については、具体
策の検討が進んでいるが、2025 年 5 月に経済産業省
が公表した「CE コマースビジネス推進のためのガイド」
で、その目指すところが伺える。その骨子は、CE を促
進するビジネスモデルを支援することで、CE の普及・
浸透を図るということである。

�ɽ ·ͱΊ
　サーキュラーエコノミーに関する動きは、世界中で
加速している。特に EU の動きは日本政府にも大きく
影響を与えている。オフィス家具は環境に与えるイン
パクトが大きいものであり、従来から家具業界は環境
問題には取り組んできた。ただし、これまでの環境対
応は、個別最適に進んできたので、ともすると目的を
忘れがちであった。今後は、サーキュラーエコノミー
という全体最適の視点での判断が必要である。そして、
最終目的は地球環境の保全、温暖化への対応であって、
サーキュラーエコノミーはその手段に過ぎないという
ことを忘れてはならないと思う。◀
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͸͡Ίʹ
ɹ－自然資本に立脚した企業価値の創造－　これは
当省を含む関係省庁が一体となって推進する「ネイ
チャーポジティブ経済」の実現に向けた重要なコン
セプトである。
自然資本の定義はさまざまだが、森林、空気、水、
土地、鉱物等の他、生態系の健全性や生物多様性も
自然資本の質を表す例として列挙される。企業は、
この自然資本に加え、財務資本や人的資本等のリ
ソースを駆使し、製品やサービスの提供等をはじめ
とする企業活動を通じて社会に新たな価値を生み出
し続ける。
　また、自然資本はあらゆる企業の事業活動を支え
る基盤であるとともに、私たちの暮らしも支えてい
る。例えば、健全な生態系を有する森林が、木材や
食料の供給機能に加え、当該森林が位置する流域に
おける土砂災害の抑制や水源涵養など、公益的な機
能も果たしている。こうした自然から得られる恵み
のことを生態系サービスという。その自然資本・生
物多様性が現在世界的に損失傾向にあること、すな
わち経済社会の根幹を揺るがす危機的な状況が迫っ
ていることをご存じだろうか。
　この状況に対し、経済界においても自然資本・生
物多様性と経済活動の関係を見直そうという動きが
活発化している。情報開示をはじめとした取り組み
を通じて、自然関連のさまざまなリスクに対処し、
またビジネス機会につなげていくことで、自然資本
を保全しつつ企業価値を創造しようとする動きだ。
環境省としてはこうした企業経営の変革を促すべく
各種施策を展開しているところ、特にファシリティ

マネジャーの皆さまに関連する内容を中心にご説明
したい。

ੜ෺ଟ༷ੑͱࡁܦ
　生物多様性の現状は、どのように評価をされてい
るのか。IPBES（生物多様性及び生態系サービスに
関する政府間科学 - 政策プラットフォーム）による
と、世界の陸地の 75％は著しく改変され、海洋の
66％は複数の人為的な要因の影響下にあり、1700
年以降湿地の 85％以上が消失し、また調査されてい
るほぼ全ての動物、植物の約 25％の種の絶滅が危惧
されているなど、過去 50 年の間、人類史上かつて
ない速度で自然が変化していることが指摘されてい
る1）。なお、同報告書では、生物多様性損失の直接
的要因を、①陸と海の利用の変化、②生物の直接的
採取、③気候変動、④汚染、⑤外来種の侵入と特定
している。
　WEF（世界経済フォーラム）は、世界の総 GDP
の半分以上（44 兆ドル）もの経済的価値創出が自然
に強く依存している分析結果を公表し2）、今後 10 年
間の間に起こりうる影響（深刻さ）の２番目に大き
なリスクとして「生物多様性の損失と生態系の崩壊」
をリストアップしている3）。
リスクの具体例としては、外来種の非意図的導入、
森林火災、水質汚染などに対して適切に対応しな
か っ た 場 合 に 生 じ 得 る 財 務 的 損 失 等 が 想 定 さ れ、
Bloomberg NEF は、自然との不適切な関わりによ
り財務的損失を被った実例（株価下落、訴訟、罰金、
事業計画（工場建設）中止等）を収集し、公表して
いる�）。

ʮωΠνϟʔϙδςΟϒࡁܦʯͷ
͚ͯ޲ʹݱ࣮
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ਤද �　ネイνϟーϙジティϒの概೦ਤ

　本寄稿文をご覧いただいているファシリティマネ
ジャーの皆さまの中には、自然との接点が近い方も
いれば、どのように関わっているのか瞬時には判断
がつかない方もいると想像する。しかし、自然の営
みなしではわれわれは水一滴手に入れることもでき
ない。どんな施設であっても、立地に当たっては何
等かの土地の改変を伴うように、全ての事業者は遠
かれ近かれ間違いなく自然との接点があり、またリ
スクと無縁であることはない。

ネΠνャーϙジティϒࡁܦの࣮ݱ
　こうした状況に対し、劣化・損失傾向にある自然
の状態を回復軌道に乗せる「ネイチャーポジティブ」
という概念が、国内外で急速に拡がりつつある。こ
れは、2022 年に生物多様性条約第 15 回締約国会議

（COP15）第二部で採択された世界目標「昆明・モン
トリオール生物多様性枠組」における 2030 年ミッ
ションのことを意味しており、23 個のグローバルター
ゲットとともに定められた。さらに 2023 年には、
TNFD（自然関連財務情報開示タスクフォース）によっ
て開示枠組の提言が発行された。TNFD の開示枠組で
は、ビジネスによる自然関連課題（依存・インパクト、
リスク・機会）とそれに対する企業の対応について、
気候関連財務情報開示（TCFD）と整合した 4 つの柱

（ガバナンス、戦略、リスクとインパクトの管理、測

定指標とターゲット）の開示を推奨している。これ
により、企業の経営基盤・レジリエンスの強化を図
るとともに、投資家・市場が、開示内容に基づいて
投資や購買を行うようになるという仕組みだ。
　こうした国際動向も踏まえつつ、わが国では「生物
多様性国家戦略 2023-2030」を閣議決定し、その中
の基本戦略の一つとして「ネイチャーポジティブ経済
の実現」を位置付け、2024 年３月には環境省、農林
水産省、経済産業省、国土交通省が連名で「ネイチャー
ポジティブ経済移行戦略」を取りまとめた。本戦略で
は、ネイチャーポジティブの取り組みが、企業にとっ
て単なるコストアップではなく、自然資本に根ざした
経済の新たな成長につながるチャンスであることを示
し、ネイチャーポジティブ経営（自然資本の保全の概
念をマテリアリティに位置付けた経営）への移行に当
たって企業が抑えるべき要素、並びに国の施策による
バックアップを記載している。さらに 2025 年７月、
ネイチャーポジティブ経済移行戦略を踏まえ、国の施
策を主軸として「いつまでに、何をすべきか」の全体
像をロードマップとしてとりまとめた。

ネΠνャーϙジティϒܦӦ΁のҠߦͱ
環ڥলのࡦࢪ
　さまざまなセクターにおける企業や金融機関がネイ
チャーポジティブの概念に共感し、具体的なアクショ
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ンに踏み出そうとしている。2025 年 10 月 21 日時
点では、ネイチャーポジティブ宣言をした企業・団体
数は 1,021 団体（企業以外にも地方公共団体等も含
む）、TNFD Adopter�） は 208 社と世界最多（世界で
701 社が表明）であり、機運の高まりがこうした数
値にも表れている。
　一方、自然関連のリスク・機会への対応が、目に見
えて成果が発現している事例は限定的であるため、そ
の重要性は理解しつつもアクションに踏み切れない企
業も多くいる状況だ。そのため、環境省ではネイチャー
ポジティブ経営への移行が企業価値向上につながるこ
とを確立・浸透させるべく、「ネイチャーポジティブ
を通じた企業価値向上までのストーリー集（仮称）」
の制作に着手している。具体的には、機会創出による
持続的なキャッシュフローの増加や、適切なリスク管
理による資本コストの低減・最適化が図られている事
例を分析し、そのエッセンスを整理することで、特に
企業の経営企画セクションの方々にも刺さる成果を目
指している。平行して、企業による自然関連課題の分
析に活用できる「ビジネス分野別リスク・機会ロング
リスト」の制作にも着手している。これは、自然への
依存と影響度、産業規模の観点から食料・農林水産関
連分野、建設・インフラ関連分野、製造関連分野の３
分野について、TNFD や WBCSD が発行しているガイ
ダンス等で整理されたリスク・機会及び対応策等（例

えば、汚染物質の流出に伴う水質浄化コストの発生リ
スク、グリーンインフラ導入による生態系サービスの
強化及び冷房コストの低減といった機会など）につい
てを分野別に構造化したリストで、自然関連課題の分
析の初期プロセスを簡便化することを企図している。
さらに、企業のネイチャーポジティブな取り組みを資
金の流れの観点からも後押しすべく、金融機関・投資
家を対象として「投融資におけるネイチャーポジティ
ブ配慮指針（仮称）」の検討も開始した。
　また、自然資本は地域に紐づくものであることから、
環境省では、2023 年から民間の取り組み等によって
生物多様性の保全が図られている区域（例：工場緑地、
社寺林）を「自然共生サイト」として登録を開始して
いる（2025 年 10 月 21 日時点で、計 448 か所を登
録。なお、2025 年 4 月には農林水産省、国土交通省
と共管の地域生物多様性増進法を施行し、本取り組み
を法制化）。第三者に当たる企業等が自然共生サイト
の活動を支援した内容を公的に認定する支援証明書制
度や、支援に関するマッチング、その他補助金の拡充
等を通じて活動を支援している。本登録をきっかけと
してサイトの自然環境の改善を図り、対外的な発信や
地域とのつながりを強化していく動きもみられる。
　こうした企業による取り組みを、マルチステークホ
ルダー（地方公共団体、学術研究機関、保全団体、住
民等）との連携により、地域課題の解決や地方創生等

ਤද �　ࣗવڞੜαイτのྫ �
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の「ネイチャーポジティブな地域づくり」へと発展さ
せるべく、モデル創出に向けた事業も開始した。
　このように、環境省では TNFD 等国際動向もきっか
けの一つとして、企業が自然を保全し又は持続可能な
利用をすることで適切な資金の流れを生み、また、ネ
イチャーポジティブを踏まえて創出された製品・サー
ビスの価値が評価される消費行動や地域での活動が展
開されることでネイチャーポジティブ経済の実現を目
指している。

ファシリティマネジャーのօさ·΁
　ファシリティマネジメントに取り組まれる皆さま
は、オフィスや工場、公共空間等の施設とその周辺
環境を総合的に管理されるお立場であることから、
まずその施設が位置する地域の自然との関係を確か
めていただくことを提案する（ツールとして、環境
省では「生物多様性見える化マップ」をご用意して
いる6））。
　自然は、気候変動対策とは異なり場所に応じてそ
の特性が異なる。原生的な自然環境から、里地・里山、
都市緑地まで、その形態も重要性もさまざまだ。また、
ある場所における影響を他の場所の回復等で真に相
殺することはできないことや、生態系のネットワー
ク性が重要であること等の特徴もある。特に、河川
流域のように、事業活動の影響が下流域にも及ぶ場

合や、地下水を共同利用している場合には、その自
然に依存している共通のステークホルダー間での対
話も重要となる。
　施設や土地に紐づく事業活動を支えていく観点で
は、その土地ごとに性質が異なる自然関連リスク・
機会をまず把握することが重要である。さらに、そ
うした要素が経営にどのように影響を与えるのかを
ナラティブに分析し、事業活動の持続可能性を高め
るように導くことが、ファシリティマネジメントの
観点から取り組めることではないだろうか。◀

ਤද �　ネイνϟーϙジティϒࡁܦのֆ࢟
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͸͡Ίʹ                                                       
஛ྛ ஌थɾਿ խจ
　アクロス福岡は 1995 年に竣工し、今年で 30 年を経過、
福岡市を代表するランドマークとなり、今なお訪問者や見
学者が絶えず、オフィス棟で働く人々を含めると年間 100
万人が利用する複合型ビルである。欧米には、年月を積
み重ねることでより成熟した外観となり、その建築物や都
市の価値を高める施設が存在するが、アクロス福岡も福
岡市においてそのような存在になっている。

ίϯηϓτͱ֓ཁ                                        
஛ྛ ஌थɾਿ խจ
　アクロス福岡ステップガーデンは、福岡県庁跡地の
天神中央公園に隣接するオフィス及び県施設を要する
複合ビルの南側において、四季を感じさせる健康で豊
かな地元の山を育てることをコンセプトに新しい維持
管理手法を取り入れ、今の言葉で表現すれば、資源循環・
自然再興（ネイチャー・ポジティブ）の観点で、当時

では想像できないほど先の未来を見据えたものであっ
た。いま 30 年の月日を経て、ようやく当時のイメー
ジを「アクロス山」として、現代社会の価値観に沿う、
またはそれを超えるような自然豊かな山になっている。
　主要なコンセプトの１つは地元福岡の地域在来種で
構成する植栽設計である。アクロス山では、種の多様
性の保持も考慮し、この地域に昔から自生していた植
物の種にこだわり、同じ在来樹種でも他地域から持ち
込まれた植物は使わず植栽された。そのため一度に大

ࣗવͱͷڞੜΛςʔϚʹ͠ ͨ
ΞΫϩε෱Ԭ
εςοϓΨʔσϯʢΞΫϩεࢁʣ
ͷ��೥

˔྘Խݐங

ࣸਅ �　福岡ݝி੻地ʹ建設͞Εͨެຽෳ߹ࢪ設ʮΞクロス福岡ʯશܠɻ๺ଆʢࣸਅࠨʣɺೆଆʢࣸਅӈʣɻఱਆதԝެԂʹ໘ͨ͠ೆଆ͸ɺステοプঢ়の԰্ఉԂʹͳ͍ͬͯΔ

஛ྛ ஌थ
͚ͨ͹΍͠ ͱ΋͖

株式会社 Takebayashi Landscape Architects
୅දऔక໾

ランυスέープΞーΩテクτ

ೳ੎ ࠼ඒ
のͤ ͋΍Έ

内山緑地建設株式会社
थ໦ҩ

ਿ խจ
͗͢ ·͞;Έ

エイ・エフ・ビル管理株式会社
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量のしかも背の高い植物を入手することは困難であり、
当初は背の低めの植物が植えられた。そこで竣工当時
は花壇を感じさせるような景観となったが、自然豊か
な山を育てる思いのもと、年月をかけて景観をつくる
考え方を貫いた植栽計画であった。
　地域在来種による緑地は、都市においても野鳥など
生き物の訪れる生息地となった。実生などにより鳥が
運んできた樹種数は、当初植栽した種数の倍となり、
年月を経てより多様な緑地になる成果を生んだ。
　次に雨水を基本とする植栽の灌水である。アクロス
福岡の建設時は、まだ福岡市への筑後川導水は行われ
ておらず、福岡市はたびたび渇水災害に見舞われてい
た。そのため上水を貴重な資源と捉え、雨水だけで植
物を育てる計画が立てられた。これにはアクアソイル
という人工軽量土が大きな役割を果たした。
　副次的な効果として、南側壁面が「緑のカーテン」で
覆われたことにより、南側壁面の温度が植栽の壁面と比
べ、約 10℃ほどの冷却効果を発揮している。近年では
各家庭等で「緑のカーテン」が普及しているが、その先
駆けとなっており、結果としてビルの光熱費抑制に寄与
し、環境にやさしいビル設計につながっている。

                                        年มԽʹついͯܦ
ೳ੎ ࠼ඒ
　1995 年の竣工から 30 年が経過し、ステップガー
デンの “ 森番 ” は私で３人目となった。1995 年に
76 種植栽されてから、2025 年の調査により草本、

木本合わせて 150 種類以上存在することが確認され
た。 こ れ ま で（2010 年、2019 年 ） に 行 っ た 調 査
結果と合わせると、ステップガーデンで観察された
植物は延べ 200 種以上となった。数年おきに新種を
植栽することもあれば、外部から鳥などの動物や風
によって運ばれることによって植物が増えた。また、
大きくなりきれずに消失する植物もあった。
　竣工当時は落葉樹と常緑樹の比率が 3：7 だったのが、
現在では落葉樹がずいぶん増えた。設計コンセプトが「都
心のビルに花鳥風月の山をつくる」だったので、より四
季を感じられるように落葉樹を増やす取り組みを行っ
た。大きくなった常緑樹を伐採し、太陽の光が差し込む
ことによって新しい樹木が生長できるようになる。そこ
に落葉樹の実生が育つ空間をつくった。また、2022 年
に大規模修繕工事があり、工事に係るエリアの樹木を伐
採し新しい植物（ウリカエデやツリバナ、ゴマキなど）
を植栽した（写真 3　2022 年 7 月の状況）。森林内で
は台風などの災害により樹木が倒れることがある。これ
は「自然的攪乱」と呼ばれ、森が新しく生まれ変わるきっ
かけとなる。自然環境で起こる攪乱を人の手でまねして、
樹木を一部伐採し、新しい植物を植えることで「アクロ
ス山」の多様性増加を促すのである。
　動物の目撃情報もある。野鳥では、メジロやアカ
ハラ、ソウシチョウ、ジョウビタキなどが観察され
ている。私が一番驚いたのは、2021 年の巡回中に
体長 50cm ほどのアオダイショウを目撃した時であ
る（写真 4）。ネズミや鳥を餌とするアオダイショウ

ࣸਅ � 　ॡ͔޻Βのܦ೥มԽɻ緑Խͨ͠ステοプΨーデン͸ఱਆதԝެԂͱ一ମԽ͠ɺ౎市のதʹ๛͔ͳڥ؀Λ૑ग़͍ͯ͠Δ
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は、食物連鎖の上位に位置し生態系の健全さを示す
指標となる動物だ。アクロス山はゆっくりとだが、
確実に成長しているのである。私は 2 度しか確認し
ていないので、もし今後発見する方がいらっしゃる
なら、大変な幸運と思ってそっと見守っていただき
たい。

೔ʑの؅ཧʹついͯ                                     
ೳ੎ ࠼ඒ　
　通常、植栽管理は剪定、除草、消毒、施肥の各項
目について年に何回行うというのが一般的である。
一本一本剪定して樹形を整え、虫がつかないように
薬剤を散布し、肥料をやる。すなわち植栽の “ 維持 ”
管理である。一方でステップガーデンの場合はそれ
とは異なり、“ 山に育成 ” する管理が行われる。主な
管理は第一に剪定、第二に伐採で、無農薬無灌水の
管理である。天神中央公園から “ 山 ” に見えること
を重視し、“ 山 ” のバランスを整える剪定を行う。ま
た、2022 年～ 2024 年の間で、直径 30cm 以上の
多くのスダジイなどの常緑樹を伐採した。剪定・伐
採した枝葉については、場外持ち出しを一切行わず、
小さく切り刻んで植え込みのなかに戻すか、バイオ
ネストの材料としている。
　バイオネストとは、幹や枝をサークル状に組み上
げ、サークルの中に小さく切り刻んだ枝葉を積み重
ねた、堆肥置き場である。堆積した枝葉を微生物の
活動により時間をかけて腐葉土にし、カブトムシな

どの新たな生き物の生息場所となることを期待して
いる。将来、アクロス福岡で昆虫採集ができる日が
やってくるかもしない。
　また、鳥にとって虫は主要な食糧源であり、特に
春から夏にかけてはヒナを育てるために大量の虫を
食べる必要がある。無農薬であることは虫の生育を
阻害せず、虫がいるということは鳥も飛来してくる
ということである。そして、秋から冬には果実を食
べ種子を運ぶ。運ばれて発芽した実生も、除去せず
自然のままに残している。これによって生態系の循
環が成り立っている。
　よく「灌水をおこなっていますか」という質問を
いただくことがある。基本的には無農薬・無灌水の
管理を行っているため、灌水を行うことはほとんど
ない。保水性の高い人工土壌を使用しており、30 日
灌水しなくても問題のない設計となっている。しか
し、近年の猛暑や渇水によりイヌエンジュが葉を落
としたり、ソヨゴが 10 数本枯死したりすることが
あった。そのような年には、地下の雨水貯水槽から
くみ上げた水をスプリンクラーによって灌水するこ
ともあった。ステップガーデンで樹木が枯れること
は決してネガティブなことととらえていない。他の
植物との光競争や水分競争に負け樹木が枯れたとし
ても、その空間は次の新しい植物の生育場となる。
ある程度自然の遷移に任せながら管理することで、
さらに 30 年後にはまた違った景色になっているだ
ろう。

ࣸਅ �　८ճதʹൃͨ͠ݟମ長 ��cN のΞオμイγϣ΢ɻΞオμイγϣ΢͸৯෺࿈
ඪͱͳΔࢦの݈શ͞Λࣔ͢ܥの্ҐʹҐஔ͠ੜଶ࠯
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                                     ঝܧのݟըʹついͯʙ�0年ؒの஌ܭのޙࠓ
஛ྛ ஌थ
　第一には、30 年を経て築かれたアクロス山の環境
づくりの知見を継承していくことが大切と考えてい
る。具体的には、福岡の地域在来種による多様な山
の植栽により、野鳥が生きる自然の生態系にアクロ
ス山が組み込まれ、鳥により新たな種が持ち込まれ
樹林が多様になること。人による伐採の際には、伐
採を機会と捉えてさらに多様な樹林となるよう、地
域在来の苗木などを植栽し、成長する景色を楽しむ
こと。枯れ枝・落ち葉などの廃棄物をオンサイト処理・
再利用すること。このような考え方を維持すること
である。
　アクロス福岡で示された資源循環を可能とする人工地
盤緑化の知見と価値を、周辺の博多・天神地区や日本国
内に広げていく発信を行っていくことも重要である。基
本的なポイントとしては以下である。　

1）雨があたるところに緑地を計画する。雨を活かす。
2）信頼性の高い人工軽量土を使う。　
3）地域の自然生態系に加わる在来種を選ぶ。 　
4）大切にしたくなるような景観をつくる植栽設計を施す。
5）年月を経るごとに植栽が成熟し、より良くなることに

配慮する。

　自然の雨を栄養とし、過剰な管理をしないでも育っ
ていく適切な植栽基盤や設計を行えば、小規模でもア
クロス福岡と同様の「都市の自然」をつくることがで
きるだろう。
　いまだ実証されていないアクロス福岡の価値とし
て、たとえば種の多様性を保つ植物による緑地がも
たらす、鳥を呼ぶ以外の効果など、他にも多様な価
値が想定される。また今後の社会や環境の変化に伴
い、アクロス福岡が実は有している新たな価値が見
えてくることも考えられる。今後もさまざまな観点
からアクロス福岡の価値を掘り下げていきたいと考
えている。
　前述してきた通り、アクロス福岡が都市の環境に
貢献してきた価値は、施設や敷地単独に留まらない。
従って、施設単独の収支によってのみ施設の維持が
考慮されるのではなく、もっと大きな領域の経済活
動や環境保全に基づく仕組みによって、施設および
それが有する環境を維持する方法も考えられるので
はないだろうか。今後、このような仕組みに関する
リサーチを行い、「仕組みで維持する」アプローチを
検討する計画である。◀

ਤද　ੜ෺ଟ༷ੑอશ΁のαステφϒルͳऔΓ૊Έ

ੜ෺多様性อશへのαステナϒϧな取り組み
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はじめに
　ASIBA は、建築・デザイン領域のए手クリエイターが、
自らの創造性と主体性を起点に、社会的な問いに応౴す
る実践を広げていくためのインキュベーション・スタジオで
す。既存の政策や組織の枠組みだけでは捉えきれないほ
ど課題が多元化・複ࡶ化する現代において、クリエイティ
ブ領域を起点とした社会的実践が必要だと考え、クリエイ
ティブʷアントレプレナーシップを࣠とした人材育成・事業
開発支援・自社事業推進を行ってきました。

1. クリエイティブ・アントレプレナーシップ：問題
解決から問題提起へ

　クリエイティブ・アントレプレナーシップは、「自ら問い
を立て、社会との接点を構築し、具体的な行動を通じて新
たな選択ࢶを提示していく姿੎」を意味します。不確実で
先のಡめない現代では、与えられた課題に対して最適な解
を導き出す問題解決型の人材以上に、目的そのものを問
い直し、30 年後、50 年後の社会がどうあってほしいかを
選び取る「問題提起型」の力が求められています。建築・
デザイン領域の職能ڭ育で養われてきたこの知性が、アン
トレプレナーシップ精神をซせ持つことで、より創造的で
豊かな社会を作れると考えています （図表 1 ）。

　ASIBA に参加する多くのए者は、社会課題や意義では
なく、内発的な動機や「つくりたい」という強い思いが先
行しています。最初は何を作りたいのか自分自身でもわか
らない状態からスタートしますが、少しずつ自らの「問い」
を見つけ出し、実践してみることでだんだんと形になり、
社会に近づいていきます。個人から社会、そして世界へと
探求を進めた先に、社会のあり方に対して自らの主体性を
もってモノを作れるようになるでしΐう。すなわち、自分が
生きることのԆ長線上に社会と世界が存在し、そこに新た
な可能性が立ち上がってくる状態です。 
　世の中には個人の好ح心や内発的な動機がബれ、目的
と手段が逆転しているケースが少なくありません。私たち
は ASIBA を通じて、個人の主体性を取り໭し、「何のため
にモノを作っているのか」という目的をもう1 度見つめ直
したいと考えています。

2. ASIBAの事業：クリエイティブな社会的実践
のエコシステム・ビルディング

　さて、ASIBA は個人レベルでこのような変化を生みつつ、
グループとしてクリエイティブな社会的実践のエコシステム
を立ち上げ、経営支援、パートナーシップ、ファイナンス
のあり方を探求しています （図表 2）。

ΫϦΤΠςΟϒɾϑΝʔετͳ
ࣾձมֵʹ͚ͯ޲

ΞϯτϨϓϨφーシοϓ 9̝

髙野 広海
 ͔ͨの ͻΖ͏Έ

一般社団法人ASIBA
౦ژ大学޻学෦౎市޻学Պ౎市デβイン研究ࣨ
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　ASIBAの事業は大きく分けて3つです。1つ目のインキュ
ベーション事業では、建築・デザイン領域でプロジェクト
に取り組むए手を対象に、3 カ月間の伴૸を通じて事業化
を目指すプログラムを提供しています。ここでは、前ষで
説明したような自ݾ内発的な変容を促しつつ、同世代のメ
ンターとともに事業・クリエイティブ両面での支援を行いま
す。これまでの 2 年間で 3 期・36 プロジェクトを採択し、
100 名以上のଔ業生をഐ出してきました（ࣸ真 1、2）。
　2 つ目はレーベル事業です。これは、インキュベーショ
ン・プログラムをଔ業して法人登هを行い、本格的な事
業開発を行うクリエイターを対象に、大企業・自治体と
の協業支援を中心に、経営支援を行うものです。クリエ
イティブ領域では、作りたいモノや景৭、関係性、世界
観が生まれて初めてビジネスモデルが立ち上がります。
また、前提としてクリエイターのビジネスリテラシーは低
く、一定のビジネス経験を積む必要もあります。そこで、
ASIBA は保有する建築・不動産系の大企業や自治体と
のネットワークを活用して、ASIBA を含めた 3 社でプロ
ジェクトを組成し、クライアントワークの中で制作やリサー
チを行うことで、一定の資金とビジネス経験値を得なが
ら事業解૾度を上げていく、という支援を行っています。
例えば中古建材のリユースに取り組む ReLink は、大手
ゼネコンとの共同リサーチを行ったり、高島平団地で行
政と連携したリユースによるまちづくりの実証実験を行っ
たりしています（ࣸ真 3）。
　3 つ目はデザインスタジオ事業です。ASIBA は支援者で
ありつつ、誰よりもクリエイティブ・アントレプレナーシップ
を体現する者でありたいと考えるからこそ、企業の課題解
決や自社事業開発を領域横断で進めています。具体的に
は、まちづくりに主観的情報を取り込むための「間主観的
デジタルツイン」の開発や、未来ಎ察を踏まえた大手ゼネ

コンの技術開発支援、生き物の視点から都市デザインを
考えて実装するワークショップシリーズなどを行ってきまし
た。2026 年にはより多くの作品制作や論文ࣥ筆も行って
いく予定です。

3. 今後の展望：クリエイティビティの「北極星」
を掲げて

　歴史上、ֆ画をはじめとしたクリエイティブなエコシステ
ムはパトロンモデルによって成り立ってきました。自分が表
現の特別な受け手であれるという状況に、一部の富裕層
がお金を支෷ってきたのです。しかし現代において、真に
創造的なものは、地に足の着いた生活的な目線で生まれ
ていくと信じたいし、そんな社会にすることが建築や都市
計画を学んできた私たちの使命だと考えています。
　ASIBA は、クリエイティブ領域に多様な資本や社会的信
用がୗされるような、システムチェンジを起こすことを目標
にしています。すなわち、クリエイティブ・アントレプレナー
達が一定の金મ的リターンを生みつつ、ඒしい作品や新
しい学術知を生み出し続けている、という状況を作ること
です。ASIBA はそのために、①クリエイティビティが守られ
る場所を作ること、②エコシステムそのものをѹ౗的に拡
大させること、③事業開発とクリエイティブ � 学問知創出を
横断的に支援すること、④支援先の実績や自社事業を通じ
てこの領域から一定の金મ的リターンが生まれると証明す
ること、にコミットしてまいります。
　投機的ではなく長期的な未来の視࠲に基づき、1 つの
プロダクトでの一点ಥഁではなく、研究や作品制作などさ
まざまなメディウムを横断し、行政や大企業などߗ直的だ
が公共的な主体を巻き込んでインパクトを生み、金融資本
ではなく文化資本を増やしていく、そんなクリエイティブ・
ファーストな社会への変革を目指して。⾢
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活用の遅れなどにより、当初の計画通りに進まない自治
体も多い。一方、民間事業者による包括管理を導入し
た自治体では、点検結果に基づく改修費の精度向上や
予防保全型への転換が進み、実行計画の改గにより効
果的な運用が図られている例もみられる。
　全体として、行政機能や文化施設など全市レベルで
優先ॱ位が高く、制度的・ࡒ政的支援が得やすい施設
では再ฤが比較的着実に進んでいる。一方で、地域住
民の合意形成が不可欠な小学ߍやコミュニティ施設な
ど地区レベル施設の再ฤは、今後の公共 FM における
重要な課題である。これら施設は地域生活に密接であ
るため、ストック活用とߋ新のバランスを丁寧に検討す
る必要がある。

これからの公共施設のビジョン
　ストック型の公共施設整備の流れは、建築分野にお
ける民主化や、住民参加による共創型リノベーションの
動きとも連動し、「与えられる施設」から「自らつくる施設」
への転換を促している（図表 1）。特定用途にݻ定され
た施設から、多目的利用や複合化に対応できる施設へ
の移行が進む。さらに運営段階では、民間事業者や地
域住民が主体となり、その地域性を反映した施設運営
がまちづくり活動へと発展していく。特に地区レベルの
再ฤでは、ストック活用型あるいはߋ新型の多機能拠

はじめに
　建築分野では長らくフロー型からストック型への転換
が求められてきた。公共施設マネジメント（以下、公共
FM）においても࿝ٺ化が進む施設を可能な限り使い続
けるための長寿命化と、施設再ฤに伴う用途変ߋへの
的確な対応が重要となる。既存ストックを活用していく
ためには、建築技術としては଱ٱ性・可変性・ߋ新性
の向上が求められるとともに、既存空間を別目的に転
用する際の計画手法が不可欠である。著者は、公共施
設の用途変ߋ事例における空間改変および学ߍを中心
とした公共施設の増改築ཤ歴を調査し、ストックߋ新を
空間利用の視点から捉える計画手法の確立を目指して
研究を進めている。本ߘでは、その研究の背景として
公共 FM の現状を整理し、ストック型計画手法の方向
性について述べる。

公共施設マネジメントの動向と課題
　現在、公共 FM は公共施設等総合管理計画に示され
た用途別方針を基ૅとし、施設用途ごとの個別施設計
画に基づく୹期実行計画の段階へ移行している。策定
がૣかった自治体では୹期計画から中期計画への移行
が始まっているが、その過程で総合管理計画と個別施
設計画の૒方で見直しが行われている。特に、建設資
材の高騰によるߋ新費用の再評価、観光施設等の民間

ਤද �　スτοクࢪڞެܕ設੔උのల։ ࣸਅ �　ෳ߹ࢪ設ʹお͚Δロビーのઐ༻Խ

͚ͨ޲ʹ༺׆ઃετοΫࢪڞެ
ըख๏ͷ՝୊ͱల๬ܭ

FMڭҭɾ3̝8 ڀݚ
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点を整備し、そこを基点に住民主体の地域運営へ展開
するビジョンが描ける。その意味で、公共 FM の初期
段階でモデル的に整備される拠点施設の成ޭは、施設
再ฤ全体の方向性をࠨӈする重要な機会である。

用途変更による複合化事例と空間対応の課題
　著者は 2002 年頃から九州ݍの地方都市を中心に
用途変ߋ事例を調査し、空間改変と利用の実態を分析
してきた。その結果、用途変ߋでは既存空間の条件が
先行するため、面積規模や空間形態が新用途にどこま
で適合するかを事前に判断することが難しく、供用後も
空間構成や利用方法の変ߋが継続的に生じることが分
かった。複数用途を導入する複合化の場合は特にこの
向が強く、本来複合施設として計画されていない建܏
物では、空間配置と利用の両面で調整の難度が高まる。
調査から得られた主な課題は以下である。
・共用空間の専用化：  複合化では利用者動線の確保の

ため共用空間が大きくなるが、各用途の面積が不足
するとロビー等の共用スペースをパーティションで区
切り専用化する事例がみられる（ࣸ真 1）。また、運
用段階で収納不足が顕在化し、共用࿓下が仮置き場
となる例も多い。複合施設では、スタッフ動線や収納
を担うバックヤードの確保が不可欠である。

・共用利用室の利用度低下：  会議室などの共用室は
複合化の利点として面積削減に寄与するが、専用室
から離れた位置にまとめて配置すると移動負担が大き
く、利用率が下がる܏向にある。࿓下沿いに単調に
ฒͿ構成はշ適性の面でも課題がある（ࣸ真 2）。

・自治体の機構改革に伴う事務スペースの変動：  組織
変ߋにより事務室の必要面積が変わるため、既存の
配置では対応できず事務機能が分ࢄすることがある。

複合施設では事務機能を大きな一体空間として確保
し、ॊೈに運用できる計画が求められる。

分棟増築拡張型小学校の更新手法
　学ڭߍ育施設は保有面積が大きく、その再ฤ・ॖ減
は公共 FM の要点である。高度成長期のࣇಐ数増加に
対応して分౩増築によって拡張された小学ߍでは、౩ご
とに建設年代が異なるため、全体計画に基づくߋ新が
求められる。著者の分析では、最も古いࣷߍは管理系
ॾ室に利用されෑ地端部に配置される例が多いが、変
の要求も大きいため自由度と拡張性に優れたย࿓下ߋ
型の平面が適していると言える。一方、学ڭڃ室は移
動量が大きく、ย࿓下型では学年ブロックが形成されに
くいことが分かった。そこで、最古のߋࣷߍ新時には管
理系ॾ室を配置するのではなく、学ڭڃ室をクラスター
形式で整備するߋ新手法を提示した（図表 2）。

ストック型計画手法 ― 作り込み型計画プロセス
　用途変ߋによる複合施設では、供用初期は利用側も試
行ޡࡨの段階にあり、運用しながら新たな空間要求が生
じる。初期段階で専用空間を過度に整備すると、その後
の変ߋに対応しにくい。そこで著者は、初期改修では最
低限の空間改変やॊೈ性の高い大空間化にとどめ、設
備的対応を中心とした整備を行い、利用が定着して高度
な要求が明確になった段階で本格的な空間改変を行う段
階的手法を提案する。これは、プログラミング（用途設定）
とプランニング（空間改変）を一体化させず、相互作用
させながら発展させるもので、「作り込み型計画プロセス」
と位置づけている。住民や多様な主体と共に施設をߋ新
する共創型リノベーションの考え方とも整合的であり、今
後は計画技術の提案へと深化させていきたい。⾢

ਤද �　෼౩૿ங֦ுܕখ学ߍのߋ৽Ϟデル

ࣸਅ �　ෳ߹ࢪ設ʹお͚Δڞ༻ར༻ࣨのू໿഑ஔ
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めには、安価で質の高い住୐の供給と、明け౉しに向けた
入居者とのަবが課題でした。
　そこで、RC 造市営住୐の改修と、民間住୐資産を活用
した木造市営住୐の廃止と੻地活用を実施し、周辺地域を
含むまちの再生を図るとともに、PFI 手法の採用で、従来
の手法よりも高質な公共サービスの提供、さらにはࡒ政負
担ܰ減を事業の目標としました。
　PFI 法における特別目的会社（以下、SPC）は、市営住
୐としてआ上げ可能な市内の民間住୐資産のѺટおよび木
造市営住୐入居者の転居支援を行い、木造市営住୐を解
体・ఫ去のうえ、その੻地を定期आ地ݖによる௞ିや売却
により活用します（図表１）。また、RC 造市営住୐は RO
方式（Rehabilitate Operate）を採用したうえで改修し、維
持管理を行います。
　民間௞ି住୐を公営住୐としてआり上げる場合 1 ౩आり
が多く、空家௞の発生がݒ೦事項となりますが、本事業では、
୐地建物取引業者が参加するSPCと協力して入居者のニー
ズに対応できる住୐をआりるため、空家௞が発生しないス
キームを構築できました。
　RC 造市営住୐の改修、木造市営住୐入居者の RC 造市
営住୐および市がआり上げる民間௞ି住୐への転居、木造
市営住୐の解体が連携して実施され、包括化の効果があり
ました。木造市営住୐のఫ去によるコミュニティの分断がݒ

はじめに
　֋௩市は面積 43�93km2、人口 81,000 人（2025 年 5
月 1 日現在）で、大阪市の中心部から鉄道で約 30 分の距
離にあり、ന࠭੨দがまͿしい「二৭の඿」や本州南限ݍ
の天然ه೦物ブナ林を育む「和ઘᷤ৓ࢁ」など、豊かな
自然に囲まれたまちです。
　施策の展開にあたっては、「新たな時代にଈした行政運
営への転換」を図り、人口減少社会においても人口密度
の維持による生活サービスのॆ実・確保を目指すとともに、
近隣自治体との広域連携や、市民団体・企業との官民連携
を積極的に進め、適切な役割分担により、市の負担を最小
に཈え、最大の効果を発شできるよう努めています。

貝塚市営住宅の有効活用による
官民連携事業について
　֋௩市は、木造、RC 造等で構成される市営住୐計 10
団地を維持管理していましたが、旧଱਒基準の木造住୐が
地਒により౗壊する可能性が高いことや南海トラフ地਒の
発生可能性を೦頭に、ૣ急な対策が必要であると考えてい
ました。木造市営住୐は官民連携での建ସえも検討してい
ましたが、ࡒ源上の課題がありました。木造市営住୐の解
体に当たり、既存の全入居者が転居可能な数の空き家が市
内に存在することを把握できましたが、転居を実現するた

ਤද �　ຽؒॅ୐࢈ࢿΛ׆༻ͨ͠໦଄市Ӧॅ୐のഇࢭͱ੻地׆༻スΩーム ਤද �　ઘभ地Ҭの܈Ϛネʹお͚Δ߹ҙܗ੒スΩーム

ΑΔʹܞҬ࿈޿ɾܞຽ࿈׭
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೦されましたが、木造市営住୐ 7 団地の੻地活用の提案も
事業に含めることで、グループϗームの༠க等、持続的な
コミュニティ形成に資する੻地活用を実現できました。

地域インフラ群再生戦略マネジメントの
取り組みについて
　インフラについても࿝ٺ化が進むなか、どのように維持
管理やߋ新をしていくか、֋௩市のみならず大阪府ઘ州地
域の自治体における共通課題となっています。これらの課
題解決に向けて、֋௩市が発起人となりઘ州地域 12 自治体

（岸和ా市、ઘ大௡市、֋௩市、ઘࠤ野市、和ઘ市、高
石市、ઘ南市、阪南市、஧岡町、۽取町、ా৲町、ິ町）
および広域連携における自治体間の調整支援の大阪府と
で、国土ަ通省に地域インフラ܈再生戦略マネジメント（以
下、܈マネ）のモデル地域への申請を行い、2023 年 12
月にモデル地域として選定されました。
マネ参画自治体の調整支援として参画している大阪府܈　
は、府内に 7 カ所の土木事務所を有しており、ઘ州地域に
は๟土木事務所（以下、๟土木）と岸和ా土木事務所（以
下、岸和ా土木）を設置しています。
　12 自治体という参画自治体が多い状況で、܈マネ計画
を策定するために重要となるのが合意形成です。円滑に合
意形成を図るため、12 自治体を๟土木管内と岸和ా土木
管内の自治体に分け、かつ、それぞれの土木事務所のװ
事をઘ大௡市、ઘ南市に担っていただくこととし、議論を進
めていくスキームを構築し、この合意形成スキームの中で、
議論を進めています。（図表 2）
　具体的には、まずは各自治体の道路、公園、下水道の
業務の見える化を行いました。見える化を行うことで、例え
ばある業務について他の自治体が直営で行っているのか、

民間企業に委ୗしているのか等がわかり、自分たちの業務
の現状を客観的に見直すことができます。そのうえでさまざ
まな業務に関して、今後は܈マネとして広域連携で行ってい
くのか、もしくは引き続き単独自治体で行っていくのか、ま
た、官民連携で行っていくのか、自治体が直営で行ってい
くのか等を議論し、2025 年 12 月の܈マネ計画策定を目
標に進めています。

今後の展開
　2025 年度は広域連携による成ޭ体験を積み重ねていく
必要があると考え、各自治体にとってメリットがڗ受しやす
いモデル事業を設定し、実装を行っています（図表 3）。公園・
下水道分野においては、すでに予算化されている業務、道
路分野においては、官民学連携による路面状況調査および
研究を事業ターゲットに設定しました。特に道路のモデル事
業は܈マネ参画自治体すべてが実施することとなりました。
　そこで、2025 年 3 月 31 日、ઘ州地域 12 自治体、三
井住༑海上火ࡂ保גݥ式会社、大阪大学大学Ӄ工学研究
Պおよびパシフィックコンサルタンツג式会社と「ドライブレ
コーダーを活用した維持管理の研究に関する協定」を締結
しました（ࣸ真）。ドラレコの映૾を収集し、AI による画૾
分析により道路損ইデータをந出、そのデータを大阪大学
大学Ӄが分析し、「路面状態の劣化予ଌ」「管理基準の設定」
につなげることを目的としています。
　さらに、ઘ州地域 12 自治体のインフラを管理するため
の組織化について、地方自治法上の一部事務組合等や官
民合同会社の検討も開始しました。
　将来の社会構造を見据えて、ઘ州地域で持続可能な公
共施設・インフラ維持管理のあり方を検討し、全国の公共
FM に貢献できるようਚ力する所存です。⾢

ࣸਅ　協ఆక݁の໛༷

ਤද �　���� ೥౓֤෼໺Ϟデルۀࣄ
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域避難場所（子ども達がよくおࢄ歩に行く大きなおࣉ）
に集まり地域の防ࡂマップを見ながら情報を共有して、
持参した防ࡂ食をおห当代わりに食べてみるという企画
でした。
　参加へのハードルが上がらないように、難しいことは
せず、いつもの家଒のお出かけに少しだけ防ࡂの要素を
取り入れて、まずإの見えるަ流をするのが目的でした。
そのうち、地域防ࡂマップを見たり、新聞スリッパを作っ
たり、情報共有のワークをするようになりました。
　はじめた頃は、参加する人は少なかったのですが、2
人の子どもがଔ園する頃には保ޢ者会主催の防ࡂ企画
は年に１回の定൪行事になり、先生達も参加してくれる
ようになりました。保育者と保ޢ者が協力して防ࡂに向き
合えるきっかけになりました。

町内会活動やお祭りで地域でのつながりを広げる
　町内の子ども会の活動への参加は、地域の防ࡂ活動に
関わるスタートになりました。子ども会の体験活動では「防
センター見学会や௽ࡂԕ足」を取り入れて、市内の防ࡂ
見઒の治水を学べる流域センターにԕ足に行きました。
それらの施設は、基本的に無料で施設の方がガイドしてく
ださるので、特別な知識がなくてもָしく防ࡂを学べます
し、主催する役員さん達の負担が少なく家଒で学べる行
事としては好評でした。
　町内会の活動をきっかけにおࡇりの時にはޚ神༫も担
ぐようになりました。今ではଉ子も一緒に参加してます。
おࡇりはただ೐やかでָしいイベントというだけでなく、
関わることでより一層地域でのつながりを広げることがで
きました。
　年に一回おࡇりを続けることで住んでいる町の中にإの
見える大人や子どもができるので大切な行事だともいます
し、何より子ども達がָしんでいる姿はخしいものです。
　子ども会や町会というコミュニティは、ۤ手な方もいる

東日本大震災の経験がきっかけに
　一市民として、฼として、この 12 年ほど地域で防ࡂ・
減ࡂ活動を続けてきました。
　きっかけは、東日本大਒ࡂです。　
　その時私は横඿にいましたが、出先で地਒にあったの
で電車が止まってしまい、生後൒年の੺ちΌんを連れて
。୐困難者になってしましましたؼ
　ೕࣇを連れてפ空の中で電車が動くのを待ちながら不
安だったことは今も忘れられません。（結ہパシフィコ横
඿に避難しました）
　また、਒源がٶ৓県ԭだったので故ڷがどうなってし
まったのかとても心配でした。ずっと変わらないと思い込
んでいた故ڷがඃࡂしたことと、福島原発の事故は、子
育てをしている自分には大きなিܸでした。そして、ࡂ
害が自分ごとになっていなかったことを実感しました。

防災・減災はすべての人に共通するテーマ
　私自身や実家の家଒に大きなඃ害はなかったものの、
当時は心配と不安ばかりの日々を過ごしました。自分が故
のඃࡂ害や人ࡂ」、に何もできなかったジレンマもありڷ
害から子ども達を守りたいʂ」という強い想いから、子育て
をしながら必ࢮにษ強して஥間を作っていきました。　子
ども達が成長していくにつれて、「自分で自分を守れる子ど
も」になってほしいという想いへと変化してきました。
　そして、ࡂ害はもちろん、生きるための力を養い、地域で
安心して޾せに฻らすために、すべての人に共通するテー
マとして防ࡂ・減ࡂを࣠にした共に育んでいくコミュニティ
としてお฼ちΌん学という団体を立ち上げました。

防災ピクニックを手始めに顔の見える交流を
　子ども達が保育園に通っていた頃から実際に活動をは
じめました。保ޢ者会の活動で「防ࡂピクニック」という
防ࡂをテーマにしたަ流活動を開催しました。地域の広

ʹΛࣗ෼͝ͱ֐ࡂ Δͨ͢Ίʹ
ʕࢢຽͱ͠ ͯɺ฼ͱ͠ ͯʕ

๷ࡂɾ1̝8 ࡂݮ
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かもしれませんし、正直今は成り手も少ないのが現状です。
しかし、一൪近い距離にいる人達でもあるので、ご近所
つきあいが少なくなっている今、この身近な関係性を見直
してもいいのではないかと思います。ただ、決してԡし付
けることはせず、子ども同士のަ流や地域のָしみの活
動の 1 つとしてゆるやかな距離感で続けています。

市民、行政、企業との連携で活動の幅を広げる
　最初は、身近なママ༑達との防ࡂ活動でしたが、地域
活動を続けてきたら同じ区内でそれぞれ別々に活動して
きた人達がリアルでつながり協力して、学習会や講ԋ会
を開催できるようになりました。
　防ࡂをテーマにした活動は、発起人の防ࡂ஥間と、市
民と行政の協力も必要だと感じます。
　区の防ࡂのॿ成金を活用したり、生協や企業やおళと
協力して活動できると予算も増えて活動の幅も広がりまし
た。防ࡂの講ࢣ団体をটいて防ࡂ学習会やワークショプ
も開催することができるようになりました。
　子ども向けの防ࡂでは、段ボールトイレを作るワーク
や、ໟ෍たんか体験、防ࡂクッキング体験、大人向けで
は「避難所運営ゲーム HUG」や「防ࡂマップ」を作ったり、
地域を防ࡂ目線でࢄ歩したり、体験をしながら学Ϳこと
を重点に開催してきました。（ࣸ真 1、2）

　冬のقઅには௽見઒沿いで、親子で「防ࡂขき火カ
フェ」も開催しています。઒沿いの許可されている場所
にขき火୆や਋など用意して子ども達に火起こしから体
験をしてもらい、火を扱う大切さを学Ϳとともに、ָしみ
ながら年代を超えたަ流ができました。

防災・減災に自らが関わることの輪を広めたい
　東日本大਒ࡂから 10 年目のコロナՒの時にඃࡂ地
の東๺のことがだんだん忘れられていく中で෩化させて
はいけないという想いから「東日本大਒ࡂを忘れない」
という講ԋ会を年に１回 3 月に開催することにしました。
ඃࡂ地の語り部の方をおটきして当時の事をお話しして
もらったり、਒ࡂに関わる映画の上映を開催しました。
過去の経験から今を生きる私たちが学んでつないでいく
ことや、東๺とのՍけڮになればいいなと思い、続けて
います。
　人はいつも非常時のことばかりを考えて生きていけな
いし、子育てしている世代は日々の生活でいっͺいです。
ですから、毎日の生活の中で普段から活かせる、誰で
もすぐにできる減ࡂ対策を、体験を通して఻え、防ࡂ・
減ࡂを自分ごとに考えて自らが関わることのྠを広めて
いきたいと考えています。⾢

ࣸਅ�　ήームͳͲΛ௨ͯ͠ମݧΛ͠ͳ͕Β学Ϳ͜ͱʹॏ఺Λஔ͘

ࣸਅ�　๷ࡂϚοプ࡞Γ͸ɺࣗ ෼ʹೃછΈの͋Δ地ҬΛ๷ࡂの໨ͰΈΔ͜ͱͰɺࡂ
Δ͖͔͚ͬʹͳΔ͡ײΛࣗ෼͝ͱͱͯ͠֐
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　本ߘでは、ハイブリッドワークに取り組むオランダ
の FM 事情について紹介したい。新型コロナウイルス
感છ঱が収ଋし、日本でもワークライフバランスが大
きく変化した。在୐ۈ務と出社を組み合わせたハイブ
リッドワークが主流となった今、本社におけるワーク
プレイスの見直しが急速に進んでいる。すべての社員
の੮を用意する必要がなくなった今、ݻ定੮を持たな
い「フリーアドレス」という方式を導入している企業
も多いのではないだろうか。実は、この「フリーアド
レス」という考え方は日本企業が生み出した和製英語
である。英語では「ノンテリトリアルオフィス」と呼
ばれ、テリトリーを持たない働き方としてถ国を中心
に展開された。この考え方をよりシステマティックに
欧州で広げたのが、「Activity Based Working（以下、
ABW）」と呼ばれる働き方である。この取り組みが最
も進んでいる国のͻとつがオランダである。

ABW という働き方
　ABW のコンサルティングを提供する「Veldhoen � 
Company（以下、V�C）」という企業がある。V�C は
1989 年、オランダで創立された働き方（ワークスタイ
ル）およびワークプレイス（オフィス／働く場）の戦略・
設計コンサルティングを行うグローバル企業だ。ABW
という働き方・ワークプレイス֓೦のリーディングカ
ンパニーとして、൴らは数多くのグローバル企業の働
き方改革やオフィス改革に携わってきた。

　では、なぜオランダなのか。実は、オランダがハイ
ブリッドワークの中心的存在である理由は、テレワー
クへの取り組みのૣさにある。他国に比べて 1980 年
代からインフラ整備が進み、1990 年代にはリモート
ワークが始まっていた。在୐ۈ務の推進や࿑働時間の
見直し、ঁ性活༂への対応、そして通ۈ手段としての
自転車通ۈの奨ྭ（アムステルダム市内では車道と歩
道の間に自転車道がある）など、働き方改革の進展
は日本の比ではない。その結果、「World Happiness 
Report 2023（UN）」によれば、オランダの޾福度ラ
ンキングは第 4 位、日本は 51 位である。人の޾せを
中心に据えた働き方を推進するオランダの取り組みは、
日本にとっても多くの示ࠦを与えてくれるだろう。
　今回、1990 年代からハイブリッドワークに対応した
本社改革に௅戦してきた V�C のマネージングパートナー
であり、グローバルオペレーションリードでもある Luc 
Kamperman 氏に話を聞いた。൴らの考え方はこうだ。
まず、ワーカーの働き方（アクティビティ）をいくつか
の類型に分ける。たとえば、集中作業、ディスカッショ
ン、リラクゼーション、ウェブ会議など。それぞれの働き
方に対応するワークプレイスをデザインし提供する。そし
て、それらを効率的かつ効果的に使いこなすためのアプ
リケーションを用意する。
　Luc 氏によると、「ABW は『アクティビティ・ベースド・
ワークプレイス』ではなく、『アクティビティ・ベースド・ワー
キング』なのだ。ワークプレイスの形を変えるだけでなく、

ϋΠϒϦουϫʔΫΛࢧ Δ͑
ΦϥϯμͷϗεϐλϦςΟ'.

松岡 利昌
 ·ͭお͔ ͱ͖͋͠

JFMA 副会長・フェロー
&VroFM日本大࢖ɺ日本オフィス学会 会長
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働き方そのものを変えることだ」と強調する。すなわち、
ABW ʺ Activity Based Workplace である。さらに、働
き方の変革を実現するために、൴らはチェンジマネジメン
トのコンサルティングも実施しているという。

アムステルダム PwC オフィス
　൴らが手がけた最近のプロジェクトに、PXC アムステ
ルダムがある。PXC はごঝ知のとおり、世界的な会計事
務所であり総合コンサルティングファームである。オラン
ダ拠点として約 7,000 名が働くアムステルダムの自社オ
フィスがあり、近年大規模改修を行い、2025 年に完成
した。このオフィスこそ、ABW を導入して変革を਱げた
代表例である。
　会計事務所には、一般企業と異なり「パートナー」と
呼ばれるג主代表社員が存在し、൴らが経営責任を負う。
すなわち、パートナーとは経営者そのものであり、大企
業の社長クラスの人々が意思決定を担っている。੫務・
؂査・コンサルティングなど各部門にパートナーが配置さ
れ、強力なݖ限をもってクライアントサービスを提供して
いる。ڻくべきことに、PXC アムステルダムではそのパー
トナーの個室をすべて廃止したという。全ワーカーのアク
ティビティを分析し、新しいワークプレイスを構築。ヒエ
ラルキーを超え、部門を超えてチェンジマネジメントを実
施した。その結果、知のަ流が生まれ、すべてのワーカー
が高いϗスピタリティを感じられるようになった。その象
徴が、誰もが公平に利用できる 1 階のフードコート（社
員食ಊ）なのである。

組織構造の穴：ストラクチュラルホール
　ワーカー同士、あるいはクライアントをটいてこの食ಊ
に集い、素੖らしい食事をָしむ。このような食ಊの機
能を社会学者ロナルド・バートは「人的ネットワークの『構
造の݀（structural holes）』を埋める仕組み」と呼Ϳ。
この「構造の݀」を埋めることこそ、イノベーションの源
ઘであるという。つまり、組織内の A ネットワークと B ネッ
トワークの間には「݀」が存在し、それがあるために両
者はつながらない。つながらなければ知のަ流は起こら
ず、情報が閉じてしまう。その݀を埋めるのが「஥介者」
である。だが、誰がその஥介者なのかは、実際に話して
みなければわからない。こうした出会いはۮ然によること

が多く、いわゆる「セレンディピティ（ۮ然の出会い）」
が重視される所以である。もっとも、実際にはۮ然では
なく、そうした人物は組織内のどこかに必ず存在している。
重要なのは、出会いを促進する場づくりである。その役
割を果たすのが「社員食ಊ」なのだ。
　近年、日本でもコロナ以降「社食」の見直しが始まっ
ており、さまざまな飲食サービス形態や提供方法が検討
されている。PXC の事例はその好例であり、その背景に
はオランダ流の「ϗスピタリティFM」が流れている。

ホスピタリティFM
　オランダの FM は「ϗスピタリティFM」と呼ばれる。
これは、ϗスピタリティ（おもてなし）サービスを重視し
た FM を実践しているという意味である。具体的なファシ
リティとしては、පӃ（ϗスピタル）やϗテルが代表的
であり、ソフトサービスを中心に人間中心の手ްいおも
てなしの精神に基づいた FM サービスが展開されている。
もっとも、人的サービスだけを重視しているわけではな
い。先進的な IWMS を提供する PLANON 社や、世界
有数の電機メーカー PHILIPS 社などもオランダの企業で
ある。つまり、ソフトサービスを支えるために先進テクノ
ロジーも組み込まれているのだ。PXC アムステルダムで
は、BEMS と連携した空調・照明制ޚや人流可視化、ロッ
カー予約システムなどがスマートフォンツールで提供され
ていた。
　このように、独自の文化に根ざした FM サービスをシス
テムとして展開し、ワーカーの޾福度を高めつつ、企業
組織の生産性を維持している。すなわち、エンゲージメ
ントを高めているのである。実際、PXC 本社オフィスの
出社率はおよそ 60％程度。月༵日と金༵日は在୐ۈ務
が多いという。ただ、訪問した火༵日の食ಊは満੮で、
ָしそうに会食している様子がҹ象的だった。まさに、ネッ
トワークの「݀」を埋めていたのかもしれない。⾢

ਤද ଄の݀ߏ　�
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　2006 年にؖ国のテグで初めての⽇ؖ FM サミットを開催
したことを思い出す。（ࣸ真 1）。私もए⼿ファシリティマネ
ジャーとして外資系⾦融機関の総務部内で FM をバリバリ実
践していた頃である。当時は⽇ؖとも JFMA やؖ国 FM 協会

（KFMA）の貢献もあり、FM という考え⽅は認知されてきた
ものの、統括管理組織として実践している企業はまだ外資
系が中⼼だった。JFMA のユーザー࠙ஊ会でも外資系出⾝の
⽅々からの FM の新઱なインプットܹࢗを受けながら、切᛭
ୖຏしお互い成⻑していった。
　あれから 20 年近くが経ち、⽇本における認定ファシ
リティマネジャー（CFMJ）保有者も 6 ઍ⼈を超え、⼤
企業を中⼼に「ファシリティマネジメント部」が普通
に存在し、不動産からワークプレイス、オフィスサー
ビス、ウェルビーイング、CSR・SDGs など多岐にわたっ
たメニューの中でファシリティマネジャーが活༂する
時代となってきた。JFMA ৆を受৆する企業のレベルも
年々上がっている。私⾃⾝もその間、⽇系外資系を計 6 
社またぎながら FM を実践し、2019 年に FM コンサル
タントとして起業し、現在まで数ेを超える企業の FM 
推進コンサルティング、そして FM を実践する「⼈」の
成⻑⽀援ができていることにتびを感じている。 
　ؖ国での最新 FM 事情と FM に携わる⼈々のキャリア
パス動向が気になり、今年のՆにソウルを訪問し関係者

へのヒアリングなどを通じ、⾃分なりに情報収集してき
た。今回は、その内容の⼀部をご紹介する。 
　これまでもؖ国の FM 事情は JFMA ジャーナルや FM 
フォーラムなどでも紹介されているが、ؖ国では⽇本の
ように FM 公式ガイドブック的なڭՊ書が存在せず、認
定ファシリティマネジャーの資格もまだない。⼤学での 
FM の研究や成果はあるものの、市場での認知は残೦な
がら⽇本よりも遅れているҹ象がある。2006 年の⽇ؖ 
FM サミットへも参加されていた FM 実務第⼀⼈者でも
ある KFMA フェローの⾦東ൣさんによると、FM の関連
団体として現在は建設系、不動産系、その他 FM 系の団
体と⼤きく分けて３つのグループが存在している（図表
１）。KFMA がそれらの団体の「調整ห」のような役割
を果たし、FM パーソンの成⻑を⽀援する構図となって
いる。これは⽇本の JFMA も同じような⽴ち位置だが、
⽇本ではもう少し広い分野、例えばテクノロジー系やオ
フィスサービス、ウェルビーイングなどサービスの分野
の市場とも関わっているのと⽐べたら、ؖ国ではハード
寄りの FM が主体となっていることがわかる。
　ؖ国はご存じのとおりࡒൊ系企業（コングロマリット）
のサムソンやヒョンデ、LG、ロッテなどの市場影響⼒が
強⼤であり、FM 実践やキャリア܏向もࡒൊ系企業の実情
を⾒ることが⼀൪の近道である。ؖ 国内で FM アウトソー

৘ͱࣄ৽࠷.'ͷࠃؖ
ΩϟϦΞύε

⾦ 英範
 ͖Ή ͻͰのΓ

株式会社 Hite&Co. 
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シング企業の最有⼒とされる GB-FMS のパク社⻑にヒア
リングした。GB-FMS は⽶ CBRE 社の FM 部⾨の有志が集
まり独⽴企業した会社で、グローバルの FM 戦略・管理
プロセスをख़知したメンバーにより国内企業の FM サー
ビスを受ୗしながら急成⻑してきた。2025 年現在で約 
600 ⼈の FM ⼈ࡒを抱え、ヒュンデグループを中⼼にؖ
国の⼤企業へ FM サ ービスを展開している。同社の売上
⽐率を⾼く占める外資系企業と、そのノウハウを得たい
国内企業とのパイプ役としても機能しており、同社は FM 
市場で重要なポジショニングを担っている。 
　パク社⻑は「ؖ国で FM アウトソーシング市場は今
後もさらに急拡⼤していくだろう」という。その背景
にあるのは、企業側から専⾨性の⾼い FM 実践を期
待される⼀⽅で、構造的な要因としてࡒൊ系企業内の
キャリアパスの変化が⼤きいことがある。ؖ国ではバ 
ックオフィス機能を「経営⽀援部」と位置づけ⼈事、
経理、法務などとฒべて FM が存在する。「総務」とい
う名前は歴史的に⽇本からؖ国に౉った経Ңもあり、
その⾔葉はঃ々に消え去っているようだ。その代わり

「経営⽀援部」の中で FM を実践しており、「何でも屋」
的な総務部⾨の中で FM を実践している⽇本よりも経
営に近いҹ象もある。ؖ国での新ଔからのキャリアパ
スのయ型例（図表２）を参考されたい。社内キャリア
を複数部⾨で積みながら、50 ࡀを超えた社員の多くは
次のキャリアを考え始めるという。⽇本の役職定年と
⾨きڱがے定年という道ࡀ ているが、ؖ国では 60ࣅ
であり、55 ࡀ前後で会社を去ることが余ّなくされ
る。その時点で FM に関連する仕事をする⼈々は転職
か独⽴をするケースが多く雇⽤の流動性も⾼い。⽇本
では通常は FM ⼦会社への転੶か出向となり市場での

雇⽤流動性は低い。しかもグループ企業内で雇⽤が守
られた中での FM 実践であり、厳しい⾔い⽅だと成⻑
への危機感が๡しい。⼀⽅でؖ国では競争市場へ出て
いき、危機感をもって成⻑する。この⽇本とؖ国の「雇
⽤市場の厳しさのࠩ」が FM アウトソース市場成⻑の
ࠩへ直結しているのである。
　私が⾒る限り、ؖ国での FM アウトソース市場は欧⽶
により近く、今後⼤きく成⻑する可能性をൿめている。
テクノロジーの進化と FM 推進も直結している。例えば
⽇本で主流の「仕様型の発注」ではテクノロジー推進が
進まないというジレンマもあるが、ؖ国では性能発注型

（SLA・KPI）、⾦ֹݻ定型で⼈が少ないほうが利ӹが⽣ま
れる仕組みの中で、FM テクノロジー進化を加速させてい
る。こちらのほうが数年先は分があるかもしれない。 
　⼀⽅で、ؖ国市場で⾜りない部分は前述のとおり FM 
Պ書と認定資格である。⽇本はそこで⼀歩も⼆歩もリーڭ
ドしているので、⽇本の公式 FM ガイドブックのؖ国語
༁版への期待も⾼く、またそれに付随したؖ国内での FM 
認定資格制度の確⽴も今後は実現するのかもしれない。
　私が思い描いているのは 2006 年⽇  ؖFM サミットの
時と同じく、時を経ても⽇本とؖ国の૒⽅が FM 推進に
関して進んでいる⾯と遅れている⾯を補完し合いながら、
共に FM 進化を਱げることであり、それは在⽇ؖ国⼈と
して⽇本で⽣まれ育った私だからこそ、誰よりも熱望し
そのための努⼒も੯しまない。 
　今回のレポートへ協⼒いただいた KFMA フェローでも
あり EN ファシリティの代表取締役である⾦東ൣさんと 
GB-FMS 社⻑のパクさんへ感ँするとともに、今後も⽇ؖ
で FM 連携していく同志であることをお互い確認し合っ
たソウルへのཱྀであった。⾢

ਤද̎　ؖࠃͰの FM ΩϟϦΞύスʢۀا内యྫܕʣ
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ʮ૯務ʯという৬छとのग़会い
　私が本格的に「総務」という職種を意識して働き始
めたのは、当時の総務部門をメインで担当していた社
員の方がୀ職されたことがきっかけだった。当時の私
は෰০系の専門学ߍへ通学中だったので、総務部門
のアシスタントというポジションでアルバイトとして採用
してもらえた。とはいえ、まだ学生だったので働ける
時間のറりも多く、アシスタント時代は総務の中でもॸ
務的な業務支援サービスの仕事を中心に任せていた
だくことが多かった。そのため、自分が今の会社で何
をやっているか説明する場面では「総務として働いて
います」というよりは「事務的な処理業務やॸ務的な
業務のサポートをしています」と具体的な業務内容を
఻えていた。
　転機となったのは当時、私がアシスタントとしてब
いていた社員の方がご自身のເを׎えるため一೦発起
し、会社をୀ職するとお話しいただいた後だった。ちΐ
うど私もその年に専門学ߍをଔ業する予定だったの
で、そのまま現在の会社にब職して後任として働くか、
専߈していたアパレル関係の仕事に௅戦するか選択
、があり、アパレル関連の仕事へबくこともできたがࢶ
アシスタントとして任せてもらっていた総務の仕事もָ
しく、やりがいを感じていたので、໎った結果、現在
のۈめ先で総務部門の後任として働くことを選択した。
ほぼ未経験に近い形でスタートしたが、この選択が本
格的に「総務」という職種を深く理解することにܨがり、
後に私が「ファシリティマネジメント」という仕事を知
るきっかけとなった大きな出来事だった。

ʮなΜでも԰ʯʮԑのԼの力࣋ͪʯという
藤׉༿へのݴ
　正式に総務部へ配属されてからも事務的な処理業
務やॸ務的なサポート業務は継続して行っていた。た
だ、1 つ新しくժ生えた強い想いがあった。それは「総
務の仕事に対する考え方を私自身からまず変化させ、
より魅力的な仕事として評価してもらうようになる」こ
とだった。ޡ解がないよう先に఻えておくが「なんで

F
M
は「
幸
せ
」の
お
手
伝
い
が
で
き
る
仕
事

দຊ�ࣿ໻ࢠ  
まͭもと さやこ　　

ネクステージグループホールディングス株式会社 
Ӧਪਐܦ ԉࣨࢧӦܦ
νームϦーμー

˔プロフィーϧ

201� 年にࡏݱのネΫステージグϧープϗー
ϧディングスג ࣜ 会 社へೖ 社。໿ 1 年 ൒、
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も屋」「ԑの下の力持ち」というイメージを否定してい
るわけではないし、むしろ信頼や安心感、頼りがいと
いったプラスの要素が多く言語化されたものだと思っ
ている。ただ、当時の私はこのイメージをポジティブ
に捉えきれずᷤ藤した時期があった。੣心੣意、取り
組んだことに感ँをもらえる機会も多かったが、それ
が継続的な業務の積み重ねの結果としては捉えてもら
えず、何をやっているのか周りに఻えきれていない状
況にݽ独感を抱えながら仕事をしていた。いま思うと
仕事に対する視野がڱくなっていたと反省するが、当
時は具体的な成果として可視化しにくい状況の中で、
キャリアに対してもどこか行き٧まりを感じ、今の仕事
をただ継続させることだけに集中した時期でもあった。

、໺を広͛たઌにみ͚ͭたࢹ
ʮ఺ʯからʮઢʯへの変化

　そんなᷤ藤を持ちながらもどこかにಥഁ口がないか
もがいていた時、仕事の幅を広げるため参加したバッ
クオフィス業務 EXPO で「戦略総務」をテーマにした
セミナーへ参加した。このセミナーをきっかけにファ
シリティマネジメントという֓೦を知り、FM 運営と総
務部が果たす役割をඥづけることで、より企業に貢献
できる業務体制をつくるイメージが明確になった。さ
らに、グループ会社のオフィス移転や本社の増চを行
うことが決定したタイミングとも重なったため、ૣ速、
FM 運営の֓೦を取り入れた実施計画を作成した。結
果、より具体的な社員向けサービスの提案に留まらず、
企業特有の経営戦略とඥづけた具体的なオフィスの在
り方やグループ会社として継続した活用法を੝り込ん
だ提案内容を作成し、経営層にインパクトを残せるよ
うにしなければという意識を高めることができた。セミ
ナーという知識的な学習と今まで総務で培ってきた経
験学習がܨがり、まさに仕事が「点」から「線」に変
化したॠ間だった。現在もオフィス移転など中長期的
かつ多くの予算や時間を費やし、影響のൣ囲も大きい
案件となると正直プレッシャーを感じるが、その当時
に得た気づきを参考にしながらグループで保有する複

数拠点のファシリティをどのように活用するか模ࡧする
ことで、新しい課題にも積極的に向き合うことができ
ている。この経験から「なんでも屋」＝「なんにでも
௅戦できる」とポジティブに捉えることもできるように
なり、制約が多い中でも「多岐にわたり幅広く業務を
担当できることこそが強み」だと見出すことができるよ
うになった。

り方ࡏす、これからのࢦの中で目ܗߦ進ࡏݱ
　今までを振り返ると、ファシリティマネジメントという
֓೦が、自分のキャリアと向き合うきっかけをつくって
くれた。そして結果的に業務内容の質が上がり幅も広
がり、仕事の大小にかかわらず、やりがいを持ってָ
しむことにܨがっている。そして今はੲの自分と同じよ
うに総務という職種から、どのようにキャリアを築くか
೰むメンバーに、このような選択ࢶもあると఻えていき
たいとも思っている。とはいえ、私自身もまだファシリ
ティマネジメントに出会って 6 年ほど。まだまだ学Ϳ
必要がある部分も多いし、Ԟ深さを追求している「現
在進行形」であり、日々、自社の経営戦略と結び付
けた貢献を FM 運営の観点でどのように具体的な方法
で実現できるか೰み、ฃಆしている。道൒ばだからこ
そ、യ然と総務としてこのままでྑいのか೰んでいたり、
ファシリティマネジメントの何から始めればよいかわか
らない人たちに共感できることも多いと考えている。
　最後に、このファシリティマネジメントという仕事は、
所属する会社によって求められ、期待されるレベルや
姿がとても異なる部分が多いと思う。しかし、1 つ言
えるのは会社やそこに属する社員の「޾せ」のお手఻
いができる仕事であるということ。人と人がܨがりや豊
かさを共有できるオフィスで過ごすことは、目の前の仕
事にも真伨に向き合えるだけではなく、人にしかでき
ない創造性やコミュニケーションを生み出すきっかけ
になると考えている。そんなファシリティの可能性を最
前線で作り出し、さらに高みへチャレンジできるこのଚ
い仕事に引き続き຅頭し、௅戦をָしみ続けていきた
いと思う。⾢
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ɹࠓ೥ɺୈ �� ճ໨Λܴ͑Δ೔ຊϑΝγϦςΟϚωδϝϯτେ
ձʢϑΝγϦςΟϚωδϝϯτϑΥʔϥϜ ����ʣͷςʔϚ͸

ʮ͜Ε͔Βͷ '. ��Ζ͏ʕޠ͍ͯͭʹ ೥໨ʹ͑ߟΔϑΝγϦ
ςΟϚωδϝϯτͷࡏݱ ŋ աڈ ŋ ະདྷʯͰ͢ɻίϩφՒҎ߱ɺ
ΦϯϥΠϯߨԋΛத৺ͱͨ͠ϓϩάϥϜͰ։ͯ͠࠵·͍Γ·͠
͕ͨɺࠓ೥͸ �� Λ௒͑ΔΦϯσϚϯυ഑৴ͷߨԋʹՃ͑ɺ

ୈ20ճ ೔本ファシリティマネジϝントେձ
ファシリティマネジϝントフΥーϥϜ 2026

ԋプϩάϥϜの֓ཁߨ

τϐοΫε

ϦΞϧͳ৔Ͱօ͞·͕ϑΝγϦςΟϚωδϝϯτʹ͍ͭͯޠΓ
߹͑Δɺର໘ܕͷϥΠϒΠϕϯτΛ਺ଟ͘͝ ༻ҙ͠·ͨ͠ɻ
ɹ� ݄ �� ೔ ͷʮ."*/ -*7& &7&/5ʯ Λ ͸ ͡ Ίɺ� ݄ �
೔ ͷʮ&"3-: -*7& &7&/5ʯɺ� ݄ �� ೔ ͓ Α ͼ �� ೔ ͷ

ʮ'036. 8&&, -*7& &7&/54ʯΛ։͠࠵·͢ɻ

● MA*/ -*7& &7&/5

202�೥2݄��日ʢਫʣɹ

会৔ɿޚ஡ϊਫιϥシティʢ౦ژ౎ઍ୅ా۠ʣ

ௐ講演ɾ対ஊج ⁃
ɹجௐߨԋᶗʙᶙͱͯ͠ҰڮϏδωεεΫʔϧ ಛ೚ڭतͷೇ
໦ࢯݐʹΑΔʮઓུతҙܾࢥఆͱ "*ʯɺࣜגձࣾ 5)*3% ୅
දऔక໾ࣾ௕ͷҪ্ಯࢯʹΑΔߨԋʮ'. ͷະདྷ Ȃݐ෺ʹh ஌
ੑʱΛ࣮૷͢ΔȂʯɺࣜגձࣾυϜυϜϑʔυαʔϏε ୅දऔ
క໾ࣾ௕ͷ౻㟒೜ࢯʹΑΔʮ͔ػةΒͷ୤ग़ʂݩઐۀओ්ͷ

ʰ͍ࢥ΍ΓܦӦʱͱ͸ʁȂ৽ੜυϜυϜͷٯऻȂʯͷޙɺ+'."
ձ௕ɾถ૔੣Ұ࿠ͱͷରஊΛ༧ఆ͍ͯ͠·͢ɻ

⁃ Ωーノートシンϙジ΢ム
ɹʮ͜Ε͔Βͷ '. Ζ͏ʯΛςʔϚʹɺ+'."ϑΣϩʔޠ͍ͯͭʹ
ͳͲ͕ొஃ͠·͢ɻ

ԋߨ ⁃
ɹւ֎͔Βট͍ͨߨԋऀʹΑΓɺΞοϓαΠΫϧΛςʔϚͱ͠
ɻ͢·͍ߦԋΛߨͨ

● &A3-: -*7& &7&/5

202�೥2݄�日ʢ໦ʣɹ

会৔ɿίΫϤ 5)& $AM164 )A-- l$03&zʢ౦ژ౎۠ߓʣ

⁃ トʔΫηοシϣン
ɹʮ͜Ε͔ΒͷϫʔΫελΠϧΛඳ  ͘ΈΜͳͷ࠲ஊձʯΛ͍ߦɺ
ͦͷޙɺࢀՃऀʹΑΔσΟεΧογϣϯΛ࣮͠ࢪ·͢ɻऴྃޙ
ʹ͸ɺࢀՃऀಉ࢜ͷަྲྀΛ໨తͱͨ࠙͠਌ձΛ։͠࠵·͢ɻ

લᖒ ࢠܙ  
·͑͟Θ ͚͍͜

JFMAۀࣄ෦長
ೝఆフΝγϦティϚネジϟー
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● F036M 8&&, -*7& &7&/54

⁞ 202�೥2݄��日ʢ݄ʣɹ

会৔ɿ಺ా༸ߦ $A/7A4ʢ౦ژ౎தԝ۠ʣ

ɹʮ͋ΒΏΔۀ࢈Λࢧԉ͢ΔϑΝγϦςΟϚωδϝϯτʯʮެຽ
ϘʔμϨεʹਐԽ͢ΔϑΝγϦςΟϚωδϝϯτʯͷ � ͭͷςʔ
ϚͰߨԋͱσΟεΧογϣϯΛ͍ߦ·͢ɻ

  202�೥2݄20日ʢۚʣɹ

会৔ɿ಺ా༸ߦ $A/7A4ʢ౦ژ౎தԝ۠ʣ
ɹʮطଘݐங෺࠶ੜͷ࣌୅ εΫϥοϓˍϏϧυ͔ΒΞμϓςΟ
ϒϦϢʔε΁ʯ͓ΑͼʮೝఆϑΝγϦςΟϚωδϟʔ߹֨ऀΛͭ
ͳ͙ωοτϫʔΩϯάʯΛςʔϚʹγϯϙδ΢ϜΛ։͠࠵·͢ɻ
ऴྃޙʹ͸ɺࢀՃऀಉ࢜ͷަྲྀΛ໨తͱ͠ ͨ࠙਌ձΛ͍ߦ·͢ɻ

● Φンσマンυ഑৴

഑৴ؒظɿ202�೥�݄2�日ʢ໦ʣʙ2݄2�日ʢۚʣ

ԋεテʔジߨ
⁃ ϏσΦメοηʔジ
ɹӉ஦ඈ࢜ߦͷ࡚ࢁ௚ࢯࢠΑΓɺϑΝγϦςΟϚωδϝϯ
τ΍஍ڥ؀ٿͷʮະདྷʯʹ͚ͯ޲ɺࡍࠃӉ஦εςʔγϣϯ

ʢ*44ʣͰͷۀ຿ʹܞΘͬͨݧܦΛަ͑ͨϝοηʔδΛ͓
ૹΓ͠·͢ɻ

⁃ ಛผߨԋ
ɹ� ͭͷಛผߨԋΛ͓ಧ͚͠·͢ɻւ࿝ݪ་ࢯʢ಺ֳ׭๪ 
஍Ҭະདྷઓུຊ෦ࣄ຿ہ௕ʣʹ ΑΔʮ஍ํ૑ੜͱϑΝγϦςΟ
ϚωδϝϯτʯɺՃ౻ߞҰࢯʢ౦ژେֶ େֶӃڀݚܥֶ޻
Պ ݐஙֶઐڭ ߈तʣʹΑΔʮ'. ͷྺ࢙తҙٛͱະདྷȂݐ
෺Λ͍࢖ଓ͚Δ ͱ͜ͷՁ஋Ȃʯɺࠤʑ໦༿ࢯʢૣҴాେֶ ཧ
ʹΓͱσβΠϯʯ͕޿तʣʹΑΔʮΠϯϑϥͷڭ ज़Ӄֶ޻
ԋ͍͖ͨͩ·͢ɻߨ͍ͯͭ͝

ԋߨըا ⁃
ɹ� ͭͷࢹ఺͔ΒاըߨԋΛ͓ಧ͚͠·͢ɻ͓ۀاΑͼେ
ֶʹ͓͚ΔϑΝγϦςΟϚωδϝϯτɺαεςφϏϦςΟͷ؍
఺͔Β͑ߟΔϑΝγϦςΟϚωδϝϯτɺ'. ʹ͓͚Δ #*.
ͷՄೳੑɺ·ͨ ���� ೥ൃߦ༧ఆͷڭՊॻʹ͍ͭͯ͝ߨԋ
͍͖ͨͩ·͢ɻ

⁃ シンϙジ΢Ϝ
ɹ� ͭͷγϯϙδ΢ϜΛ͝༻ҙ͍ͯ͠·͢ɻ֤ ෼໺ͷεϖγϟ
Ϧετ͕ɺϫʔΫελΠϧ΍ '. ͱকࡏݱઃͷࢪڞ຿ɺެۀ
དྷʹ͍ͭͯޠΔ΄͔ɺߴઐੜͱͱ΋ʹ͑ߟΔΠϯϑϥͷ՝୊
΍ɺւ֎ʹ͓͚Δ '. ಈ޲ʹؔ͢Δߨԋ΋༧ఆ͍ͯ͠·͢ɻ

⁃ JFMA 賞ड賞ߨԋ
ɹୈ �� ճ೔ຊϑΝγϦςΟϚωδϝϯτେ৆ʢ+'."৆ʣड৆
ऀʹΑΔ '. ͷऔΓ૊ΈΛ͝঺հ͠·͢ɻ

༏ल࠷ FM 賞（ӏ澤賞） ࣜג会社安Ҫݐங設ܭ事務ॴ
༏ल FM 賞	        　　　 ࣜג会社文঵ಊ
༏ल FM 賞	        　　　 ࣜג会社 S)IFT
༏ल FM 賞	        　　　 ネットϫンシステムζࣜג会社
༏ल FM 賞		  ෋ࣹݝࢁ水ࢢ
༏ल FM 賞	        　　　 ࣜג会社ؙఱ࢈業
特 ผ 賞	 ߦҪॅ༑ۜࡾ会社ࣜג         　　　
特 ผ 賞	 　　　         社会ҩྍ๏人ੴ川ه೦会
ٕ ज़ 賞	 会社デόイスࣜג            　     

功 ੷ 賞	 　　　         ,orFa FaciMitZ MaOaHFmFOt AssociatioO
功 ੷ 賞	 　　　         ࣣ໺　࢘ʢ大ࡕ෎貝塚市ʣ

功 ੷ 賞	 ୩ ൺే࢙ʢ株式会社フΝγϦテイϝンτ研究ॴʣ۽        　　　

⁃ JFMA ௐࠪڀݚ෦会ߨԋ
ɹ�� ͷௐࠪڀݚ෦ձ͔Βɺ֤෦ձ͕࠷৽ͷಈ޲΍ڀݚ੒Ռ
ʹ͍ͭͯൃද͠·͢ɻ

⁃ εϙンαʔߨԋ
ɹεϙϯαʔ �� ࣾΑΓ �� ͟·ԋΛ͝༻ҙ͍ͯ͠·͢ɻ͞ߨ
·ͳࢹ఺͔Β '. ͷ՝୊΍Մೳੑɺࣾձ՝୊΁ͷऔΓ૊Έʹ
ԋ͍͖ͨͩ·͢ɻߨ͍ͯͭ͝

● εϙンαʔεテʔジ � ϥΠϒεテʔジ
ɹεϙϯαʔ֤͕ࣾ޻෉ΛڽΒ͠ ͨεςʔδͰɺଟ࠼ͳίϯςϯπ
Λ഑৴͠·͢ɻ·ͨɺεϙϯαʔͷ৽ϏδωεϞσϧ΍࠷৽ྫࣄ
Λ঺հ͢ΔεϙϯαʔϥΠϒηϛφʔ΋ɺ಺༰Λॆ࣮ͤͯ͞४උ͠
͍ͯ·͢ɻ

ϑΝγϦςΟϚωδϝϯτ͸ɺ૊৫ͷΈͳΒͣɺࣾձ΍ڥ؀ΛΑΓྑ͍ํ޲΁ಋ͘ྗ Λ͍࣋ͬͯ·͢ɻ
͜Ε·ͰʹഓΘΕͨ஌ݟΛ͔͠׆ɺະདྷΛݟਾ͑ͳ͕Βڞʹ੒௕͍ͯͨ͘͠ Ίʹɺ
ϦΞϧͱΦϯϥΠϯͷ૒ํͰ։͢࠵ΔϑΝγϦςΟϚωδϝϯτϑΥʔϥϜΛɺͥͻ͝׆༻ͩ͘ ͍͞ɻ
օ͞·ͷ͝ࢀՃΛ৺ΑΓ͓଴͓ͪͯ͠Γ·͢ɻ



公益社団法人日本ファシリティマネジメント協会

会長ɹถ૔੣Ұ࿠

＊葬儀は家族葬で執り行われました。
＊偲ぶ会は、FMおよびJFMA関係の有志により、
     2026年3月26日（木）に開催する予定です。（後日JFMAホームページでお知らせします）

公益社団法人日本ファシリティマネジメント協会

専務理事ɹ੒ా Ұ࿠
த௡࣍͞ݩΜをࣱΜͰ

ɹ೔ຊͷ '. ͷڊ੕͕ͨͬڈɻத௡͞ΜͷᨁใΛฉ͍ͨ࣌ͷ͍ࢥͰ͋

Δɻ���� ೥୅ͷ೔ຊͷ '. ಋೖظɺͬ͞ ͦ ͱ͏ '. ΛޠΓͪͨࢲΛಋ

͍ͯ͘ Εͨத௡͞Μɺ࣮ʹ͔֨ͨͬྑ޷ɻ

ɹ���� ೥ʹݐઃল͕ʮϑΝγϦςΟϚωδϝϯτڀݚҕһձʯʢࣄ຿

ہ +'."ʣΛઃ͚ɺ� ೥΄Ͳ׆ಈͨ͠ɻͦͷதͷݕ֨ࢿ౼෦ձͰɺ౰

ॳ͸֨ࢿΛ࡞Δ ͱ͜ʹ൓ରͰ͋ͬͨத௡͞Μ͸ɺʮ͜ͷ֨ࢿʹࢲΛऔΕ

ͱ͏ݴͷ͔ʯͱ໌շʹ൓ରҙݟΛड़΂ΒΕͨɻҕһձͰ͸େ͍ʹٞ࿦

ʹͳ͕ͬͨɺ࠷ऴతʹ͸֨ࢿ૑ઃͷํ޲Ͱಈ͍ͨɻͦͷޙத௡͞Μ͸ɺ

૑ઃͷτοϓϦʔμʔͱ֨͠ࢿ ΛৼΓɺਚྗ͞ΕΔͷͰ͋Δɻ͜͜ضͯ

ʹத௡͞Μͷ͕ܿ͋͞Δɻ

ɹத௡͞Μʹ͸ɺ+'." ͷ֤छاը͔ΒӡӦ·Ͱ͝ࢦಋ͍͖ͨͩɺࢿ

Պॻͮڭͷ༺ݧࢼ֨ Γ͘ʹ΋͝ ਚྗ͍͍ͨͩͨɻͦͷதʹ͋Δ '. ࡒ

຿ධՁ๏ʮ./ ίετνϟʔτʯ΋த௡͞ΜͷߟҊͰ͋Δɻ./ ͕த௡

͞ΜͷΠχγϟϧͰ͋Δ ͱ͜͸͝ଘ͡ͷ௨ΓͰ͋Δɻ

ɹ೔ຊܕ '. ͷج൫Λߏஙͨ͠த௡͞Μ͸ɺ೔ຊ *#. Ͱͷ׆༂΋ૉ੖

Β͠ ɺ͘ ���� ೥ʹ೔ຊ *#. ͷശ࡚ϏϧͰࠃ಺େۀاͱ͠ ͯ͸ઌۦతʹ

ϑϦʔΞυϨε੍Λಋೖͨ͠ͷ͸িܸతͩͬͨɻʮΦϑΟεͷޮ཰Խʯͱʮॊ

ೈͳಇ͖ํͷਪਐʯΛ໨తʹɺݻఆ੮Λഇ͠ࢭɺࣾһ͕ࣗ༝ʹ੮Λબ

΂Δ࢓૊ΈΛੈքதʹࣔͨ͠ͷͰ͋Δɻ Β͞ʹɺެࢪڞઃ΍࣏ࣗମ΁ͷ

'. ಋೖ΋ࢧԉ͠ɺࡾॏݝ΍੨৿ݝɺ઒ࢢޱͳͲ΁ͷࢦಋ΋ૉ੖Β͠ ͍ɻ

ɹத௡͞Μ͸ᔬམͬؾ΋࣋ͪ߹Θ͍ͤͯͨɻ���� ೥ಠཱͯ͠ࣄ຿ॴ

։͖ʹू·ͬ ͨϝϯόʔΛத৺ ʮʹࡾ
㆕㇓㆒㇓ㆉㆂ

ؒձʯΛൃ଍ͨ͠ɻͭࡾͷؒͱ͸

ʮਓؒɾ஥ؒʯʮ࣌ؒʯʮۭؒʯͰɺͦΕΒΛڞ༗͢Δ஥͕ؒू·ΔΠ

ϯϑΥʔϚϧͳωοτϫʔΩϯάͷձͰ͋Δɻࣗ༝ͳงғؾͰ '. Λޠ

Γ߹͍ɺ͍ۤ͠ݎѫࡰ΍סഋ΋ͳ͍ΦʔϓϯͳձͰ͋Δɻ೥ʹ � ճ։

Ͱଟ࠵ ͷ͘஥͕ؒू·ͬ ͍͕ͯͨɺίϩφՒͰதࢭʹͳ͔ͬͯΒ։͠࠵

͍ͯͳ͍ɻ༗ࢤͷօ ·͞ͱͷ࿩͠߹͍Ͱɺத௡͞ΜͷࣱͿձ͸ɺ໌Δ

ձͷΑ͏ؒࡾΕΔ·ूʹָؾ͘ ͳܗͰ � ݄ʹ։࠵ Α͠͏ ͱ͍͏͜ ͱʹͳͬ

ͨɻօ͞Μʹ͓ձ͍Ͱ͖Δ ͱ͜Λɺத௡͞Μ΋͖ ͱͬتΜͰ͍͚ͨͩΔ

ͱ৴ͯ͡ɻ

த௡ ࣍ݩ 様  （享年 ��歳）   ౰協会໊༪会員　ݩ理ࣄ
会社த௡エフɽエムɽίンαルティング୅දऔక໾ͳ͔ͭ ΋ͱ͙ͭݶ༗ݩ         　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　౰協会໊༪会員のத௡͕༷࣍ݩ����೥��݄��日ʹ͝੦͞ڈΕ·ͨ͠ɻ

　த௡༷͸ɺ����೥ੜ·ΕɻܚԠٛक़大学ଔޙۀɺ����೥日本Ξイ・ビー・エ

ム株式会社ʹೖ社ɻ����೥ಉ社のෆಈ࢈建設ʢFMʣ୲౰෦長ʹब೚ɻフΝγ

Ϧティ౷ׅ੹೚ऀͱ͠ ͯ FMΛ࣮ફɻ����೥ IBMΞジΞ・ύγフィοクのෆಈ࢈

୲౰理ࣄʹब೚ɻࡍࠃతͳ FMの࣮຿ʹؔ༩ɻ����೥༗ݶ会社த௡エフɽエ

ムɽίンαルティングΛ設ཱɻϢーβーࢹ఺ʹཱͬͨ日本ͰॳΊͯの FMίン

αルティングΛల։ɻ

　JFMA૑設Ҏདྷɺ理ࣄʹब೚͞Εɺاը・ӡӦʹ͔͔ΘΓɺೝఆフΝγϦティ

Ϛネジϟー੍֨ࢿ౓ɺͦ のͨΊのඪ४ॻʢڭՊॻʣͰ͋Δɺh フΝγϦティϚネ

ジϝンτ・Ψイυϒοク 	ɦ����
ɺh ૯ղઆフΝγϦティϚネジϝンτ ʢɦ����ʣɺ

͞Βʹh ڞެ FMフΝγϦティϚネジϝンτઓུ ʢɦ����ʣ౳のاը・ฤूʹܞ

ΘΓɺຽؒのΈͳΒ࣏ͣࣗମ΍ެࢪڞ設ʹ FMಋೖΛࢧԉ͠ɺ日本の FMීٴ

Λ͞Ε·ͨ͠ɻݙߩಈʹଟ大ͳ׆

　͜͜ʹɺ৺ΑΓおչ΍Έਃ্͛͠Δͱͱ΋ʹɺۘ んͰ້͝福ΛおفΓ͍ͨ͠

·͢ɻ

ᨁ ใ
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೥౓ ηϛφーؔ࿈イϕンτ ։࠵༧ఆ スέジϡール ։ํ࠵法

2026 年

2026年　৽य़特ผセϛナー  1月8日（木）～27日（Ր） 8FC ։࠵ / オンデマンド配信

第20回
日本ファシリティマネジメント大会
ファシリティマネジメントフΥーラム
2026

˔ Φンσマンυεテʔジ
ビデオϝοηージ・ಛผ講演・
ը講演・γンϙジ΢ム・スϙا
ンαー講演・調査研究෦会講
演・JFMA৆त৆講演　ଞ
˔ εϙンαʔεテʔジ
˔ ϥΠϒεテʔジ

1月29日（木）～2月27日（金） オンデマンド配信

˔ ަྲྀ&7&/5
&AR-: -I7& &7&/T

2月�日（木） コΫϤ　
T)& $AM1US )A-- l$OR&z

˔ MA*/ -*7& &7&/5
調講演・ରஊج
γンϙジ΢ム・講演
ネοτϫーΩングύーティ
JFMA৆त৆式

2月18日（水）
御茶ノ水ソラシティ 
カンファレンスセンター
2F ϗーϧ

˔ ަྲྀ&7&/5
F036M 8&&, LI7& &7&/TS 

⁞2026年2月16日(月)
 2026年2月20日(金)

内田༸ߦ　$A/7AS

ॳڃɾFMࡒ務評Ձセϛナー2026（1回目） �月～�月 8FC ։࠵ / オンデマンド配信

௚ۙ3か年JFMA賞ड賞講演（JFMA賞応ื案内） �月～6月 8FC ։࠵ / オンデマンド配信

ॳڃFMスΫーϧ（1回目） �月～6月 8FC ։࠵ / オンデマンド配信

第20回JFMA賞ड賞ݱ地見ֶ会 �月～6月 ࠵地։ݱ

௒ॳڃ�ファシリティマネジメントೖ໳8FCセϛナー（1回目） 7月 8FC ։࠵ / オンデマンド配信

2026年౓
認ఆファシリティマネジャー
資֨ߋ৽

申込ड෇ 7月～8月 ʕ

৽講शD方ߋ （ࣜ8FC講࠲） 9月 8FC 配信 / オンデマンド配信

ड෇ݧࢼ 8月～10月

ֶՊݧࢼ（࿦ड़ݧࢼはഇࢭ） 10月 $#T ݧࢼ

JFMAがओ࠵するओなセϛナーɾイベントの։࠵༧ఆです。

։࠵日の変ߋ、Ԇ期や։࠵中ࢭなどの࠷৽৘報は、JFMAϗームϖージにてご案内します。

JFMAϗームϖージΑり͓ 申込みくͩ さい。　

https://www.jfma.or.jp/sFmiOar/iOEFY.htmM

ηϛφーɾΠϕϯτ։࠵Ҋ಺

ˎ༧ఆ͸มߋʹͳΔ৔߹͕͋Γ·͢ɻৄ ͸ɺJFMAホームϖージʹͯ֬͝ೝͩ͘ࡉ ͍͞ɻ
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 ̇  h ೝఆファシリティマネジϟʔࢿ格ݧࢼ໰୊ू  ― ྩ࿨�೥౓൛ʱൃ 　　 　 の͓஌Βͤߦ ݾࠀ ɿ ླ໦ ہ຿ࣄ

ɹ本書は、認定ファシリティマネジャー（CFMJ）資格取得を目指して
いる方々のために、最新4か年（2022ʙ2025年）の試験໰題（CBT
形ࣜ出題例含む）とその解౴を完全ऩ࿥しています。わかりやすい
解説を示し、さらに理解に役立つよう配点を明هし、自ݾ採点チェッ
クཝを設けた受験者ඞ携の໰題集です。

ˎ ೝఆフΝγϦティϚネジϟーʢCFMJʣ
Պॻhڭ͸ɺ����೥౓ΑΓݧࢼ֨ࢿ ެ
式Ψイυ フΝγϦティϚネジϝンτʱʹ
内༰Λ一৽͠ɺ͖ͮ͞ج Βʹɺ����೥
౓͔Β͸શࠃ໿���ΧॴҎ্Ͱ一ఆظ
ؒʹडݧ日Λબ୒Ͱ͖ΔCBTݧࢼΛ࠾
༻͍ͯ͠·͢ɻʢ࿦ड़ݧࢼ͸ഇࢭͱͳΓ
·͠ ͨʣൃߦ：公ӹ社団๏人日本ファシリティマネジメント協会（JFMA）

様：#�൛࢓
Ձ ：֨2
800ԁ（੫込3
080ԁ）
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① 2025年度から、論述試験を廃止し、「CBT学Պ試験（400点
満点）」ˎ 1の結果で合否を判定します。2026年度の合格点は
293点とします。

② 2025年度から、試験申込・実施期間を以前より4か月以上繰
り下げて、期間をԆ長しています。
・試験申込期間　8月3日（月）〜10月16日（金）の75日間、

式会社CBTソリューションズの試験予約サイトからの申ג
込みとなります。

・試験実施期間  10月3日（土）～10月19日（月）の17日間、
  全国約350か所以上のテストセンターで実施します。

　  ・試験問題は40問、試験時間を120分とします。
③ 試験手数料は、19,800円（੫込、෷込手数料はJFMA負担）

です。試験手数料の෷込は試験日の3日前までです。（再試
験の場合は④参照）
試験手数料の支෷方法は、（1）コンビニᔕ済、（2）クレジット
カード決済などから選べます。

④ 合格点に満たなかった受験者は、試験期間内に最大3回まで
再受験することが可能です。

৔߹͸�ճ໨ͱಉ一のI%ʢΞΧ΢ンτʣͱ͠͏ߦΛݧड࠶ ・ ·͢ɻ

日ͱ͠ݧडʹ࣌ࠐਃݧड࠶ ・ 日のݧఆՄೳͳ日͸ɺલճのडࢦͯ

ཌ日͔Βͯ͠ࢉى�Λ௒͑ͨ日Ҏ߱ͱ͠ ·͢ɻ

・ �ճҎ্のडݧɺ·ͨ͸ɺผのI%Λ࢖༻ͨ͠৔߹ʹ͸ɺෆਖ਼ߦҝ

ͱΈͳ͠ɺશI%͍ͭͯແޮͱ͠ ɺݧࢼख਺ྉのฦؐ͸͍ߦ·ͤんɻ

ᶇ 最終合格発表は、11月20日（金）（予定）です。
ᶈ 資格登録要件をఫ廃し、「 ２年のFM実務経験」が不要にな

り、最終合格発表後すぐに新規登録が可能です。

　JFMAϗームページˎ2 に掲ࡌする「2026（令和8）年度 認定
ファシリティマネジャー（CFMJ）資格試験案内」に、CBT試験申
込や試験手数料の支෷方法、合格発表から認定ファシリティマ
ネジャー（CFMJ）資格の新規登録ˎ3までの方法を紹介いたし
ます。あらかじめご確認のうえ、試験申込をおئいします。

　ご不明の点などがございましたらJFMA事務ہ試験担当まで
お問い合わせください。

JFMA事務局ݧࢼ୲౰ T&- : 03�6912�1177  
maiM : toVroLV!jfma.or.jp

 ̇  202�ʢྩ࿨�ʣ೥౓ೝఆファシリティマネジϟʔࢿ格ࣄ  　  　　 　 ݧࢼ຿ہ ɿ ླ໦ݾࠀ

ʪ 202�೥౓の੍ݧࢼ౓のϙΠントʫ

ᶃ ࿦ड़ݧࢼΛഇࢭし、ʮֶՊ$#5ݧࢼʯˎ1݁ՌͰ合൱Λଈ࣌൑ఆし·͢ɻ
ᶄ 202�೥౓͔Βݧࢼਃࠐɾ࣮ ΛԆ௕して͍·͢ɻؒظ、ΓԼ͛て܁Λ�͔݄ؒظࢪ
ᶅ ݧࢼख਺ྉ͸��
�00ԁ(੫込)Ͱ͢ɻ

ᶆ ࢿ格ొ࿥ཁ݅Λఫഇし、2೥のFM࣮຿͕ݧܦෆཁʹͳΓ、࠷ऴ合格ൃද͙͢ޙʹొ࿥Ͱ͖·͢ɻ

ˎ1：$#Tݧࢼ（$ompVtFr #asFE TFstiOH）とは、ύソコンやスマートフΥン、タϒレット等
からݧࢼ日࣌とテストセンターを༧໿し、テストセンターのύソコンを࢖༻してडݧす
るࣜܗݧࢼです。डऀݧはコンピϢータに表ࣔされたݧࢼ໰題に対して、マ΢スやΩー
Ϙードを༻いてղ౴します。

は、JFMAϗームϖージhttps://www.jfma.or.ip/（メχϢーόーʼࡉ案内のৄݧࢼ：2ˎ
認ఆファシリティマネジャー資֨ʼ資֨ݧࢼ）をごཡԼさい（$#Tݧࢼࣜܗ໰題例、߹
֨ऀの੠などもܝ載）
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 ̇  Πϕントɾηϛφʔ౳  ࣮ࢪใࠂ                                                     

● JFMAリεΫマネジメントڀݚ෦会ओ࠵ɹ๷ࡂಛผηϛφʔ202�

։࠵日࣌ :	202�年11月�日（水）1�:00～17:00
։࠵会場 :	JFMA会ٞࣨ
11	Ճऀ਺ :ࢀ （໊2൝に෼かれてリアϧ演श）
講　　ࢣ :	上૔ल೭  ϦスクϚネジϝンτ研究෦会 ෦会長
                                       FaciMity ManaHeNent๷ࡂLab ୅ද

　本セミナーは当初2025年9月5日（ 金 ）に開催予定としてお
りましたが、୆෩15߸の影響により参加受講者の安全を考慮
し、当日のேに参加者各位へ緊急連བྷを入れ 、「中止」といた
しました。まさに「リスクマネジメント」といった状況が発生した
“ ༁あり”セミナーとなりました。中止後、参加予定でありました
方々より再開催のご要望を多くいただきましたので、下هの通
り開催いたしました。

演श内༰ :	 
　今回のセミナーではリスクマネジメントの基ૅ的なポイント
を解説講義し、事例としてࡂ害発生時の対策本部の情報対応
について模ٖԋ習を体験していただきました。ࡂ害対策本部
模ٖԋ習では情報を整理し未来予ଌを加え対策を検討する
プロセスと地図を使用した情報の整理を、受講者全員に体験
していただきました。
　ԋ習を終えて参加受講者の方々からも、「組織拠点の所在
地確認（ 地図上、直ぐにプロットできなかった）など身近なこと
だが、今まで実践できていなかったことを自覚した」「܇࿅のた
めの܇࿅ではなく、実際に防ࡂ用品を日頃からチェツクしなけ
ればならない重要性を学んだ」「ࡂ害発生時の情報収集とそ
の整理、ߋに未来予ଌがとても重要であることが分かった」「防
、用品の点検のため、実際に使用してみようと思った」などࡂ
実践的な防ࡂ対策活動を今後展開していきますとの੠が上
がっていました。

޾ߴɿ大໺ہ຿ࣄ

● 202�ʢྩ࿨�ʣ೥౓ɹ$FMJࢿ格ߋ৽ߨश

ɾ 申込ड෇期間（શ方ࣜ共௨）
   ྩ࿨7（202�）年7月1日（Ր）～8月20日（水）

ɾ ྩ࿨7（202�）年౓　資֨ߋ৽講श方ࣜผड講ऀ਺（人）

　認定ファシリティマネジャー（CFMJ ）資格登録制度では、
「CFMJ」資格の登録有効期間を5年と定めています。ߋ新登
録は、ߋ新講習（4方式から選択 ）を受講し、登録要件の৹査
を受けることで完ྃします。
　2021年度に「Web 講࠲」形式となったD 方式は、今回で5
年目をܴえました。パソコンとネットワークがあれば全国・海外
どこでも好きな場所で受講でき、配信期間中に自由に視ௌで
きる環境は、大変好評をいただいております。
　2025年度は、合計902名のօ様がߋ新講習を受講されま
した。方式別受講者は、ӈの表の通りです。なお、対象者別内
༁は、①今年度に有効期限をܴえる方：745名、②すでに資
格が失効してしまった方：136名、③資格試験合格後5年以内
に登録されなかった方：21名でした。

ݾࠀ ɿླ໦ہ຿ࣄ � ৿ా༏ࢠ � ౬ઙ་ඒ

A ํࣜ
ʢJFMAݸਓ会һํࣜʣ

# ํࣜ
ʢFM׆ಈϙΠントํࣜʣ

$ ํࣜ
ʢࡏ୐ࣜํ࠲ߨʣ

% ํࣜ
ʢ8FCࣜํ࠲ߨʣ

合ɹܭ

�0� 22 ��� ��� �02
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 ̇  Πϕントɾηϛφʔ౳  ࣮ࢪใࠂ                                                     

● 202�ʢྩ࿨�ʣ೥౓ೝఆファシリティマネジϟʔʢ$FMJʣ

ɾ ࿦ड़ݧࢼをഇࢭし、ֶ Պ̘̗̩݁ݧࢼՌで߹൱を൑ఆしました。 
ɾ ݧࢼ申込ٴび実施期間をࡢ年Αり̐か月܁りԼ͛て、期間をԆ長し

ました 。
ɾ ݧࢼख਺料をҾきԼ͛ました 22
000 ԁ(੫込) ˰ 19
800 ԁ(੫込) 
ɾ डऀݧ申込ऀ਺   2
7��人　
ɾ ԆֶՊडऀݧ਺   2
�87人(2～6回の重ෳडऀݧがいました。)
ɾ 実ֶՊडऀݧ਺   1
867人　 
ɾ ߹֨ऀ਺　　        1
00�人(߹֨཰�3.8ˋ)
ɾ 202� 年 � 月Αり資֨登録要݅をఫഇし、2 年の̢̛実務経ݧがෆ

要になり、࠷ऴ߹֨ऀൃ表ޙに登録できます。

新規登録をすることにより認定ファシリティマネジャー（CFMJ）
資格者となります。

。が大きく変Θりましたݧࢼの௨り資֨ه回ΑりԼࠓ　
　11月21日に2025	 令 和7
 年 認 定ファシリティマネジャー
	CFMJ
 資格試験の合格者を発表しました。合格されたօ様、
おめでとうございます。

　FM のJIS 規 格 であるJIS 2 41001	2021�8�20発 行
 に 伴
い、今後ますます、認定ファシリティマネジャー資格者のFMの
知識や能力を身に着けた人材が求められます。資格者として
の今後のご活༂をفります。

ݾࠀɿླ໦ہ຿ࣄ

● ྩ࿨̓೥౓ ๏ਓ会һ࠙਌ύʔティ

　今年度の法人会員࠙親パーティが10月16日（ 木 ）༦刻、ロイヤ
ルパークϗテル2階「有明」にて開催されました。
　パーティには総੎123名のօ様にお越しいただきました。
　ถ૔会長のѫࡰ、経済産業省 ҏ藤裕ඒ様ならびに国土ަ通省 
؂事の紹介、参加新・新任෭会長・理事、ࡰ藤由ඒ様の来ෂѫࠤ
会員の紹介など、終始和やかに有意義なަ流が行われました。
　ご出੮の会員企業のօ様、ありがとうございました。׻ஊ中にご案内
しました来年2月のファシリティマネジメントフォーラム2026につきま
してもご協力いただきますよう、よろしくおئい申し上げます。

ɿ୦山࿨人ہ຿ࣄ

● ྩ࿨�೥౓ 第 � 回ཧࣄ会

　 今 年 度 第3回 理 事 会 が10月16日（ 木 ）、ロイヤルパ ークϗテル
（ 東京都中央区 ）2階「東Ӣ」にて開催され 、29名が出੮しました。
　ถ૔੣一࿠会長のѫࡰ、新任෭会長・理事・؂事の紹介に続いて、
議案৹議と意見ަ換が行われました。৹議された議案は下هの通りで、
決議事項、報告事項とも全て可決、ঝ認されました。意見ަ換では事業
計画においての注力事項について意見がަわされました。

ɾ ܾ߲ٞࣄ 　
第1߸ٞ案　202�年౓事業ܭըの取組み（中間報告）

ɾ ใ߲ࣄࠂ
報告 1 ： 業務ࣥߦ理事の৬務ࣥߦঢ়گ報告
報告 2  ： コンプライアンス活動ঢ়گ報告

ロイϠルホテルύークͰ։͞࠵Εͨୈ � ճ理ࣄ会

実डऀݧ਺
1
867人

߹֨ऀ਺1
00�人
(߹֨཰�3.8�)

ѫࡰをするถ૔੣一郎会長
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● JFMAௐࠪڀݚ෦会ެ։ηϛφʔ

● #*MɾFM෦会  ग़൛ه೦シンϙジ΢Ϝ։࠵ใࠂ

　JFMAの調査研究部会では、毎年秋に、「秋の໷学ߍ」や「秋
の18講࠲」を開催してきましたが、本年より新たに、FMの分野
別に実践的・基ૅ的な知識・技術（スキル）を学Ϳ「FMの実践
基ૅ講࠲（分野別）」～18の調査研究部会が提供するオンデマ
ンドセミナー～を開催いたしました。2025年10月21日から12
月19日までの60日間、各調査研究部会の部会長・෭部会長・
部会員による18の講ԋをオンデマンド配信いたしました。
　ご参加者へのアンケートでは、内容が「とても参考になった」
37�5�、「参考になった」56�3�、今後の業務に「大いに役立つ」
40�6�、「やや役立つ」43�8�、という高い評価をいただき、「多
方面の内容を聞くことができて大変参考になった」「非常にわか
りやすくษ強になった」「テーマ別にそのエッセンスを集中的に
学べるྑ質な講࠲であった」などの感想が寄せられました。
　JFMA 調査研究部会では、2026年1月29日～2月27日に開
催するファシリティマネジメントフォーラム2026でも講ԋのオン
デマンド配信を予定しており、各部会から、より先進的な内容、
研究最新情報等を報告する予定です。օさまのご参加をお待ち
しております。

　2025年9月30日に『ファシリティマネジメントのためのBIM
要件定義EIR（ 発注者情報要件 ）作成ガイド』（ 子版および࡭
電子版 ）が発刊されたことをه೦し、12月23日	火
、シンポジ
ウムが、大௩商会302会議室において、BIM・FM研究部会長
ழཬ࢘޹氏の࢘会で開催され、86名が参加した。
　前൒は、ࣥ 筆者5人（ ழཬ ࢘޹ 氏� 大成建設（ ג ）、দ岡 
ୢ࿠ 氏�（ ג ）NTTファシリティーズ、光ా ༞介 氏�（ ג ）日
建設計 ）、石ી根 栄೭ 氏�（ ג ）FMシステム、൧ా ઍܙ 氏

޺๕ ౻ࠤɿہ຿ࣄ

ݾࠀ ɿླ໦ہ຿ࣄ

シンϙジ΢ムには86人がࢀՃした ࣥචऀ�人をύネリストにディスカッシϣンがߦΘれた

ʮFM の実ફૅج講࠲（ ෼໺ผ ）ʯ r18のௐ査ڀݚ෦会がఏڙするオンデマンドセϛナーr

とてもߟࢀに
なった
になったߟࢀˋ38

�6ˋ

どͪ らともݴえない
6ˋ

ˋにならなかった  0ߟࢀ
શくߟࢀにならなかった  0ˋ

大いに役ཱͭ
とࢥう
�0ˋやや

ͦのΑうにࢥう
��ˋ

どͪ らともݴえない
16ˋ

͋まりࢥΘない  0ˋ

શくࢥΘない  0ˋ

本ٛߨの಺༰͸
͍͔͕Ͱしͨ ʁ͔

本ٛߨの಺༰͸、
͋ͳͨのޙࠓの
͢·͍ࢥ຿ʹ໾ཱͭとۀ ʁ͔

reportᴹ͝ใࠂ

�（ ג ）大௩商会 ）による第1～第6ষの要点解説 （100分 ）が
あった。
　後൒は、ࣥ 筆者5人のパネリストと参加者によるパネルディ
スカッション・質ٙ応౴（55分 ）を行った。
　ࣥ筆者からは、ࣥ 筆を通して新しい気付きやۤ࿑した点、出て
きた課題点、この本の活用方法、FMのためのEIRにさ

ㅡ ㅡ ㅡ

らに必要
になることとFMの未来等についてコメントが出された。また、
BIM・FM研究部会への参加ื集案内もあった。
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JFMA J063/A- ʢジϟフϚ  ジϟーφルʣ   /P�22�ɹ202�ɹ8*/5&3
公ӹ社団๏人  日本ファシリティマネジメント協会　ߦൃ

˟103�0007　౦ژ౎中ԝ۠日本ڮ඿ொ2�13�6　඿ொϏϧ6F
T&-: 03�6912�1177　FA9: 03�6912�1178

IUUQT���XXX�KGNB�PS�KQ
2026年1月30日ൃߦ　　ఆՁ   1
200ԁ (੫込1
320ԁ)　

ൃ ߦ 人　ถ૔ ੣一郎
ฤ集౷ׅ　成田 一郎
ฤ 集 長　仲田 裕ل子
෭ฤ集長　໺੉ か͓り
デβイン　߂ ݪ܂ໜ
事 務 局　Ԭ⃻ 文உɾ重ߝ మ࠸ɾ৿田 ༏子
ҹ　　࡮　日本ҹࣜג࡮会社

�JFMA　無அస載、ෳ੡を͡ېます。

ฤूهޙ
ɹあけましておめでとう͝ ͟います。本年がօさまにとって݈やかで実

り多い一年となりますよう、心よりおفりਃし上げます。新年߸として、

まずは明るい࿩題を͝঺հします。

ɹ今߸では、認定ファシリティマネジャー試験の「合格者の੠」を特

集しました。「FMを社会に޿める」という理念のもと、試験制度を

見直した結果、受験者・合格者ともഒ૿という結果になりました。寄

せられた16件の੠からは、FMへの熱意と未来への期待が力強く఻

わってきます。

ɹ続いて、ୈ20ճ日本ファシリティマネジメント大賞（JFMA賞）の受賞

14件を͝঺հします。અ目の年にふさわしく、FMの領域が経営の本質

へと踏み込み、社会課題の解決に寄与する姿がより઱明になりました。

ɹさらに本߸では、「資源循環・自然再ڵ」をテーマに、国内外の最新

動向とFMの役割を取り上げました。循環型社会へのาみは確実に޿

がりを見せています。建物や空間をl未来へ引き継͙資産zとしてどうѻ

うかをߟえる一ॿとなれば幸いです。

ɹより多くのօさまにタイムリーな情報をおಧけするため、JFMAジャー

ナルはオウンドメディア化に向けた準備も進めています。今後の展開に

͝期待ください。

ɹ ɹ ɹ ɹ ɹ ɹ ɹ ɹ ɹ ɹ ɹ ɹ ɹ ɹ ɹ                                                                            

ɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹ      ɹ
（成田 一郎）

˔࣍߸༧告　　　　

+'." +063/"- ���� 
413*/(
ジャフマジャーナϧ �8 （ /o.222）

第20回
日本ファシリティマネジメント大会
ʵファシリティマネジメントフΥʔϥϜ202�ʵ

年も日本ファシリティマネジメント大会（ファシリティࠓ　
マネジメントフΥーラム 2026）։࠵のق節になりました。
第 20 回という節目を迎えʮこれからの FM にͭいてޠΖ
うー 20 年目にߟえるファシリティマネジメントのࡏݱɾա
ɾ未来ʵʯをテーマにڈ 2026 年 1 月 29 日～ 2 月 27 日
の 1 カ月間にΘたり、オンデマンド配信と一෦のプログラ
ムがリアϧ։࠵されます。オンデマンドでは、70 を௒える
多࠼な講演が配信されます。またجௐ講演ɾ対ஊ、ネッ
トϫーΩングύーティにՃえ、シンϙジ΢ムやަྲྀ会など、
リアϧ։࠵の企ըが֦ॆされています。
　࣍߸では、第 20 回日本ファシリティマネジメント大会
のه録を͓ಧ͚します。

                                               ˎ内༰͸มߋʹͳΔ৔߹͕͋Γ·͢ɻ

　JFMA ジャーナϧは Ama[oO ならびに JFMA ϗームϖージからもߪೖいた͚ͩます。˙JFMA ジϟʔφϧ όοΫφンόʔ

ఆՁ1.200ԁ（੫込1.320ԁ） / 
会員Ձ֨1
100ԁ（੫込1.210ԁ）ૹ料ผ　

&メーϧ、FA9で͓申込みくͩ さい。&メーϧ ： CPPL!KGNB�PS�KQɹFA9 ： 0�����2����� 

JFMAジϟʔφϧΦンϥΠン
΢Σϒαイトでh JFMAジャーナϧ のɦトピッΫスを঺介するとともに
タイムリーな৘報を͓ಧ͚しています。

● /P�2�2ɹ202�   A656M/
       特集 '.ͷνΧϥpart � 

ファシリティマネジメント͕ੜΈग़͢Ձ஋΍໾ׂΛ໌Β͔ʹ͢Δ

● /P�2��ɹ202�   8*/5&3
       特集 '. ͪ·ͷߟࢥ ͮ り͘ 

ファシリティマネジメントのྗͰ·ͪ ΛΞοϓάϨʔυ Δ͢

● /P�2��ɹ202�   46MM&3
       特集 '.ͷνΧϥpart � 

ファシリティマネジメント͕ੜΈग़͢Ձ஋΍໾ׂΛ໌Β͔ʹ͢Δ

● /P�2��ɹ202�   413*/(
FACILITY MANAGEMENT FORUM 2024 ಛू߸
第��回 日本ファシリティマネジメント大会
'.ωΫετεςʔδ  αεテφϏリティɾ஍ํ૑ੜɾ੒௕

⾢ /P�220ɹ202�   A656M/
ΧʔϘンχϡʔトϥϧとFM
CO2排出量削減がFMの新たな指標に

● /P�2��ɹ202�   46MM&3
ファシリティマネジϟʔ͕औΓ૊Ή๷ࡂɾࡂݮ
事前の準備で災害リスクを最小化する

● /P�2��ɹ202�   8*/5&3
特集 ファシリティマネジャーの
ɹɹΩャリアΛ͑ߟΔ
ͦ、ݧܦ஌ࣝと͍޿ΊΒΕΔの͸ٻ してਓؒྗ 

● /P�2��ɹ202�   A656M/
特集 ༗ࢿ格者ʹฉ͘

      ファシリティマネジャーの仕事 

● /P�2��ɹ202�   46MM&3
      特集 人的資本経営にݙߩする'. 

FMߟࢥͰଟ༷ͳಇ͖ํΛ͑ࢧ、Ձ஋૑଄Λଅ͢

● /P�2��ɹ202�   413*/(
FACILITY MANAGEMENT FORUM 2024 ಛू߸
第��回 日本ファシリティマネジメント大会
'.ͷνΧϥ 
ΠϊϕʔシϣンܦӦΛࢧ Δ͑ファシリティマネジメント
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 ๏ ਓ ਖ਼ 会 һ
ެӹࣾஂ๏ਓ��೔ຊϑΝγϦςΟϚωδϝンτڠձ�����๏ਓձһҰཡɹɹɹɹɹɹ�������೥�݄�日ࡏݱ

会社アイスΫ΢Σアドࣜג
アイングࣜג会社
業社޻会社ே日ࣜג
会社ே日Ϗϧディングࣜג
会社アαώファシリティζࣜג
アジアߤଌࣜג会社
ܭ会社Ѹ設ࣜג
アζϏϧࣜג会社
会社アプトシステムࣜג
A-SO,ࣜג会社
会社安藤ɾ間ࣜג
会社いいੜ活ࣜג
FCm�papst JapaO ࣜג会社
イオンディライトࣜג会社
イオンディライトコネΫトࣜג会社
会社イζϛコンαϧティングࣜג
会社イトーΩࣜג
イナόインターナシϣナϧࣜג会社
ߦ会社内田༸ࣜג
A/Aファシリティーζࣜג会社
/&$ファシリティーζࣜג会社
会社/SFエンήージメントࣜג
/TTアーόンソリϡーシϣンζࣜג会社
ॴڀݚ߹会社/TTアーόンソリϡーシϣンζ૯ࣜג
/TTアーόンόリϡーαϙートࣜג会社
会社/TT  &Y$ύートナーࣜג
/TTコム΢Σアࣜג会社
会社/TTデータࣜג
/TT౎ࢢ։ൃࣜג会社
会社/TTファシリティーζࣜג
会社/TTファシリティーζエンジχアリングࣜג
エψϏーエスࣜג会社
会社FMシステムࣜג
会社エフエムŋスタッフࣜג
࢈ڵ会社エムέイࣜג
会社エムɾシーɾファシリティーζࣜג
会社M#Mࣜג
会社オーエンスࣜג
会社大ྛ組ࣜג
会社オーϏッΫࣜג
会社オカムラࣜג
オムロンエΩスύートリンΫࣜג会社
会社オリエンタϧコンαϧタンπࣜג
オリッΫスɾファシリティーζࣜג会社

会社Ψイアートࣜג
ࣛౡݐ設ࣜג会社
ࣛౡݐ෺૯߹管理ࣜג会社
会社協ӫࣜג
共ཱݐ設ࣜג会社
Ωϣ΢ϫプロテッΫࣜג会社
ۙమファシリティーζࣜג会社
୩組۽会社ࣜג
ܭถ設ٱ会社ࣜג
グリーࣜג会社
会社グローόϧ#IMࣜג

グローϒシップࣜג会社
ॴ࡞޻会社くΖがͶࣜג
会社έイϛッΫスࣜג
コΫϤࣜג会社
会社コスϞスϞアࣜג
੕ޒ会社ࣜג
コχカϛノϧタࣜג会社
会社コンステッΫࣜג

会社T)IRDࣜג
会社αイオーࣜג
ॴڀݚքࡒ会社ࣜג
会社βッΫࣜג
会社βɾデβインɾスタジオࣜג
会社ࣜג業޻ػࡾ
会社αンέイϏϧࣜג
会社ࣜג業޻設උݐࡾ
会社ࣜגエステート޾ࡾ
シーϏーアʵϧイー$Mソリϡーシϣンζࣜג会社
JR౦日本ϏϧテッΫࣜג会社
会社資ੜಊࣜג
シόタ޻業ࣜג会社
ਗ਼水ݐ設ࣜג会社
ジϣーンζラングラαーϧࣜג会社
৽ੜϏϧテΫノࣜג会社
৽日本ۭௐࣜג会社
৽日本ϏϧαーϏスࣜג会社
ॅ༑セメントシステム։ൃࣜג会社
セイコーエプソンࣜג会社
会社セイϏࣜג
会社ਗ਼࿨Ϗジネスࣜג
会社θロインࣜג
会社૯߹設උコンαϧタントࣜג
ソχーセϛコンダΫタソリϡーシϣンζࣜג会社
ソχーピープϧソリϡーシϣンζࣜג会社

第一ੜ໋อࣜגݥ会社
会社第一ώϡーテッΫࣜג
ダイΩン޻業ࣜג会社
大成ݐ設ࣜג会社
大੕Ϗϧ管理ࣜג会社
大成有ָෆ動ࣜג࢈会社
ダイダンࣜג会社
ଠฏϏϧαーϏスࣜג会社
大࿨ϋ΢ス޻業ࣜג会社
大࿨ϋ΢スリアϧティマネジメントࣜג会社
大࿨ෆ動ؑ࢈ఆࣜג会社
大࿨リースࣜג会社
高࠭೤ֶ޻業ࣜג会社
務ళ޻会社஛中ࣜג
会社୮੨社ࣜג
中ԝ日本౔地ݐ෺ࣜג会社
TM&Sࣜג会社
会社ティɾϢーɾメタϧࣜג
会社ディーɾαインࣜג
会社మ߯Ϗϧディングࣜג
会社౦ւϏϧメンテナスࣜג

͋

か

さ

た
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前田ݐ設޻業ࣜג会社
ファシリティマネジメント෦ߦۜ΄会社みずࣜג
管理෦ߦҪॅ༑ۜࡾ会社ࣜג
会社ࣜג࢈Ҫෆ動ࡾ
ӽ伊੎୮アイムファシリティーζࡾ会社ࣜג
会社ࣜגඛ地ॴࡾ
ܭඛ地ॴ設ࡾ会社ࣜג
会社ࣜגඛ地ॴプロύティマネジメントࡾ
明๛ファシリティϫーΫスࣜג会社
৿Ϗϧࣜג会社

Ϡシマ޻業ࣜג会社
事務ॴܭங設ݐ会社安Ҫࣜג
ܭԼ設ࢁ会社ࣜג
$Լ1Mࢁ会社ࣜג
ϠマトオートϫーΫスࣜג会社
会社Ϣχティࣜג
会社ϢχόーαϧԂܳ社ࣜג
ߦ会社ԣ඿ۜࣜג

ラッΫスݐ設ࣜג会社
会社リΫϧートࣜג
会社 R&$&1TIO/ISTࣜג
公ӹ社団๏人ロングライフϏϧਪ進協会

会社インデッΫスファシリティーζࣜג
 会社エフエムɾソリϡーシϣンࣜג
川࡚重޻業ࣜג会社
Ϋロスナレッジアドόイβリࣜג会社
ॴڀݚըܭ଄ߏ会社ࣜג
$OSOJI  会社ࣜג
αンχンࣜג会社
ジΣイアーϧ౦ւ૯߹Ϗϧメンテナンスࣜג会社
৓ೆ信༻金ݿ 
৽࿨ϏϧɾαーϏスࣜג会社
会社ࣜג DFto
D#J リアϧエステートࣜג会社 
ߦ౤資ۜࡦ会社日本੓ࣜג
日本ҹࣜג࡮会社  
೶ྛ中金ファシリティーζࣜג会社 
ύϫープレイスࣜג会社
ピアαーϏスࣜג会社 
෱ҪコンピϡータアーΩテΫトࣜג会社 
෋࢜Ϗジネスࣜג会社 
会社文঵ಊࣜג
設ݐ会社দӬࣜג
 会社ࣜגϏϧマネジメント࢈Ҫෆ動ࡾ
ث会社ライオン事務ࣜג
ラΫϏϧࣜג会社
会社ϫーΫύスࣜג

コϛϡχティーٸ会社౦ࣜג
ॴڀݚ߹૯ٸ会社౦ࣜג
౦ٸෆ動ࣜג࢈会社
RFɾデβインٸ会社౦ࣜג
౦ژւ上日動ファシリティーζࣜג会社
౦ژΨスファシリティαーϏスࣜג会社
౦ژΨスෆ動ࣜג࢈会社
ダイέンϏϧαーϏスژ会社౦ࣜג
౦ݐژ෺ࣜג会社
౦ژ美装ڵ業ࣜג会社
౦ژෆ動࢈管理ࣜג会社
౦༸Ϗϧメンテナンスࣜג会社
会社ࣜג設ݐ田ށ

χチϏϧࣜג会社
ܭ設ݐ会社日ࣜג
日ݐ設ܭコンストラΫシϣンɾマネジメントࣜג会社
会社日ੵαーベイࣜג
会社日設ࣜג
日మڵ࿨ෆ動ࣜג࢈会社
日本ిࣜגؾ会社
日本༣੓ࣜג会社
日本ڥ؀Ϋリアーࣜג会社
ߏػ認ূڥ会社日本؀ࣜג
日本管ࣜגࡒ会社
日本ۭௐαーϏスࣜג会社
日本コカɾコーラࣜג会社
ܭ会社日本設ࣜג
日本ిٕࣜג会社
日本メッΫスࣜג会社
一ൠ社団๏人χϡーオフィスਪ進協会
ॴڀݚ߹会社໺村૯ࣜג
໺村ෆ動ࣜג࢈会社

ύーソϧファシリティマネジメントࣜג会社
ύシフィッΫコンαϧタンπࣜג会社
会社ύスコࣜג
コーϙレーシϣン޻会社長୩ࣜג
会社ύソナ日本૯務෦ࣜג
ύナソχッΫࣜג会社 エレΫトリッΫϫーΫス社
会社ϋリマϏステムࣜג
会社ࣜגਆ高଎ٕज़ࡕ
会社Ϗーɾエイチɾシーࣜג
会社ϏέンテΫノࣜג
会社日ཱϏϧシステムࣜג
日ൺ୩૯߹設උࣜג会社
日ൺ୩௨঎ࣜג会社
#I1ROG:ࣜג会社
会社#IM#asFࣜג
ώϡーリッΫϏϧマネジメントࣜג会社
ファシリティ ύートナーζࣜג会社
フΣアトーンࣜג会社
会社フジタࣜג
෋࢜フイϧムϏジネスエΩスύートࣜג会社
プラスࣜג会社
プロύティデータόンΫࣜג会社
一ൠ社団๏人北ւಓファシリティマネジメント協会
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JFMAのӡ営͸ɺ会員のօ ま͞の͝協力によͬ て成り立 てͬいますɻ
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2026年4月もっと਎ۙにもっとศརに
JFMAジャーナϧΦンϥΠン がスタートします。

ΦϯϥΠϯ
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クリックͻとͭ Ͱ
'.の未来Λキャッチ

　これに伴い、『JFMAジャーナル』の定期刊行は2026年4
月発行の222号をもっていったん終了することになります。　
　今後は、年１回フォオーラム特集号として毎年４月頃に冊
子版をお届けいたします。新サイトのアーカイブでは、『JFMA
ジャーナル』のバックナンバーもすべてご覧いただけるように
なります。

　JFMAでは、FMを社会に広めるため、「JFMAジャーナ
ルオンライン」を開設します。「ファシリティマネジメントの今
を伝える情報サイト」として、FMに関するさまざまな情報や
JFMA賞の事例などを掲載していきます。
　詳細が決まり次第、JFMAホームページやメールマガジン、
SNSを通してみなさまにお知らせいたします。



未
来
の
美
意
識
に
、会
い
に
行
く
。

私たちは法人専門の旅行会社として、展示会や企業訪問などの各種視察旅行、招待・報奨旅行、出張手配まで幅広く

お取り扱いしています。また担当者は海外ＦＭ視察調査団をこれまで4回担当し、業界の皆様から高い評価を得ています。

各種、法人旅行をご計画の際は、どうぞご遠慮なくお申し付けください。

企
業
の
成
長
を
支
え
る
「
成
果
の
あ
る
旅
」
を
、

私
た
ち
は
共
に
創
り
ま
す

旅
行
中
は
最
新
ト
レ
ン
ド
の
体
感
や
非
日
常
の
刺
激
を
味
わ
い
、

帰
国
後
の
業
務
で
活
か
せ
る
ア
イ
デ
ア
や
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
ア
ッ
プ
を
得
ら
れ
る

最
適
な
旅
行
プ
ラ
ン
を
ご
提
案
し
ま
す
。

業界関連展示会（2026年開催予定）

Milano
Salone
2026. 4. 21(Tue) – 26 (Sun)

NeoCon
2026. 6. 8 (Mon) – 10 (Wed)

ORGATEC
2026.10. 27(Tue) – 30 (Fri)

Chicago, 
USA

Cologne, 
Germany

Milan, Italy

ミラノサローネ ネオコン オルガテック

★各種モデル視察プランを掲載したツアーパンフレットをご用意しています。ご希望の方はお気軽にお申し付け下さい。

本社営業部 〒105-0004 東京都港区新橋5-12-11 天翔新橋5丁目ビル802号室  TEL：03-6803-4818  FAX：03-6432-0245

メール：h-inoue@tokyostar-tourist.com（担当：井上）

東京都知事登録旅行業：第3-8330号
一般社団法人

日本旅行業協会正会員

※写真はイメージです。

東京スターツーリスト株式会社　広告4C　W177mm×H255mm



● アントレプレナーシップ
クリエイティブ・ファーストな社会変革に向けて
髙野 広海   一般社団法人ASIBA

●FM 研究・教育
公共施設ストック活用に向けた
計画手法の課題と展望
池添 昌幸  福岡大学

● 公共 FM 
官民連携・広域連携による公共FM
七野 司   貝塚市

● 防災・減災 
災害を自分ごとにするために
―市民として、母として―
佐々木 美香  お母ちゃん学

● 海外FMトピックス -1 
ハイブリッドワークを支える
オランダのホスピタリティFM
松岡 利昌  JFMA  副会長

　　海外FMトピックス -2 
韓国のFM最新事情とキャリアパス
金 英範  株式会社Hite&Co.

● ファシリティマネジャーの仕事 
FMは「幸せ」のお手伝いができる仕事
松本 紗弥子 ネクステージグループホールディングス株式会社

Topics
第20 回 日本ファシリティマネジメント大会

講演プログラムの概要
前澤 恵子  JFMA 

連載

発行：公益社団法人 日本ファシリティマネジメント協会

定価　1,200 円（税込 1,320 円）  

JFMAジャーナルは環境に配慮した
「FSC認証紙」ならび「植物性インキ」を使用しています。
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特集
●総論
ファシリティマネジメントと
サーキュラーエコノミー、ネイチャーポジティブ
似内 志朗  JFMA 調査研究委員会 委員長

●資源循環
成長戦略としての
資源循環経済の確立に向けて
経済産業省
資源循環とワークプレイスの未来
－オランダの事例から－

齋藤 敦子 JFMA フェロー

サーキュラーエコノミー実現に向けた
オフィス家具業界の取り組み
貫名 英一  一般社団法人日本オフィス家具協会

●自然再興
「ネイチャーポジティブ経済」の実現に向けて
環境省
自然との共生をテーマにしたアクロス福岡
ステップガーデン（アクロス山）の30年
竹林 知樹 株式会社 
　　　　　　　　Takebayashi Landscape Architects
能勢 彩美 内山緑地建設株式会社

杉 雅文 エイ・エフ・ビル管理株式会社

巻頭

●JFMA賞受賞

●年頭のごあいさつ

米倉 誠一郎   JFMA会長

第20回 日本ファシリティマネジメント大賞
JFMA賞

●2025年度 認定ファシリティマネジャー資格試験
    合格者の声
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